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Ⅰ 評価の考え方・手法について 

 

１．評価の目的 

 

 国分寺市男女平等推進行動計画（以下「行動計画」という。）は，男女平等を

推進するための施策を体系化したものです。行動計画がどの程度達成されたか

を客観的に評価することで，どの分野で男女平等推進施策が進んだか，あるい

は進んでいないか，どういう事業が効果的か，あるいは効果的でないかが明ら

かになり，次に取り組むべき課題等を明らかにすることができます。 

 また，男女平等を推進するためには，市民の方々に男女平等について理解し

ていただくことが重要です。評価結果を市民に公表することで，男女平等に関

する市民の理解が深まることが期待できます。 

 

 

２．評価者とその役割 

 

 附属機関である国分寺市男女平等推進委員会（以下「推進委員会」という。）

からの意見と，国分寺市男女平等推進専門委員会（庁内の主に事業所管課所属

の職員で構成する市の内部組織。以下「専門委員会」という。）からの報告を受

けて，国分寺市男女平等推進協議会（副市長を会長とし６人の部長で構成する

市の内部組織。以下「推進協議会」という。）で，総合的な評価を行います。 

 推進委員会は評価をするにあたり，市民，事業者等の意見が十分反映され，

公正で市民にわかりやすい評価となるよう配慮します。 

また，推進委員会の評価は，専門的，市民的見地をもった第三者的立場から

の評価ですので，推進協議会は最大限その意見の趣旨を踏まえ，総合的評価を

行うよう努めます。 

 

 

３．評価の頻度と公表 

 

計画的に進行管理を行うために，評価は毎年度実施し，その結果については，

市が市民や事業者等に広く公表します。 

 

 

４．評価の方法 

 

 計画の実効性を高めるため，以下の各段階を踏んで評価を行います。 
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（１）所管課による自己評価（自己点検票の作成） 

  各事業の所管課は，自己点検票を作成し，自らの事業について事業評価の

視点から評価を行い，事務局である文化と人権課に提出します。  

「事業評価の視点」は，次の①から③の３つの視点を各事業に応じて予め

設定しました。 

３
つ
の
視
点 

① 計画に沿った事業を行ったか 

② 事業実施の際に男女平等推進の視点を盛り込んで行ったか，又は実施

した事業内容は男女平等・共同参画の観点からみて適切・効果的であっ

たか（事業の主たる実施目的が男女平等推進そのものである場合には後者，そうでな

い場合には前者を選択） 

③ 事業実施により，男女平等推進の視点からみて成果を挙げることがで

きたと考えられるか 

「男女平等推進の視点」は，国分寺市男女平等推進条例第３条の規定事項

のうち，当該事業に関連のある事項を自己点検票に記載しました。 

これにより，所管課は事業の実施にあたり，男女平等推進の視点として条

例の基本理念を改めて認識するとともに，事業評価の視点から，自己の事業

について具体的・客観的に振り返り評価することができます。 

所管課の評価の基準は下表のとおりです。各事業評価の３つの視点におけ

る評価の合計点を「３（事業評価の視点の数）」で除し，各アルファベットの規定点

を超えるものについては☆をつけてプラス評価として平均値を所管課評価と

しました。 

評価 評価の基準 数値換算 

Ａ 前年度よりも実績が上がった ４点 

Ｂ 前年度と同様の実績があった ３点 

Ｃ 前年度より実績が下がった ２点 

Ｄ 実績がなかった １点 

達成 計画所定の事業内容を達成した ４点 

休止・廃止 計画所定の事業内容が休止・廃止になった １点 

 

（２）推進委員会の評価 

  以下の手順で評価を行います。 

イ）所管課の行った自己評価の点検 

   所管課から提出された自己点検票の記入内容を，男女平等推進の視点

及び事業評価の視点から検討します。推進委員会の各委員は，課題ごと

に複数のグループに分かれて検討を進め，推進委員会で報告します。 

 ロ）所管課に対するヒアリングの実施 

   推進委員会が，事業の内容について直接と質疑応答をする必要がある

と考えた所管課に対し，ヒアリングを行います。推進委員会がヒアリン
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グをすることで，市職員の男女平等施策に対する考えを知ることができ，

施策の推進を阻むものがある場合には，それは何であるのかを知ること

もできます。 

 ハ）施策評価と提言 

   自己点検票の検討，ヒアリングの結果等をもとに，計画の推進状況を

施策ごとに評価します。その際には評価理由を記載し，必要に応じて所

管課に対する提言を行います。 

評価基準は所管課の自己評価と同様ですが，数値換算した平均値によ

る評価ではなく，総合判断で施策ごとの評価を行います。  

   評価をまとめて，市長に意見として答申します。 

 

（３）専門委員会の評価 

所管課から提出された自己点検票を，事業ごとに検討します。 

所管課評価と同様の基準に基づいて評価を行います。１つの事業に複数の所

管課がある場合には，所管課評価を数値換算した合計を所管課数で除し，その

平均値をもとめて評価します。ただし，☆評価については勘案しません。 

委員に所管課の職員がいる場合には，所管課としての意見も聞きながら，評

価を進めます。 

必要に応じて評価理由を記載します。 

 

（４）推進協議会の評価 

推進委員会からの意見と，専門委員会からの報告を受け，総合的な見地か

ら市としての施策ごとの推進状況評価を行います。評価理由と今後の見通しに

ついても併せて記載します。 

 

 

５．評価結果の反映 

 

 市は，評価結果を年次報告書としてとりまとめ，市民および事業者等に分か

りやすい形で報告します。 

 年次報告書は次年度予算の策定前に公表しますので，所管課は次年度予算策

定に評価結果を加味することができます。 
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６．男女平等推進行動計画実施状況評価の流れ 

 

 

 

 

 

 

  

男女平等推進委員会 男女平等推進協議会 男女平等推進専門委員会 事業所管課 事務局

市長の諮問に応じ，男女平等推
進施策に関わる重要事項に関
すること及び行動計画の進ちょく
状況に関することについて調査
審議し答申するほか，市長に建
議することができる。

市の男女平等推進施策の総
合調整，行動計画の策定及び
進行管理を行う。

行動計画の策定及び進行
管理に関して，左記協議会
の指示により調査検討を行
い，結果を協議会長に報告
する。

行動計画所定の
事業を取り行う。

行動計画を推進する
ため関係機関と調整
をする。

男女平等社会の実現に向けて
活動している団体の代表者：４
人
公募市民：３人
有識者：３人

会長：副市長
副会長：市民生活部長
その他委員：政策部長，総務
部長，福祉保健部長，子ども
福祉部長，教育次長

市職員14人
＇政策部：２人，総務部１
人，市民生活部２人，福祉
保健部５人，教育部４人（

文化と人権課職員

4
月

第１回会議＇4/15（開催
○評価スケジュールについて
○今年度評価の手法について
○推進委員会諮問事項につい
て
○職員意識調査について

○今年度方針課内
打合せ
○協議会開催準備
○推進委員会へ諮
問事項通知，推進委
員会開催準備

第１回会議＇5/15（開催
○委員長・副委員長選任
○年間スケジュールと今年度評
価手法の説明
○評価作業グループ分け＇責任
者決め（
○次回以降の委員会日程検討

各課で自己点検
票作成・事務局へ
提出＇締切
5/14（。

掲示板及び個別メー
ルにて，各課へ自己
点検票記入依頼＇自
己点検票配布（。

○課題ごとにグループに分かれ
て審議

点検票内容確認，各
課と調整，推進委員
会へ点検票送付。

第２回会議＇6/17)開催
○施策推進状況の検討＇各グ
ループからの報告（
○ヒアリング対象課検討

第３回会議＇6/27（開催
○ヒアリング
○意見交換

対象課はヒアリン
グに参加＇経済課
高齢者相談室（

ヒアリング対象課と
の調整

第４回会議＇7/10（開催
○施策推進状況評価審議＇ヒア
リング対象課の関係施策が多い
課題３・４及び課題５について（

第５回会議＇7/24)開催
○施策推進状況評価審議＇課題
６と課題１～２及び全体調整（

第６回会議＇8/7)開催
○施策評価内容の最終調整
○答申案審議

第１回会議＇8/13（開催
○事業推進状況評価検討
＇課題１～３（

第２回会議＇8/19（開催
○事業推進状況評価検討
＇課題４～６（

答申＇8/26（提出＇評価報告部
分（

第２回会議＇8/28（開催
○施策別推進状況評価につい
て＇推進委員会答申と専門委
員会調査報告をもとに検討（

報告書案検討

9
月

評価年次報告書起
案＇市長決裁・各課
へ送付（

1
0
月

以
降

評価内容を勘案
して年度後半の
事業を執行する。
また，次年度予算
案に反映する。

5
月

7
月

役　割

構成員

時
期

8
月

6
月

 

○国分寺市男女平等推進条例 

○国分寺市男女平等推進行動計画（平成 24 年度中間見直し版）（２目標，６課題，26 施策，70 事業） 

 

これに基づき 
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Ⅱ 男女平等推進委員会からの答申  

（写） 

 
平成 26 年８月 26 日 

 

国分寺市長 

井澤 邦夫 様 

 

 

国分寺市男女平等推進委員会 

委員長  長津 芳 

 

 

 

国分寺市男女平等推進行動計画の実施状況の評価について（答申）  

 

 

 

 平成 26 年５月 14 日付で，国分寺市男女平等推進行動計画の平成 25 年

度実施状況の評価について諮問を受けました。 

本委員会で審議の結果，実施状況の評価について別添のとおり取りまと

めましたので答申します。 
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１．本委員会における男女平等推進行動計画評価の経緯 

 国分寺市男女平等推進行動計画は（以下「行動計画」という）平成 20 年５月

にスタートしました。本委員会は，市長の諮問を受け，平成 20 年度は「行動計

画の実施状況の評価にかかる指標及び方法について」を答申，平成 21 年度，22

年度，23 年度は「行動計画の達成度の評価について」答申いたしました。さら

に，平成 23 年度は行動計画の中間見直し年であったことから，平成 20 年度か

ら平成 22 年度の３年間の総括評価についても答申いたしました。 

 平成 24 年度，25 年度は，見直し後の行動計画の実施状況を評価しました。 

 今年度も，引き続き平成 25 年度の行動計画の実施状況について評価します。 

 

２．平成 25 年度の評価方法 

 (１) 施策評価作業について 

   今年度も評価は①所管課（室）による自己点検票，②ヒアリング（今年

度は経済課，高齢者相談室へ実施），③総合評価の３段階による方法で行い

ました。評価は施策単位で行いました。 

本委員会での具体的な評価作業は，下記のように行いました。 

 

 

 

 

↓ 

 

 

 

↓ 

 

 

↓ 

 

 

 

 

 

 (２) 評価の考え方について  

   評価の目的は，行動計画の実効性を高めることにあるため，本委員会の

評価は，男女平等推進の視点からみた次の表で示す基準によって行ってい

ます。したがって，事業本来の目的からは成果があげられていても，男女

委員長を除く９人の委員を３つのグループに分け，行動計画の６課題を

２課題ずつ分担する。 

各グループは，担当課題について，所管課（室）作成の自己点検票に基

づき男女平等推進の視点から分析を行う。 

本委員会で各グループの行った分析を報告し，検討する。 

ヒアリング実施結果も交え，本委員会で施策別の評価及び評価理由・提

言をまとめる。 
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平等推進の視点からみて成果をあげられたと評価できなければ，Ｄ評価と

させていただくことがあります。 

本委員会としては，なぜこのような評価になったのか評価理由を明示す

るとともに，提言を盛り込むことに力点をおきました。 

各所管課（室）におかれましては，本答申の内容を念頭におきながら，

平成 26 年度下半期の事業に取り組んでいただくとともに，来年度の予算作

成に反映してくださることを期待します。 

 

評価 評価の基準 

Ａ 前年度よりも実績が上がった 

Ｂ 前年度と同様の実績があった 

Ｃ 前年度より実績が下がった 

Ｄ 実績がなかった 

達成 計画所定の事業内容を達成した 

休止・廃止 計画所定の事業内容が休止・廃止になった 

 

 

３．施策評価における全体の傾向と特記事項について 
（※ 基本目標・課題・施策番号については施策体系図を参照） 

● 改善への努力が認められる施策（Ａ評価）が６施策あり，前年度の３施策

に比較して大きな前進であると言えます。男女平等推進への歩みを継続して

いくことが大切であり，さらに他の部署への啓発がなされることを期待しま

す。 

         【Ａ評価とした施策】 

基本目標１ 

課題１ 施策（１） 

課題３ 
施策（６） 

施策（７） 

基本目標２ 

課題５ 施策（１） 

課題６ 
施策（２） 

施策（３） 

 

反面，依然として実績が認められない施策（Ｃ評価）もあり，憂慮してい

ます。国分寺市男女平等推進行動計画に則って，改善への具体策を講じるこ

とを望みます。 

【Ｃ評価とした施策】 

基本目標１ 課題３ 施策（４） 

基本目標２ 課題４ 
施策（１） 

施策（４） 
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● Ａ評価であった防災分野における取組み（防災安全課）は特筆するに値す

るものです。東日本大震災を契機に国分寺市の防災計画を改訂するに当たっ

て女性の視点が大いに導入されました。女性委員を増やすことを目的に条例

を改正して委員の選任方法を変更したことが成果を上げたからです。 

  このことを参考に，各審議会の審議会委員選任方法の改善を求めます。な

ぜなら，審議会委員選任要件を「会長」「署長」等「会の代表」と定めている

限り女性の委員の増加は困難だと思われるからです。会の推薦をもって選任

できるという方法に変更することで，女性の委員を選任する可能性が広がる

と考え，改善を求めます。 

 

 

 

● 女性管理職の登用を，市管理職全体の 10％を目指してさらに進めていくこ

とを期待します。男性，女性の管理職が互いにより良い方向で感化し合い，

多角的な思考や判断がなされることこそ，すべての人々にとって住みよい市

となります。現状に甘んじることなく，課題を解決する方策を講じて，女性

の意欲を引き出し，管理職として力が発揮できる環境づくりに力を入れてく

ださい。 

 

 

 

● 男女共同参画に関する意識や知識を児童期から構築する必要があると考え

ます。学校現場では男女の差をさほど感じることなく指導がなされていると

思われますが，だからこそ，男女平等の考えを確固たるものにするために適

した時期であると捉えます。 

  そこで，文化と人権課と学校との協力関係の構築を提案します。男女平等

推進条例の子ども用のあらましを配布したり，学校の要望に合わせた「男女

平等推進出前講座・講演会」（仮称）等を実践したりすることで，若年層より

男女平等意識を根付かせていくことができます。実現へ向けて果敢に前進し

てください。 

 

 

 

● ＤＶや，虐待の課題も多く，是非取り組んでいただきたい案件です。虐待

は連鎖する悲劇を生み，ＤＶ被害者は圧倒的に女性が多いのが現状です。 

男性が加害者の立場に立つ背景には，幼尐期よりの育ち方に起因すること

が指摘されており，ＤＶや虐待を未然に防ぐためには，若年層より男女平等

【主に関連する施策】 基本目標２課題６施策（１） 

 

 

 

 

 

 

 

【主に関連する施策】 基本目標２課題６施策（１） 

 

【主に関連する施策】 基本目標１課題１施策（２） 
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の意識を持つ必要があることが明白です。「デートＤＶ」が顕在化している昨

今において，学齢期における指導者が，指導に向けた正しい知識を得ること

が不可欠であり，防止のためのリーフレットの作成が有効であると考えます。 

そのための予算を是非確保し，施策実現を可能にしてください。 

 

 

 

 

● 東京都が主管する事業に，国分寺市が協力していることもあり，幅広い活

動が展開されることを期待します。 

ただ，それだけに甘んじていることが危惧されます。国分寺市としての実

態や，地域住民のニーズに合わせた事業を創意工夫することこそを願ってい

ます。 

市民の声を吸いあげて，国分寺市としての男女平等推進における課題を把

握しながら，主体的に，有効な企画を考えてください。 

 

 

 

 

● 自己点検票の記載に際して，通常業務の報告にとどまっている所管課（室）

が見受けられます。男女平等推進の観点からの自己評価を今後は期待します。 

 

 

 

【施策体系図】  

※本報告書 94・95 頁と重複するので掲載を割愛します。 

 

  

【主に関連する施策】基本目標１課題３施策（１）及び（２） 

基本目標２課題５施策（３） 

 

 

 

 

 

 

【主に関連する施策】基本目標１課題２施策（１） 

基本目標２課題４施策（１）及び（４） 

 

 

 

 

 

 



11 

 

４．施策別評価理由と提言 

基本目標１ 男女の人権を尊重するまち  

 

課題１ 男女平等意識の醸成 

 

 施策（１）家庭や地域における男女平等の意識づくり（事業№１～３） 

評価 評価の理由と提言 

Ａ 【理由】講座開催に関係課との連携に目的意識があり，回数，参加数も大幅

に増えている。男女平等推進を意識した図書購入・選択，広報づくりは評価

できる。男性保育士数の増は成果といえる。 

国際的理解についての実績には疑問がある。しかし，現場に踏み込んだ意

識づくりが出来ており，実効性が高く，継続することが重要である。一生懸

命活動されている国際協会への補助は適切である。 

【提言】 

◆ 家庭や地域における男女平等の意識づくりを進めるには，そこにかかわ

る職員自身が男女平等に関する意識を持つことが大切である。この意識づ

くりの取組みを継続していただきたい。 

 

施策（２）学校における男女平等教育の充実（事業№４～６） 

評価 評価の理由と提言 

Ｂ 【理由】勤労観，職業観を通した深みのある男女平等教育が行われているが，

総合的には昨年度と同程度の実績という点で評価Ｂが妥当と思われるため。 

【提言】 

◆ 男女平等の視点を意識することで，課題発見，よりよい課題解決につな

がることがあるのではないかと考える。文化と人権課と連携して，課題発

見・解決のための取組みを検討していただきたい。 

◆ 文化と人権課には，国分寺市男女平等推進条例の子ども用あらましを，

小学校５年生に毎年配布することを検討していただきたい。配布の際に

は，校長会や学校に対して条例の存在について説明して回るなど，啓発の

実効性を高めるような配布のあり方を合わせて検討されたい。 

◆ 研修会の成果が効果的であるかどうか読み取れない。学校指導課におい

ては，服務事故の防止という観点ではなく，男女平等・人権にかかわる観

点での研修が望まれる。  

◆ 学校指導課は教員自身が男女平等の認識をしっかり持つための施策を

行っていただきたい。 
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 施策（３）庁内における男女平等意識の徹底（事業№７～８） 

評価 評価の理由と提言 

Ｂ 【理由】正規職員のみならず嘱託，再任用職員を含めて，意識調査の実施は

成果であり，分析・今後の施策に期待する。しかし，総合的には昨年度と同

程度の実績という点で評価Ｂが妥当と思われるため。 

【提言】 

◆ 事業№７文化と人権課のイクメン男性職員紹介は，意識啓発に効果的と

思わるため，継続して行っていただきたい。 

◆ 事業№７の保育課については，保育現場の状況からすると多くの職員を

研修に参加させることは難しいことが推測される。だからこそ研修成果の

共有・伝達方法をどう工夫しているか，見えるような自己点検票の記述を

していただきたい。 

◆ 職員意識調査概要を知りたい。結果集約・分析に基づく職員課の施策に

活かしていただきたい。 

 

 施策（４）男女平等に関する実態把握（事業№９～10） 

評価 評価の理由と提言 

Ｂ 【理由】前回行った意識・実態調査を有効に活用しているが，総合的には昨

年度と同程度の実績という点で評価Ｂが妥当と思われるため。 

【提言】 

◆ 市民意識調査を，より多くの学習会・研修会で活かすよう，担当課とし

ての意識性・計画性が求められる。平成 27 年度実施予定の市民意識調査

の課題を今のうちに明らかにしておくべき。 

◆ 市民意識調査を実施する際には，質問するときの回答項目を年齢層によ

って分類するなど，回答者が回答しやすく，実態を適切に把握できるよう

な工夫をし，実りある調査としていただきたい。 

◆ 他市との比較できるデータは前年度の推進委員会においても理解を深

めるのに役立った。受け止め実践する職員にとっても効果的と思われる。

今後とも他市と比較できるデータの整理をしていただきたい。 

 

 施策（５）男女の人権に配慮した表現の推進（事業№11～13） 

評価 評価の理由と提言 

Ｂ 【理由】公民館５館でそれぞれがメディア・リテラシーに関する講座開催や

講演会など実施したことは評価できるが，実績がない課もあり，総合的には

昨年度と同程度の実績という点で評価Ｂが妥当と思われるため。 

【提言】 

◆ ガイドラインの早期策定実行のために対象範囲を限定して試行しては

どうか。 

◆ 意識調査や推進委員会での検討を生かしたガイドライン作成，広報の仕
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方，作成に当たって，日常的に市民と接する公民館自身の提言・提案が必

要と思われる。 

 

 

課題２ たがいの性の尊重と健康支援 

 

 施策（１）たがいの性を理解し，尊重する意識の醸成（事業№14～15） 

評価 評価の理由と提言 

Ｂ 【理由】学習機会の提供のために児童館宿泊行事の意義は大きい。また，学

習会に教職員，保育士などの参加を呼び掛けるなど工夫の跡も見られた。し

かし，昨年度と同程度の実績という点では評価Ｂが妥当と思われる。 

【提言】 

◆ ＨＩＶ・性感染症の対策は，確かに都所管の事業であるかもしれない。

しかし，インターネットなどで情報があふれかえる中で，正しい知識を持

っていないがために困っている市民・子どもがいることが考えられる。市

としても，市報を通じて「○月はＨＩＶ・性感染症予防月間です。ＨＩＶ・

性感染症について詳しく知りたい方はこちらに相談してください。」など

として，市民が正しい知識に触れることができるきっかけを提供すること

が効果的ではないかと考える。 

 

施策（２）性差や年代に応じた健康支援（事業№16～18） 

評価 評価の理由と提言 

Ｂ 【理由】子育て世代の母親に的を絞った具体的な事業が実行された。健康に

ついて正しい知識を持つことは大切であり，各検診が増えていることは成果

である。しかし，総合的には昨年度と同程度の実績という点で評価Ｂが妥当

と思われる。 

【提言】 

◆ 訪問件数実績を増やしていることは成果。尐子高齢社会にあって，保健

師などによる訪問指導体制の更なる充実を図ることは重要な施策である。 

◆ 女性・母親だけに限定しない，性差や年代に応じた健康支援に取り組ん

でいただきたい。実際に実施しているのであればその点を自己点検票で示

していただきたい。 

 

 

課題３ 性別に起因する暴力や人権侵害の根絶 

 

 施策（１）ドメスティック・バイオレンスの予防のための取り組み（事業№19～21） 

評価 評価の理由と提言 

Ｂ    【理由】啓発リーフレットを民間商業施設に設置するよう調整したことは評
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価できるが，総合的には，昨年度と同程度の実績という点で評価Ｂが妥当と

思われるため。 

【提言】 

◆ デートＤＶ防止のためには，小中学生など若年期における啓発の取組み

が重要である。デートＤＶ防止啓発リーフレットの中学校配布を検討して

いただきたい。 

◆ 講座受講者以外の市民への啓発活動にも工夫が欲しい。 

◆ 学校教育においては，いじめや問題行動の調査だけでなく，今後もジェ

ンダーの視点を取り入れた暴力予防教育を行っていただきたい。 

 

 施策（２）ドメスティック・バイオレンス被害者の安全確保と自立支援（事業№22～29） 

評価 評価の理由と提言 

Ｂ 【理由】昨年度と同程度の実績という点では評価Ｂが妥当と思われるため。 

【提言】 

◆ 民間シェルター連絡会への補助額が増額となったことは評価できる。未

支給である他市への働きかけを行っていただきたい（文化と人権課）。 

◆ ＤＶ被害者支援措置等に関しての有資格者（弁護士・司法書士）からの

請求への対応を具体化しておく必要がある（市民課）。 

◆ 乳幼児健診を受診しなかった子どもの追跡調査も行っていただきたい

（健康推進課）。 

◆ 被害者の安全確保の連携機関として，高齢者相談室・障害者相談室も入

れるべき。 

◆ 休日・夜間対応の職員にも二次被害を防ぐための研修を徹底していただ

きたい（契約管財課）。 

◆ 被害者の対応マニュアルの作成が必要である（文化と人権課）。 

 

 施策（３）相談業務の充実と関係機関との連携（事業№30～34） 

評価 評価の理由と提言 

Ｂ 【理由】昨年度と同程度の実績という点では評価Ｂが妥当と思われるため。 

【提言】 

◆ 医療機関へのＤＶ防止リーフレット配布は有効な手段と思われるので，

継続して行っていただきたい。 

◆ ＤＶやデートＤＶについて，若年層が相談窓口に気づきやすいように，

ＳＮＳを利用した新しい情報提供の仕方などを検討していただきたい。 

◆ ＤＶ防止連絡会が，被害者の負担軽減に繋がる具体的方策を導き出せる

ような方向へ進んでいくことを期待する。 
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 施策（４）セクシュアル・ハラスメント等の防止（事業№35～36） 

評価 評価の理由と提言 

Ｃ 【理由】実績がない課もあることから評価Ｃとした。 

【提言】 

◆ セクシュアル・ハラスメントについて，市民・事業者への広報・啓発活

動は毎年，定期的に行っていただきたい。 

◆ 学校のセクハラ相談は，同じ学校の教員だけではなく外部の相談員をプ

ラスするなどして実効性のある仕組みづくりが必要と思われる。 

 

 施策（５）人権侵害を予防するための支援（事業№37） 

評価 評価の理由と提言 

Ｂ 【理由】昨年度と同程度の実績という点では評価Ｂが妥当と思われるため。 

【提言】 

◆ 青色防犯パトロールは犯罪の抑止に繋がるし，安心・安全メールは市民

の防犯意識を高める意味でも効果があると思われるため，今後も続けてい

ただきたい。 

◆ 青色防犯パトロールをする方の講習会に，ストーカー規制法の規制内容

や趣旨を理解する内容を含めていただきたい。 

 

 施策（６）子どもにとっての男女平等（事業№38） 

評価 評価の理由と提言 

Ａ 【理由】児童虐待についての理解を深めるため，関連講座の開催や情報誌の

発行など意欲的に取り組んだと評価できたため。 

【提言】 

◆ 児童虐待をする親の心理的背景を理解し，親に対する相談も踏まえての

支援を期待する。 

◆ 児童虐待予防と保護支援について，今後も情報提供や関連機関との連携

を積極的に行っていただきたい。 

  

施策（７）性犯罪被害者の支援（事業№39） 

評価 評価の理由と提言 

Ａ 【理由】性犯罪被害者の支援のための広報・啓発活動を積極的に行ったと評

価できたため。 

【提言】 

◆ 今後も，より広く積極的に広報・啓発活動を進めていただきたい。 

◆ 市報やＳＮＳなどの媒体を活用することが，広報・啓発に効果的と考え

る。 
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基本目標２ 男女が平等に社会参画できるまち  

 

課題４ 就労における男女平等の推進 

 

 施策（１）事業者への啓発と支援（事業№40～42） 

評価 評価の理由と提言 

Ｃ 【理由】実績がない課もあることから評価Ｃとした。 

【提言】 

◆ 就労支援地域連絡会を活用し，マタニティ・ハラスメントなども含めた

実態把握と課題整理を行っていただきたい。 

◆ 雇用における男女平等の必要性を理解できるような情報提供を行って

いただきたい。 

◆ 経済課においては，契約管財課を通じ，市と契約を行った事業者に対し

て，雇用における男女平等実態調査を実施していただきたい。 

 

 施策（２）男女平等の視点による調達の仕組みの検討（事業№43） 

評価 評価の理由と提言 

Ｂ 【理由】総合評価方式競争入札の要綱を制定するなど，男女平等についての

取組みも加味できる仕組みを作ったことが評価できるが，総合的には昨年度

と同程度の実績という点で評価Ｂが妥当と思われるため。 

【提言】 

◆ 調達における市の考え方を広く市民・事業者に周知できるような広報・

啓発活動を期待する。 

 

 施策（３）起業・再就職への支援（事業№44～45） 

評価 評価の理由と提言 

Ｂ 【理由】昨年度と同程度の実績という点では評価Ｂが妥当と思われるため。 

【提言】 

◆ 女性起業家を対象とした融資制度などの周知を図っていただきたい。 

◆ 様々な業種において女性企業家が増えていくことは，ひいては市の活性

化にもつながると思われます。女性起業家が増えにくい要因をさぐり，そ

れに対処するための方策を検討していただきたい。 

  

施策（４）働き方における格差の是正（事業№46～47） 

評価 評価の理由と提言 

Ｃ 【理由】実績がない課もあり，またセミナーも市として独自のものではなく，

働き方の格差是正を目的としたアクションとはとらえにくいため。 

【提言】 

◆ 市民・事業者に対して，男女雇用機会均等法，育児介護休業法，パート
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タイム労働法，労働者派遣法等の内容の周知を行っていただきたい。 

 

 

課題５ 男女共同参画を支える環境の充実 

 

 施策（１）「ワークライフバランス（仕事と生活との調和）」の推進(事業№48～49) 

評価 評価の理由と提言 

Ａ 【理由】ワークライフバランスの必要性についての認識が高まってきたと感

じられるため。 

【提言】 

◆ 評価が全体的に見て低いように思える。この種のものは担当課の意欲喚

起という性格もあるので，実績もしくは内容に改善点が見られれば，積極

的にＡにしてよいと思われる。 

◆ 連携に必要な所管課を掲げるだけで具体的な連携が見られないので，将

来的に相互の連携に努めるべきである。 

◆ イベントチラシやパンフレットの配架については，利用者目線でわかり

やすい・手に取りやすいような並べ方へと工夫をしていただきたい（事業

№48 経済課）。 

 

 施策（２）子育てへの支援（事業№50～54） 

評価 評価の理由と提言 

Ｂ 【理由】個々の施策にはＡのものもある反面，明らかに前年度を下回ってい

るものもあるが，保育所定員が大幅に増えていることを大きく評価した。総

合的には昨年度と同程度の実績という点で評価Ｂが妥当と思われる。  

【提言】 

◆ 記述部分を見ると数値化可能なものがあると思われるので，数値化でき

る部分の記述を望む（事業№51 子育て支援課）。 

◆ 「親子ひろば」については，参加者等の多尐の増減はあり得るが，施策

の方向性としては毎年一定である。したがって，参加者等の細かな数字の

増減は，事業の評価の参考程度とすべきであるといえる（事業№52 子育

て支援課）。 

 

施策（３）介護への支援（事業№55～57） 

評価 評価の理由と提言 

Ｂ 【理由】総合的には昨年度と同程度の実績という点で評価Ｂが妥当と思われ

るが，昨年度同様，業務において男女平等的視点を反映させているという記

述が乏しい。 

【提言】 

◆ 高齢者関係は自己点検票の記述が通常の所管業務の報告になっている。
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事業に真摯に取り組んでいるのは感じられるが，高齢者にも男女別のニー

ズがあると思われる。その点を加味して事業を行っていただきたい。 

◆ 家事経験やケア経験の尐ない男性に向けての講座の実施，対応の必要性

について，問題意識をもって取り組んでいただきたい。 

 

 施策（４）生活の安定と自立の促進（事業№58～61） 

評価 評価の理由と提言 

Ｂ 【理由】昨年度と同程度の実績という点では評価Ｂが妥当と思われるため。 

【提言】 

◆ 効果があったというが，具体的にどのような効果かが読み取れないの

で，例えば母子福祉資金貸付によって進学が可能になったとか，自立支援

給付金によって就職が可能となった等の人数や成果を明示していただき

たい（事業№60 生活福祉課）。 

 

 施策（５）高齢者の虐待防止（事業№62） 

評価 評価の理由と提言 

Ｂ 【理由】昨年度と同程度の実績という点では評価Ｂが妥当と思われるため。

【提言】 

◆ 高齢者虐待は，息子から母親への暴力が圧倒的に多いことが示すよう

に，ジェンダー的視点と関係が深い分野と思える。担当部署はこのような

視点で日々の業務を見直していただきたい。 

◆ 男性は人をケアすることに慣れておらず，また弱音を吐きづらいという

傾向があると思われる。予防策も含めて，男女平等の視点からの対策を練

ることが効果的であると考える。 

 

 

課題６ 政策・方針等の意思決定への男女共同参画 

 

 施策（１）庁内における男女共同参画（事業№63～65） 

評価 評価の理由と提言 

Ｂ 【理由】前年度と比較して，施策の方向性に改善は見られず，昨年度と同程

度の実績という点で評価Ｂが妥当と思われるため。 

【提言】 

◆ №63 について。審議会の設置目的の一つには，多様化する市民の意見

を市政に十分に反映できるようにすることがあると考えられる。性別によ

っても視点は異なるため，審議会の委員には男女双方の参加が効果的であ

ろう。いわゆる「あて職」については，既存の規定いかんにかかわらず，

本当にその職に就いている方でなければならないのか，各所管課には規定

の改正を視野に入れて改めて検討をしていただきたい。 
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◆ №64 について。女性職員の配置の偏り解消については，ここ数年解消

の方向性がみられたが，今年度は機構改革が行われており結果として若干

後退していることが懸念されます。偏りの解消について点検をして前進し

ていっていただきたい。また，課ごとの性別偏在の解消なども指標となり

うると思われる。 

◆ №65 について。10％の目標値は努力で実現できるものであると考えら

れる。目標の実現に向けて具体的な取組みをなされたい（例えば管理職の

魅力をアピールするチラシを作成するなど）。所管課に取組みに向けての

具体的な姿勢を示していただくことを望む。 

 

 施策（２）地域における男女共同参画（事業№66～68） 

評価 評価の理由と提言 

Ａ 【理由】予算や実施事業が充実し，非常に意欲が感じられる。 

【提言】 

◆ 活動実績は上がっており，自己評価も積極的にＡにしてよいと思われ

る。 

◆ 本分野は今後の男女共同参画の重要な施策目標となると思われるので，

今後とも一層の努力をお願いしたい。 

 

 施策（３）新たに取り組みを必要とする分野への男女共同参画（事業№69～70） 

評価 評価の理由と提言 

Ａ 【理由】都市計画審議会と防災会議委員への女性参加は数値的には下がって

いるが，必要性についての認識は増しており，次回の改選時に改善されるこ

とが期待できるため。 

【提言】 

◆ 都市計画や防災などにおいて，委員の数だけでなく日常活動への女性参

加の促進も考えるべき。 

◆ どこから女性農業者をエンパワーメントできるか再考していただきた

い。女性農業者が元気な地域は，農業が活性化し，元気な地域となれると

考える。 
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Ⅲ 施策別推進状況評価  

◆計画の体系

施策＇１（　家庭や地域における男女平等の意識づくり

〈協議会による施策別評価理由・今後の見通し〉
講座開催にあたっては，関係課との連携を図ることで，その内容もより深い
ものとなっており評価できる。
男性保育士の増加は，低年齢児から男女平等の意識を育てるだけでなく，
保護者が男性保育士の存在と保育をする姿を見て，子育ては男女隔てない
ものという意識や子育てをすることの喜びを感じる機会となり成果と言える。
引き続き園行事等で男性保育士が保護者に対し，子育てにおける男女共
同参画について啓発を行っていくことが重要である。
国際的に見た日本の女性の現状や政府の政策と国際的な潮流との関係に
ついてなどの情報提供を積極的に行う必要がある。
�

 ◆施策の推進状況評価
推進委員会＇外部（評価 〈推進委員会による施策別評価理由と提言〉

Ａ 【理由】講座開催に関係課との連携に目的意識があり，回数，参加数も大幅に増え
ている。男女平等推進を意識した図書購入・選択，広報づくりは評価できる。男性保
育士数の増は成果といえる。
国際的理解についての実績には疑問がある。しかし，現場に踏み込んだ意識づくり
が出来ており，実効性が高く，継続することが重要である。一生懸命活動されている
国際協会への補助は適切である。
【提言】
◆家庭や地域における男女平等の意識づくりを進めるには，そこにかかわる職員自
身が男女平等に関する意識を持つことが大切である。この意識づくりの取組みを継
続していただきたい。

協議会＇総合（評価

Ａ

＇№３（国際
的理解を深
める学習機
会の提供

男女平等
人権課
(現：文化と
人権課（

公民館

文化のま
ちづくり課
(現：協働コ
ミュニティ

男女平等社会実現の取組みは，国際社
会における取組みと密接な関係がありま
す。国際的な潮流や各国の生活様式の
違いなどについて理解し，学習する場を
提供します。

[男女]ハーグ条約の締結に向けての情報
提供を，男女平等推進センター内の掲示板
で行った。
[公民]地域に住む外国人の日本語学習支
援，および市民との交流を目的とした日本
語講座を全32回実施した。
[文まち]以下の事業について、国分寺市国
際協会へ補助金を支出した。
●国際理解講座「世界を知ろうシリーズ」
＇年４回実施（及び●日本語地域連携連絡
会懇談会　「各国の子育て事情」＇１回（

Ｂ

[男女]国際的に
見た日本の女性
の現状や政府の
政策と国際的な
潮流との関係に
ついてなどもっと
積極的に提供し
ていってもらいた
い。

＇№２（男女
平等に関す
る情報の収
集と提供

男女平等
人権課
(現：文化と
人権課（

図書館

総合情報
課＇現：市
政戦略室（

男女平等の推進に関する情報を収集し、
市民へ効果的に情報提供していきます。
◇男女平等推進センター情報誌の発行
◇男女平等推進センターホームページの
作成
◇男女平等推進センター図書資料室事
業の充実　◇図書館でのコーナー設置

[男女]本多公民館主催の子育てを考える
学習会に年間を通じて職員が出席し，男女
平等に関する情報提供と意見交換を行った
＇6回（。情報誌＇年１回発行（においては市
内でのインタビュー記事を増やした。図書
資料室の配架を市民が取りやすいよう並び
変えた。
[図書]男女平等・人権・家庭のあり方などを
主題にした図書を，継続的に購入し，提供
した。
市役所等が発行する男女平等・人権問題
などの施策資料や啓発パンフレットなども
収集し提供し，またホームページで男女平
等推進センター図書資料室の所蔵情報
ページを設置した。。
[情報]市報発行やホームページの作成・維
持管理等では，男女平等人権課と連携し
て，男女平等の視点に立ち，人権及び男女
平等を尊重した広報活動を行なった。広報

Ｂ

[男女]担当職員
が直接本多公民
館で情報提供と
意見交換を行うと
いう一方向では
なく双方向の新
たな取組がなさ
れている。

(№１（男女
平等に関す
る学習機会
の提供

男女平等
人権課
(現：文化と
人権課（

公民館

保育課

男女平等推進センターや公民館で、女性
のエンパワーメントや性別役割分担意識
の解消などをテーマに講座等を開催しま
す。男女平等への理解を広げる企画を充
実し、若年層とともに進める事業に取り組
みます。幅広い世代が参加できるよう，
テーマや開催日時の工夫をします。◇男
女平等推進条例、男女平等推進行動計
画の周知◇多様な団体との連携による広
報　◇公民館保育室事業の実施◇男女
平等の保育、幼児教育の促進◇若年層
とともに進める事業の実施　◇市民の作
品募集による意識の普及

[男女]各種講座を実施する際には連携可
能な部署に対し働きかけを行った結果，各
課の事業と男女平等施策とを関連付けるこ
とができ，同時に担当職員への情報提供も
同時に行うことができた。幼児期における
男女平等教育の推進を図るため講座は，タ
イトルも工夫することで男女平等に直接関
心のない方の集客を図り，参加者が定員を
上回る講座もあった。
[公民]保育室事業では，子育てや家事の男
女のかかわりなどから性別役割について話
し合うなど，改めて女性や男性の生き方を
見直す学習を行った。
[保育]も男児・女児分け隔てない保育を行
い，また小さななうちから性差を意識しない
教育環境を設けることで，男女共同参画意
識を持てるようにした。園行事等で保護者
に男性保育士の存在と保育をする姿を見
せることで，子育ては男女隔てないものとい
う意識と，子育てをすることの喜びを感じて
もらう機会とした。

Å

[男女]講座の内
容が深いものと
なり，意識が変
わったとの回答
が平均して95%以
上あり啓発がうま
くいっている。
[保育]男性保育
士の数・割合とも
に増加しており，
性差を意識しな
い保育をしている
姿や男女ともに
保育士として働
いている姿を保
護者に見せるこ
とが子育ては男
女隔てない者と
いう意識の学習
の機会やアピー
ルにつながって
いる。

基本目標 １．男女の人権を尊重するまち

課　題 １．男女平等意識の醸成

【事業評価の視点】
①計画に沿った事業を行ったか　②事業実施の際に男女平等推進の視点を盛り込んで行ったか又は実施した事業内容は男女平等・
共同参画の観点からみて適切・効果的であったか　③事業実施により，男女平等推進の視点からみて成果を挙げることができたと考
えられるか
【男女平等推進の視点】(国分寺市男女平等推進条例第３条第１項より（
＇事業No.1・2（性別にかかわりなくだれもが，個人として尊重され，性別に起因する差別及び暴力がなく，ジェンダーによる固定的な役
割分担意識及びその役割分担意識に基づく社会的な制度又は慣行により，個人の社会における活動の自由な選択が妨げられること
なく，多様な生き方が選択できること
＇事業No3（国際社会における取組と密接な関係があることを認識して取組を推進すること

事業名 担当課 計画記載の主な事業内容 所管課報告の25年度主な事業実績 専門委員会評価

【評価の基準】
Ａ＝前年度よりも実績が上がった

Ｂ＝前年度と同様の実績があった
Ｃ＝前年度より実績が下がった又は
前年度よりも達成状況が下がった

Ｄ＝実績がなかった
達成＝計画所定の事業内容を達成
した

休止・廃止＝計画所定の事業内容

が休止・廃止になった

職員で組織する男女平等推進専門委員会

での評価と評価理由です。必要に応じて評

価理由をつけています。評価は，事業別評

価です。

男女平等推進委員会の評価理由と提言で

す。

市長から諮問を受けた有識者・市民等で組

織する男女平等推進委員会の評価です。

評価は施策別評価です。

協議会の評価理由と今後の見通しです。

施策別推進状況評価表の見方 所管課で事業評価をする際の評価視点及

び男女平等推進の視点です。

男女平等推進専門委員会と男女平等推進

委員会の評価を基に，市の男女平等問題を

総合的に推進するために設置された男女平

等推進協議会＇副市長を会長とし6人の部

長で組織（で行った評価です。

評価は施策別評価です。

行動計画記載の事業内容です。

所管課から提出を受けた自己点検票記載

の，事業実績の抜粋です。所管課名は下記

の略称で表しています。

すべての評価の評価基

準です。前年度比進ちょ

く度評価となっています。

部 課（室） 略称 部 課（室） 略称

生活福祉課 [生福]
障害者相談室 [障害者]

政策経営課 [経営] 健康推進課 [健推]
高齢者相談室 [高齢者]

介護保険課 [介護]

職員課 [職員] 保育課 [保育]

子育て支援課 [子支援]

子育て相談室 [子相談]
市民課 [市民]
経済課 [経済]
協働コミュニティ課 [協コミ] 教育部 学校指導課 [学校]

公民館課 [公民]

図書館課 [図書]

[情報]

[総務]

子ども
福祉部

総合情報課
（現：市政戦略室）

総務課
（現：契約管財課）

くらしの安全課
（現：防災安全課）

[くらし]

文化のまちづくり課
（現：協働コミュニティ課）

[文まち]

政策部

総務部

市民
生活部

福祉
保健部

[男女]
男女平等人権課
（現：文化と人権課）

都市計画課
(現：都市企画課）

都市
建設部

[都市]
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課題１ 男女平等意識の醸成 

◆計画の体系

施策＇１（　家庭や地域における男女平等の意識づくり

(№１（男女平
等に関する
学習機会の
提供

男女平等人

権課(現：文
化と人権
課（

公民館課

保育課

男女平等推進センターや公民館で、女性の

エンパワーメントや性別役割分担意識の解
消などをテーマに講座等を開催します。男女

平等への理解を広げる企画を充実し、若年
層とともに進める事業に取り組みます。幅広

い世代が参加できるよう，テーマや開催日時
の工夫をします。◇男女平等推進条例、男女

平等推進行動計画の周知◇多様な団体との
連携による広報　◇公民館保育室事業の実

施◇男女平等の保育、幼児教育の促進◇若
年層とともに進める事業の実施　◇市民の作
品募集による意識の普及

[男女]各種講座を実施する際には連携可能な

部署に対し働きかけを行った結果，各課の事業
と男女平等施策とを関連付けることができ，同

時に担当職員への情報提供も行うことができ
た。幼児期における男女平等教育の推進を図

るため講座は，タイトルも工夫することで男女
平等に直接関心のない方の集客を図り，参加

者が定員を上回る講座もあった。
[公民]保育室事業では，子育てや家事の男女

のかかわりなどから性別役割について話し合う
など，改めて女性や男性の生き方を見直す学
習を行った。

[保育]男児・女児分け隔てない保育を行い，ま
た幼児期から性差を意識しない教育環境を設

けることで，男女共同参画意識を持てるようにし
た。園行事等で保護者に男性保育士の存在と

保育をする姿を見せることで，子育ては男女隔
てないものという意識と，子育てをすることの喜

びを感じてもらう機会とした。

[男女]担当職員が
直接本多公民館で

情報提供と意見交
換を行うという一方

向ではなく双方向
の新たな取組がな

されている。

[男女]本多公民館主催の子育てを考える学習

会に年間を通じて職員が出席し，男女平等に関
する情報提供と意見交換を行った＇6回（。情報

誌＇年１回発行（においては市内でのインタ
ビュー記事を増やした。図書資料室の配架を市

民が取りやすいよう並び変えた。
[図書]男女平等・人権・家庭のあり方などを主

題にした図書を，継続的に購入し，提供した。
市等が発行する男女平等・人権問題などの施

策資料や啓発パンフレットなども収集・提供し，
またホームページで男女平等推進センター図

書資料室の所蔵情報ページを設置した。。
[情報]市報発行やホームページの作成・維持
管理等では，男女平等人権課と連携して，男女

平等の視点に立ち，人権及び男女平等を尊重
した広報活動を行なった。広報連絡会議により

全庁的に男女平等の視点に立った記事作成を
促した。

Ａ
[男女]講座の内容
が深いものとなり，

意識が変わったと
の回答が平均して

95%以上あり啓発
がうまくいってい

る。
[保育]男性保育士

の数・割合ともに
増加しており，性

差を意識しない保
育をしている姿や
男女ともに保育士

として働いている
姿を保護者に見せ

ることが子育ては
男女隔てない者と

いう意識の学習の
機会やアピールに

つながっている。

Ｂ男女平等の推進に関する情報を収集し、市

民へ効果的に情報提供していきます。
◇男女平等推進センター情報誌の発行　◇

男女平等推進センターホームページの作成
◇男女平等推進センター図書資料室事業の

充実　◇図書館でのコーナー設置

＇№２（男女
平等に関す
る情報の収
集と提供

男女平等人

権課(現：文
化と人権
課（

図書館課

総合情報課

＇現：市政戦
略室（

基本目標 １．男女の人権を尊重するまち

課　題 １．男女平等意識の醸成

専門委員会評価事業名 担当課 計画記載の主な事業内容 所管課報告の25年度主な事業実績

【事業評価の視点】

①計画に沿った事業を行ったか　②事業実施の際に男女平等推進の視点を盛り込んで行ったか又は実施した事業内容は男女平等・共同参画
の観点からみて適切・効果的であったか　③事業実施により，男女平等推進の視点からみて成果を挙げることができたと考えられるか
【男女平等推進の視点】(国分寺市男女平等推進条例第３条第１項より（

＇事業No.1・2（性別にかかわりなくだれもが，個人として尊重され，性別に起因する差別及び暴力がなく，ジェンダーによる固定的な役割分担意識
及びその役割分担意識に基づく社会的な制度又は慣行により，個人の社会における活動の自由な選択が妨げられることなく，多様な生き方が選

択できること
＇事業No3（国際社会における取組と密接な関係があることを認識して取組を推進すること
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〈協議会による施策別評価理由・今後の見通し〉

講座開催にあたっては，関係課との連携を図ることで，その内容もより深いものと
なっており評価できる。
男性保育士の増加は，低年齢児から男女平等の意識を育てるだけでなく，保護
者が男性保育士の存在と保育をする姿を見て，子育ては男女隔てないものという
意識や子育てをすることの喜びを感じる機会となり成果と言える。
引き続き園行事等で男性保育士が保護者に対し，子育てにおける男女共同参画
について啓発を行っていくことが重要である。
国際的に見た日本の女性の現状や政府の政策と国際的な潮流との関係につい
てなどの情報提供を積極的に行う必要がある。

Ａ

Ａ

[男女]国際的に見
た日本の女性の現
状や政府の政策と
国際的な潮流との
関係についてなど
もっと積極的に提
供していってもらい
たい。

〈推進委員会による施策別評価理由と提言〉
【理由】講座開催に関係課との連携に目的意識があり，回数，参加数も大幅に増えている。男
女平等推進を意識した図書購入・選択，広報づくりは評価できる。男性保育士数の増は成果
といえる。
国際的理解についての実績には疑問がある。しかし，現場に踏み込んだ意識づくりが出来て
おり，実効性が高く，継続することが重要である。一生懸命活動されている国際協会への補助
は適切である。
【提言】
◆家庭や地域における男女平等の意識づくりを進めるには，そこにかかわる職員自身が男女
平等に関する意識を持つことが大切である。この意識づくりの取組みを継続していただきた
い。

協議会＇総合（評価

推進委員会＇外部（評価

Ｂ[男女]ハーグ条約の締結に向けての情報提供
を，男女平等推進センター内の掲示板で行っ
た。
[公民]地域に住む外国人の日本語学習支援，
および市民との交流を目的とした日本語講座を
全32回実施した。
[文まち]以下の事業について，国分寺市国際協
会へ補助金を支出した。
○国際理解講座「世界を知ろうシリーズ」＇年４
回実施（及び○日本語地域連携連絡会懇談会
「各国の子育て事情」＇１回（

 ◆施策の推進状況評価

＇№３（国際的
理解を深める

学習機会の
提供

男女平等人
権課(現：文
化と人権
課（

公民館課

文化のまち
づくり課(現：
協働コミュ
ニティ課（

男女平等社会実現の取組みは，国際社会に
おける取組みと密接な関係があります。国際
的な潮流や各国の生活様式の違いなどにつ
いて理解し，学習する場を提供します。

【評価の基準】
Ａ＝前年度よりも実績が上がった

Ｂ＝前年度と同様の実績があった
Ｃ＝前年度より実績が下がった又は
前年度よりも達成状況が下がった

Ｄ＝実績がなかった
達成＝計画所定の事業内容を達成し
た

休止・廃止＝計画所定の事業内容が

休止・廃止になった
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◆計画の体系

施策 ＇２（　学校における男女平等教育の充実

〈協議会による施策別評価理由・今後の見通し〉

＇№6（教職
員への男女
平等教育研
修の実施

事業名

学校指導課

Ｂ

人権課題についての指導方法の改善・充実を
図るために，授業研究やリーフレットの作成を

年４回行った。市独自のいじめに関する実態調
査を年３回実施し，性差にかかわらず相手を大
切にすることの重要性について，啓発を行っ

た。各中学校は毎年度全国中学生人権作文コ
ンテストに参加している。

＇№4（男女
平等の視点
をふまえた教
育活動の推
進

総じて昨年度並みの実施状況と評価される。
「国分寺市男女平等推進条例の子ども用あらまし」の小学校への配布のあり方に
ついて検討をされたい。
研修の実施に際しては，服務事故防止という観点からだけでなく，男女平等の意
識という観点からの研修の実施を望む。

Ｂ
協議会＇総合（評価

各学校においては男女が互いの違いを認めつ
つ，個人として尊重される男女両性の本質的平

等の理念を児童・生徒に理解させるために，学
習指導要領に基づき，男女平等教育の適正な

実施に努めた。校内において，セクシュアル・ハ
ラスメント担当を配置して，相談出来る体制を
作っている。教員に対しては，セクシュアル・ハ

ラスメントやその他の非違行為を防止するた
め，服務事故防止研修を年２回実施した。
毎月の校長や副校長への連絡時に，服務事故

事例を使いながら事故防止のための啓発を
図った。

＇№5（性別に
とらわれない
職業意識の
醸成，進路
指導

男女平等教育研修を充実し，教職員に対す
る男女平等意識の徹底を図ります。

 ◆施策の推進状況評価

児童・生徒の望ましい勤労観・職業観を育むた

めに，中学校全校で１，２年生を対象に職場体
験活動を３日間実施した。さらに，「生き方」指
導を基本としたキャリア教育・進路指導推進委

員会を２回開催した。

Ｂ

推進委員会＇外部（評価 〈推進委員会による施策別評価理由と提言〉

職場体験や進路指導などにおいて，性別に

よる固定的な役割分担意識にとらわれず主
体的に進路を選択する能力・態度を育みま
す。

学校指導課

Ｂ
【理由】勤労観，職業観を通した深みのある男女平等教育が行われているが，総合的には昨
年度と同程度の実績という点で評価Ｂが妥当と思われるため。
【提言】
◆男女平等の視点を意識することで，課題発見，よりよい課題解決につながることがあるので
はないかと考える。文化と人権課と連携して，課題発見・解決のための取組みを検討していた
だきたい。
◆文化と人権課には，国分寺市男女平等推進条例の子ども用あらましを，小学校５年生に毎
年配布することを検討していただきたい。配布の際には，校長会や学校に対して条例の存在
について説明して回るなど，啓発の実効性を高めるような配布のあり方を合わせて検討された
い。
◆研修会の成果が効果的であるかどうか読み取れない。学校指導課においては，服務事故
の防止という観点ではなく，男女平等・人権にかかわる観点での研修が望まれる。
◆学校指導課は教員自身が男女平等の認識をしっかり持つための施策を行っていただきた
い。

基本目標 １．男女の人権を尊重するまち

課　題 １．男女平等意識の醸成

Ｂ

専門委員会評価所管課報告の25年度主な事業実績計画記載の主な事業内容担当課

学校指導課

各教科・道徳・特別活動等教育活動全体を通
じ，児童・生徒の発達段階に応じた人権尊

重，男女平等意識を育む教育を推進します。

【事業評価の視点】

①計画に沿った事業を行ったか　②事業実施の際に男女平等推進の視点を盛り込んで行ったか又は実施した事業内容は男女平等・共同参画
の観点からみて適切・効果的であったか　③事業実施により，男女平等推進の視点からみて成果を挙げることができたと考えられるか

【男女平等推進の視点】(国分寺市男女平等推進条例第３条第１項より（
＇事業No4・5（性別にかかわりなくだれもが，個人として尊重され，性別に起因する差別及び暴力がなく，ジェンダーによる固定的な役割分担意識
及びその役割分担意識に基づく社会的な制度又は慣行により，個人の社会における活動の自由な選択が妨げられることなく，多様な生き方が選

択できること
＇事業No6（性別の観点から，社会における制度又は慣行をできる限り中立なものにすること

【評価の基準】
Ａ＝前年度よりも実績が上がった

Ｂ＝前年度と同様の実績があった
Ｃ＝前年度より実績が下がった又は
前年度よりも達成状況が下がった

Ｄ＝実績がなかった
達成＝計画所定の事業内容を達成し
た

休止・廃止＝計画所定の事業内容が

休止・廃止になった
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◆計画の体系

施策＇３（庁内における男女平等意識の徹底

〈協議会による施策別評価理由・今後の見通し〉

総じて昨年度並みの実施状況と評価される。
意識調査の実施は成果として評価できるが，今後分析がなされ，職員研修等を
中心として政策に反映されることを望む。

推進委員会＇外部（評価 〈推進委員会による施策別評価理由と提言〉

Ｂ
【理由】正規職員のみならず嘱託，再任用職員を含めて，意識調査の実施は成果であり，分析・今後
の施策に期待する。しかし，総合的には昨年度と同程度の実績という点で評価Ｂが妥当と思われるた
め。

【提言】
◆事業№７文化と人権課のイクメン男性職員紹介は，意識啓発に効果的と思わるため，継続して行っ

ていただきたい。
◆事業№７の保育課については，保育現場の状況からすると多くの職員を研修に参加させることは難
しいことが推測される。だからこそ研修成果の共有・伝達方法をどう工夫しているか，見えるような自

己点検票の記述をしていただきたい。
◆職員意識調査概要を知りたい。結果集約・分析に基づく職員課の施策に活かしていただきたい。

Ｂ
協議会＇総合（評価

◆施策の推進状況評価

＇№7（職員
への男女平
等研修の実
施

職員課

男女平等人

権課(現：文
化と人権
課（

保育課

子育て支援

課

職員への男女平等意識の徹底を図るため，
職員研修を実施します。全職員対象の研修

のほか，対象や階層をしぼった研修を行いま
す。

＇№8（男女
平等に関す
る職員意識
調査の実施

職員課

男女平等人
権課(現：文

化と人権
課（

男女平等に関する職員意識調査を行い，研
修等を効果的に進めるための資料とします。

基本目標 １．男女の人権を尊重するまち

課題 １．男女平等意識の醸成

計画記載の主な事業内容 専門委員会評価

【事業評価の視点】
①計画に沿った事業を行ったか　②事業実施の際に男女平等推進の視点を盛り込んで行ったか又は実施した事業内容は男女平等・共同参画

の観点からみて適切・効果的であったか　③事業実施により，男女平等推進の視点からみて成果を挙げることができたと考えられるか
【男女平等推進の視点】(国分寺市男女平等推進条例第３条第１項より（

＇事業No7・8（性別の観点から，社会における制度又は慣行をできる限り中立なものにすること

Ｂ

[職員]男女平等に関する職員意識調査の，調
査内容を男女平等人権課＇文化と人権課（と協

力して検討した。
[男女]３月に，職員＇正規職員，嘱託職員，再任
用職員（に対する男女平等に関する意識調査

を実施した。

事業名 担当課 所管課報告の25年度主な事業実績

[職員]男女平等研修として，引き続き庁内研修
「ワーク・ライフ・バランス研修」を全職層を対象

に実施した。「セクシュアル・ハラスメント，パ
ワーハラスメント防止研修」は，新任研修及び
重点課題研修として実施した。東京都市町村職

員研修所研修「男女共同参画社会形成研修」
に職員を派遣した。

[男女]新人研修において，最新の具体的な
データをもとにセクシュアル・ハラスメント防止
についての講座を実施した。

[保育]ハラスメントやワーク・ライフ・バランスの
庁内研修に職員を派遣し，男女平等の意識に

ついて認識を高めた。
[子支援]児童館・学童保育施設として，子ども

たちの男女平等の意識形成などに配慮するよ
う職員会議等での事例研究や情報交換を行っ
た。

Ｂ
調査を行ったこと

は評価できるが，
調査結果の分析
結果が，研修等へ

反映されることを
期待する。

【評価の基準】
Ａ＝前年度よりも実績が上がった

Ｂ＝前年度と同様の実績があった
Ｃ＝前年度より実績が下がった又は
前年度よりも達成状況が下がった

Ｄ＝実績がなかった
達成＝計画所定の事業内容を達成し
た

休止・廃止＝計画所定の事業内容が

休止・廃止になった
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◆計画の体系

施策＇４（男女平等に関する実態把握

〈協議会による施策別評価理由・今後の見通し〉

総じて昨年度並みの実施状況と評価される。
前回実施した意識・実態調査を有効に活用している点，新たにデータを整理した
点については評価できる。
平成27年度の実施予定の市民意識調査が実りあるものになるよう調査内容の
検討を進められたい。

推進委員会＇外部（評価 〈推進委員会による施策別評価理由と提言〉

Ｂ
【理由】前回行った意識・実態調査を有効に活用しているが，総合的には昨年度と同程度の実
績という点で評価Ｂが妥当と思われるため。
【提言】
◆市民意識調査を，より多くの学習会・研修会で活かすよう，担当課としての意識性・計画性
が求められる。平成27年度実施予定の市民意識調査の課題を今のうちに明らかにしておくべ
き。
◆市民意識調査を実施する際には，質問するときの回答項目を年齢層によって分類するな
ど，回答者が回答しやすく，実態を適切に把握できるような工夫をし，実りある調査としていた
だきたい。
◆他市との比較できるデータは前年度の推進委員会においても理解を深めるのに役立った。
受け止め実践する職員にとっても効果的と思われる。今後とも他市と比較できるデータの整理
をしていただきたい。

Ｂ
協議会＇総合（評価

◆施策の推進状況評価

＇№9（男女
平等に関す
る市民意識・
実態調査

男女平等人
権課(現：文

化と人権
課（

無作為抽出による調査を行い，市民の意識
や実態を把握します。

＇№10（資
料・データ等
の整備

男女平等人

権課(現：文
化と人権

課（

市の各部署が保有する様々なデータ等を男
女平等推進の視点から整理し，施策に反映

していきます。
◇男女別データの整備

基本目標 １．男女の人権を尊重するまち

課題 １．男女平等意識の醸成

計画記載の主な事業内容 専門委員会評価

【事業評価の視点】
①計画に沿った事業を行ったか　②事業実施の際に男女平等推進の視点を盛り込んで行ったか又は実施した事業内容は男女平等・共同参画

の観点からみて適切・効果的であったか　③事業実施により，男女平等推進の視点からみて成果を挙げることができたと考えられるか
【男女平等推進の視点】(国分寺市男女平等推進条例第３条第１項より（

＇事業No9・10（性別の観点から，社会における制度又は慣行をできる限り中立なものにすること

Ｂ
市民意識調査は

必ずしも毎年実施
するべき性質の調
査ではないが，直

近の調査結果を活
かして講座が実施

されている。

引き続き，男女平等推進状況評価報告書を９
月に発行し，行動計画の推進状況と市が行っ

ている男女平等推進関連事業についての情報
提供を行った。図書資料室の蔵書点検をし，資

料・データ等が市民に対して分かりやすくなるよ
うに配架した。平成22年度に実施した国分寺市

民意識・実態調査の概要を，公民館の学習会
で市民にわかりやすく提供した。
市の審議会での女性登用状況を調査して庁内

掲示板で公表した。

事業名 担当課 所管課報告の25年度主な事業実績

平成22年度に実施した市民意識調査の情報
を，公民館における学習会で提供した。
主催講座を実施する際に，市民意識調査の

データを参考にした。

Ａ
データの整備や男
女平等推進行動
計画評価報告書

の改良が新たに事
業の実施につな

がっている。

【評価の基準】
Ａ＝前年度よりも実績が上がった

Ｂ＝前年度と同様の実績があった
Ｃ＝前年度より実績が下がった又は
前年度よりも達成状況が下がった

Ｄ＝実績がなかった
達成＝計画所定の事業内容を達成し
た

休止・廃止＝計画所定の事業内容が

休止・廃止になった
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◆計画の体系

施策＇５（男女の人権に配慮した表現の推進

[男女]ガイドライン

は作成されていな

いが，方向性を検

討した点が評価で

きる。

ガイドラインが作成

されていない以上

評価できない。

Ｃ[情報]広報連絡会議において，記事作成時の

諸注意事項として，文章・イラスト等について，

男女平等の観点から市報等の記事を作成する

ように周知を図った。年24回発行の市報記事に

おいて，男女平等の観点が欠けている原稿に

ついては，記事入稿前に総合情報課と担当課

とで協議し修正した。

[男女]ガイドラインの方向性と策定スケジュー

ルについて検討した。

検討結果は以下の通り：

○構成は，現在作成中のものをたたき台とし，

記載の内容を検討・再考，イラストの変更が必

要。

○市内部組織として男女平等推進専門委員会

で検討し，付属機関として男女平等推進委員会

での検討を経て，男女平等推進協議会にかけ

たのち，庁議に付議する。

○ガイドラインの名称，対象範囲を，社会情勢

の変化や機構改革の結果を加味し再考するこ

とも視野に入れる。

[公民]公民館だより「けやきの樹」や事業のポス

ター・チラシなどの作成にあたっては，人権を尊

重した表現を行った。

人権に配慮した情報発信が行われるよう，

「男女平等の視点による表現のガイドライン」

について市民に広報します。

評価不能

「男女平等の視点による表現のガイドライン」

をつくり，その活用を通じて市が情報を発信

する際には，ジェンダー(社会的性別)にとら

われず，人権を尊重した表現を徹底します。

[男女]ガイドラインの策定について方向性の検

討を行ったが，策定までは至らなかったので広

報もしていない。

[総情]ガイドラインの策定にはいたらなかった

が，広報連絡会議を通じ，男女平等の視点を配

慮するよう周知した。

＇№12（男女
平等の視点
での市刊行
物等の見直
し

＇№13（「男
女平等の視
点による表
現のガイドラ
イン」の普及

男女平等人

権課(現：文

化と人権

課（

総合情報課

＇現：市政戦

略室（

総合情報課

＇現：市政戦

略室（

男女平等人

権課(現：文

化と人権

課（

公民館課

計画記載の主な事業内容

[男女]性被害の防止とからめてインターネット

上の人権侵害にふれる講座を実施した。

[公民]５館での取組み方に違いはあるが，連続

講座の中の1回をメディア・リテラシーに関する

学習会を持ったり，メディア・リテラシーに関わ

ることが出されるたびに学ぶ機会とした。また，

メディア・リテラシーを学ぶ講演会も実施した。

[学校]情報教育・ICT教育活用委員会を年２

回，情報教育・ICT教育活用研修会を年１回開

催し,その中で教員や保護者を対象とする情報

モラルに関する研修会も行い，情報教育の推

進に努めた。携帯電話やインターネット犯罪か

ら身を守るための指導や情報モラルを高め指

導を行った。

[男女]メディア・リ

テラシーに特化し

てはいないが，イ

ンターネット上の人

権侵害に関わる講

座を実施した点が

評価できる。

事業名

基本目標 １．男女の人権を尊重するまち

課題 １．男女平等意識の醸成

専門委員会評価所管課報告の25年度主な事業実績

Ｂ

担当課

＇№11（メディ
ア・リテラシー
を育成する
学習機会の
充実

男女平等人

権課(現：文

化と人権

課（

公民館課

学校指導課

メディアに描かれる男女の性役割や暴力を

助長する表現などに敏感になり，一人ひとり

がメディアからの情報を能動的・批判的に読

み解く力・活用する力をつけるための学習を

推進・支援します。インターネット上の人権侵

害の防止のための情報提供を行います。

【事業評価の視点】

①計画に沿った事業を行ったか　②事業実施の際に男女平等推進の視点を盛り込んで行ったか又は実施した事業内容は男女平等・共同参画

の観点からみて適切・効果的であったか　③事業実施により，男女平等推進の視点からみて成果を挙げることができたと考えられるか

【男女平等推進の視点】(国分寺市男女平等推進条例第３条第１項より（

＇事業No11・12･13（性別の観点から，社会における制度又は慣行をできる限り中立なものにすること
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〈協議会による施策別評価理由・今後の見通し〉

総じて昨年度並みの実施状況と評価される。
国の男女共同参画基本計画の第２次と第３次では，国の行政機関の広報ガイド
ラインについての方向性が転換しているため，国の動向を注視しながら，ガイドラ
インを策定するか否かも含めて再検討をしていく必要がある。

Ｂ
【理由】公民館５館でそれぞれがメディア・リテラシーに関する講座開催や講演会など実施した
ことは評価できるが，実績がない課もあり，総合的には昨年度と同程度の実績という点で評価
Ｂが妥当と思われるため。
【提言】
◆ガイドラインの早期策定実行のために対象範囲を限定して試行してはどうか。
◆意識調査や推進委員会での検討を生かしたガイドライン作成，広報の仕方，作成に当たっ
て，日常的に市民と接する公民館自身の提言・提案が必要と思われる。Ｂ

協議会＇総合（評価

◆施策の推進状況評価

推進委員会＇外部（評価 〈推進委員会による施策別評価理由と提言〉

【評価の基準】
Ａ＝前年度よりも実績が上がった

Ｂ＝前年度と同様の実績があった
Ｃ＝前年度より実績が下がった又は
前年度よりも達成状況が下がった

Ｄ＝実績がなかった
達成＝計画所定の事業内容を達成し
た

休止・廃止＝計画所定の事業内容が

休止・廃止になった
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課題２ たがいの性の尊重と健康支援 

◆計画の体系

施策＇１（　たがいの性を理解し，尊重する意識の醸成

基本目標 １．男女の人権を尊重するまち

課　題 ２．たがいの性の尊重と健康支援

[男女]特に直接的な情報提供は行わなかっ

た。
[健推]基本的にHIV・性感染症は，都の事業で
あるため，センター内にポスターの掲示や相談

時・講座実施時における啓発資料＇リーフレット
等（の配布を実施した。相談時に対応＇質問に

回答（し，また，保健所で行っている無料のHIV
検査や性感染症を調べられるクリニックについ

ての紹介を行った。
[学校]小学校６年生の体育では，病気の予防
について取り上げる中でエイズの理解と感染者

に対する接し方を指導し，中学校３年生の保健
体育では，感染症は病原体が主な要因となっ

て発生すること，感染症の多くが発生源をなく
すことや感染経路を遮断すること，主体の対抗

力を高めることによって予防できることを指導し
た。こうした指導により，HIVや性感染症などに
関する児童・生徒の適正な理解を図っている。

事業名 担当課 所管課報告の25年度主な事業実績

[男女]児童や保護者の支援者が共通認識を持
ち，相談者に対応することができるような学習

機会を設けた。この学習会には養護教諭等
テーマに関心のある市内小中学校教職員や保

育士などの市職員が参加した。
[子支援]日常の児童館において，児童同士が
が自然な関わりをもてるよう配慮した。小学生

から中高生などの若年層が，同空間にて自然
な形で相手と調和がとれる場の設定として，館

内宿泊を実施した。児童館と学童保育所および
中学生障害児保育が実施されている施設にお

いては，日常的に幅広い学年の関わりが持て，
多様な性の理解と人権を尊重する意識醸成が
行われている。

[学校]小学校４年生の体育では，体の発育・発
達について理解できるようにしている。中学校１

年生では，思春期には，内分泌の働きによって
生殖にかかわる機能が成熟することや，成熟に

伴う変化に対応した適切な行動が必要となるこ
とを指導している。

計画記載の主な事業内容 専門委員会評価

【事業評価の視点】
①計画に沿った事業を行ったか②事業実施の際に男女平等推進の視点を盛り込んで行ったか又は実施した事業内容は男女平等・共同参画の

観点からみて適切・効果的であったか③事業実施により，男女平等推進の視点からみて成果を挙げることができたと考えられるか
【男女平等推進の視点】(国分寺市男女平等推進条例第３条第１項より（

＇事業No14・15（性別にかかわりなくだれもが，個人として尊重され，性別に起因する差別及び暴力がなく，ジェンダーによる固定的な役割分担意
識及びその役割分担意識に基づく社会的な制度又は慣行により，個人の社会における活動の自由な選択が妨げられることなく，多様な生き方が

選択できること

Ｂ
[男女]養護教諭
等の協力のもと，
学習会を実施し
ており，新しい取
り組みが行われ
ている。

Ｃ
[男女]市報やホー
ムページ，ツイッ
ターなど様々な手

段での情報提供が
必要。

＇№14（たが
いの性を理
解し，尊重す
るための学
習機会の提
供

男女平等人
権課(現：文
化と人権

課（

子育て支援
課

学校指導課

男女平等推進センターにおける講座等を通じ
て，「リプロダクティブ・ヘルス／ライツ(性と生

殖に関する健康／権利)」の普及を図ります。
若年層が学習できる場として，児童館と連携

した取組みを行います。学校教育の場におい
て，人権尊重の視点に立ち，性について正し
い理解を得るための授業を行います。

＇№15（ＨＩＶ
や性感染症
などに関する
情報提供

男女平等人

権課(現：文
化と人権

課（

健康推進課

学校指導課

HIVや性感染症について正しい知識の普及

のため積極的に情報提供を行います。
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〈協議会による施策別評価理由・今後の見通し〉

◆施策の推進状況評価

総じて昨年度並みの実施状況と評価される。
学習機会の提供のために児童館宿泊行事の実施，児童や保護者の支援者とな
る教職員，保育士などに対する学習会の実施は，評価できる。
学校においては児童・生徒のＨＩＶ・性感染症についての適正に理解がされるよう
年齢に応じた指導がなされている。
ＨＩＶ・性感染症の対策は，都所管の事業であるとしても，市報やホームページ，
ツイッター等の様々な手段により，市民に正しい情報を伝えていく必要がある。

推進委員会＇外部（評価 〈推進委員会による施策別評価理由と提言〉

Ｂ
【理由】学習機会の提供のために児童館宿泊行事の意義は大きい。また，学習会に教職員，
保育士などの参加を呼び掛けるなど工夫の跡も見られた。しかし，昨年度と同程度の実績とい
う点では評価Ｂが妥当と思われる。
【提言】
◆ＨＩＶ・性感染症の対策は，確かに都所管の事業であるかもしれない。しかし，インターネット
などで情報があふれかえる中で，正しい知識を持っていないがために困っている市民・子ども
がいることが考えられる。市としても，市報を通じて「○月はＨＩＶ・性感染症予防月間です。ＨＩ
Ｖ・性感染症について詳しく知りたい方はこちらに相談してください。」などとして，市民が正し
い知識に触れることができるきっかけを提供することが効果的ではないかと考える。

Ｂ
協議会＇総合（評価

【評価の基準】
Ａ＝前年度よりも実績が上がった

Ｂ＝前年度と同様の実績があった
Ｃ＝前年度より実績が下がった又は
前年度よりも達成状況が下がった

Ｄ＝実績がなかった
達成＝計画所定の事業内容を達成し
た

休止・廃止＝計画所定の事業内容が

休止・廃止になった
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◆計画の体系

施策＇２（性差や年代に応じた健康支援

〈協議会による施策別評価理由・今後の見通し〉

妊娠届出時に，産後のメンタルヘルスについて
の周知・相談の紹介。また，アンケートにて妊

娠に対する気持ちや協力者の有無，出産後の
就労等について確認。必要に応じて個別フォ
ロー・相談を実施。妊婦・産婦・新生児訪問事

業＇乳児家庭全戸訪問事業（，乳幼児健診の実
施や３～４箇月児健診と同時実施の産婦相談

を実施している。

・骨粗検診＇20歳以上の女性を対象，422人（，
国分寺市医師会公衆衛生センター及び東京都

がん検診センターにて乳がん検診＇40歳以上
の女性を対象，2,444人（，国分寺市・小金井

市・小平市の指定医療機関にて子宮がん検診
＇20歳以上の女性　2,786人（を実施。

Ｂ

Ｂ
昨年度に引き続
き妊産婦・新生
児訪問や助産師
による電話訪問
がしっかり行われ
ている。

健康推進課

骨粗しょう症検診，乳がん検診，子宮がん検
診を実施します。

健康推進課

＇№17（性差
に配慮した
健診・検診の
実施

＇№16（性差
や年代に応
じた健康に
関する情報
提供・相談事
業

所管課報告の25年度主な事業実績

総じて昨年度並みの実施状況と評価される。
訪問件数実績を増やしており，妊産婦に対する支援がしっかり行われており今後
も継続されたい。
女性・母親だけに限定しない，性差や年代に応じた健康支援の充実を検討された
い。

基本目標 １．男女の人権を尊重するまち

課　題 ２．たがいの性の尊重と健康支援

Ｂ

計画記載の主な事業内容担当課事業名 専門委員会評価

性差に応じた疾病や健康上の課題につい
て，講演会を開催するなど情報提供を行いま
す。

全世代共通の悩みである睡眠についての講座
＇睡眠の質と睡眠障害について（を実施した。そ
の他，ママ講座として育児中の母親をターゲッ

トとした講座も実施した。栄養・女性・睡眠・ママ
講座などにおいては，保育＇託児（も実施し，子

育て中の女性も参加しやすいように配慮した。

＇№18（妊産
婦への支援

健康推進課

母子の健康に着目した健康指導，健康診査
を実施します。

 ◆施策の推進状況評価

推進委員会＇外部（評価 〈推進委員会による施策別評価理由と提言〉

Ｂ
【理由】子育て世代の母親に的を絞った具体的な事業が実行された。健康について正しい知
識を持つことは大切であり，各検診が増えていることは成果である。しかし，総合的には昨年
度と同程度の実績という点で評価Ｂが妥当と思われる。
【提言】
◆訪問件数実績を増やしていることは成果。尐子高齢社会にあって，保健師などによる訪問
指導体制の更なる充実を図ることは重要な施策である。
◆女性・母親だけに限定しない，性差や年代に応じた健康支援に取り組んでいただきたい。
実際に実施しているのであればその点を自己点検票で示していただきたい。

Ｂ
協議会＇総合（評価

【事業評価の視点】
①計画に沿った事業を行ったか ②事業実施の際に男女平等推進の視点を盛り込んで行ったか又は実施した事業内容は男女平等・共同参画の観点
からみて適切・効果的であったか ③事業実施により，男女平等推進の視点からみて成果を挙げることができたと考えられるか
【男女平等推進の視点】(国分寺市男女平等推進条例第３条第１項より（
＇事業No16・17・18（性別にかかわりなくだれもが，個人として尊重され，性別に起因する差別及び暴力がなく，ジェンダーによる固定的な
役割分担意識及びその役割分担意識に基づく社会的な制度又は慣行により，個人の社会における活動の自由な選択が妨げられるこ
となく，多様な生き方が選択できること

【評価の基準】

Ａ＝前年度よりも実績が上がった
Ｂ＝前年度と同様の実績があった
Ｃ＝前年度より実績が下がった又は前

年度よりも達成状況が下がった
Ｄ＝実績がなかった
達成＝計画所定の事業内容を達成した

休止・廃止＝計画所定の事業内容が休

止・廃止になった
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課題３ 性別に起因する暴力や人権侵害の根絶 

◆計画の体系

３．性別に起因する暴力や人権侵害の根絶

施策＇１（　ドメスティック・バイオレンスの予防のための取り組み

〈協議会による施策別評価理由・今後の見通し〉

基本目標 １．男女の人権を尊重するまち

課　題

事業名 担当課 所管課報告の25年度主な事業実績 専門委員会評価計画記載の主な事業内容

【事業評価の視点】

①計画に沿った事業を行ったか　②事業実施の際に男女平等推進の視点を盛り込んで行ったか又は実施した事業内容は男女平等・共同参画

の観点からみて適切・効果的であったか　③事業実施により，男女平等推進の視点からみて成果を挙げることができたと考えられるか

【男女平等推進の視点】(国分寺市男女平等推進条例第３条第１項より（

＇事業No19・20･21（性別にかかわりなくだれもが，個人として尊重され，性別に起因する差別及び暴力がなく，ジェンダーによる固定的な役割分

担意識及びその役割分担意識に基づく社会的な制度又は慣行により，個人の社会における活動の自由な選択が妨げられることなく，多様な生き

方が選択できること

(№20（「デー
トＤＶ」に関す
る啓発

＇№21（学校
教育におけ
る暴力予防
教育

学校教育を通じて，どんな理由があっても暴

力は許されないことを学ぶ機会をつくります。

〈推進委員会による施策別評価理由と提言〉

B
[子支援]中高生タ

イムは，若年層自

身がデートＤＶを

話題にすることも

あり，学習の場が

つくられていると評

価できる。

B

ＤＶのメカニズムや背景，実態などについて

市民や医療・福祉機関などの関係者の理解

が深まるよう，さまざまな機会を通じて広報活

動を行います。

◇広報活動の強化

◇啓発資料の作成・普及

◇研修・講座の開催

以下をテーマに啓発講座を３回開催した。

○ＤＶ家庭で育った子どもたちの支援

○ＤＶのメカニズム・背景を探る

○被害者の自立支援

啓発リーフレットを新たに市内の民間商業施設

に置き，広く一般市民の目に触れるようにした。

総じて昨年度並みの実施状況と評価される。
学校教育においては，今後もいじめや問題行動の調査にとどまらず，ジェンダー
の視点を取り入れた暴力予防教育が行われることを期待する。
デートＤＶ防止のためには，小中学生など若年期における啓発の取組が重要で
あり，啓発リーフレットの中学校配布を検討されたい。

男女平等人

権課(現：文

化と人権

課（

推進委員会＇外部（評価

協議会＇総合（評価

Ｂ
【理由】啓発リーフレットを民間商業施設に設置するよう調整したことは評価できるが，総合的
には，昨年度と同程度の実績という点で評価Ｂが妥当と思われるため。
【提言】
◆デートＤＶ防止のためには，小中学生など若年期における啓発の取組が重要である。デート
ＤＶ防止啓発リーフレットの中学校配布を検討していただきたい。
◆講座受講者以外の市民への啓発活動にも工夫が欲しい。
◆学校教育においては，いじめや問題行動の調査だけでなく，今後もジェンダーの視点を取り
入れた暴力予防教育を行っていただきたい。

Ｂ

学校指導課

B

＇№19（広報
啓発活動に
よる普及

◆施策の推進状況評価

「デートＤＶ」について，若年層が主体的に考

えることができるよう，児童館などにおいて予

防のための学習の場をつくります。近隣大学

との連携のあり方を検討します。

いじめ防止児童会・生徒会フォーラムを開催

し，児童・生徒の意識の向上を図り，主体的に

考え，行動する機会とした。市独自の暴力を含

めたいじめに関する実態調査を年間３回実施

し，いじめ防止・早期発見の意識啓発を継続的

に行った。また，国の問題行動調査＇年間１回（

も実施した。

教員に対しては不適切な指導を含めた体罰防

止の啓発をした。

[男女]子どもの支援者になる立場の養護教諭，

子ども家庭支援センター職員，保健師等を対象

にした，子どもたちをめぐる性の状況を学ぶ講

座において，小中学生からデートＤＶは生じる

可能性があることにも言及した。

[子支援]児童館の中高生タイムの実施により，

中学生・高校生または１７歳以下の若年層が自

然の形で，自分を取り巻く人間関係や恋愛の話

を日常会話として出来るような場の設定をして

いる。

男女平等人

権課(現：文

化と人権

課（

子育て支援

課

【評価の基準】
Ａ＝前年度よりも実績が上がった

Ｂ＝前年度と同様の実績があった
Ｃ＝前年度より実績が下がった又は
前年度よりも達成状況が下がった

Ｄ＝実績がなかった
達成＝計画所定の事業内容を達成し
た

休止・廃止＝計画所定の事業内容が

休止・廃止になった
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◆計画の体系

３．性別に起因する暴力や人権侵害の根絶

施策＇２（　ドメスティック・バイオレンス被害者の安全確保と自立支援

[生福]身体的または精神的暴力による被害者
との面接相談により，一時保護の必要性を判断
し，被害者にとって最も適切な施設への一時保

護を実施した。なお，一時保護解除後について
は，世帯の状況に応じて，母子生活支援施設

入所となった。
[男女]緊急一時保護費支給対象となる案件は
なかった。

[総務]休日や夜間など市役所の閉庁時に，ＤＶ
による被害者から保護を求めてきた時は，二次

被害等を起こさないように言動に細心の注意を
はかるように当直警備員に徹底した。近くに身
を寄せる場所が確保できない場合は，市の施

設内に一時的に宿泊できる場所の確保を行っ
た。

Ｂ

[男女][総務]実績

が無い場合であっ
ても，緊急時に対
応できる体制はあ

り，前年度と同程
度の実績と評価し
た。所管課の自己

点検票の評価にお
いても同様の視点

で評価とすべきで
ある。

新たに民間商業施
設に配布したこと

は，市民の目に触
れる機会が増える
ことにつながり評

価できる。

Ｂ

基本目標 １．男女の人権を尊重するまち

課　題

市民や医療関係者，福祉関係者に対して，

「ＤＶ防止法」に基づく通報についての周知・
定着を図ります。

啓発リーフレットを新たに市内の民間商業施設

＇マイン，レガ，サミット，JAむーちゃんひろば，
商工会議所（に配布し，広く一般市民の目に触

れるようにし，昨年度まで配布していたところに
ついても引き続き補充配布をした。高齢者相談
室主催の介護保険事業者連絡会において，Ｄ

Ｖのメカニズムを説明しながらリーフレットの配
布をした。

事業名 所管課報告の25年度主な事業実績計画記載の主な事業内容

男女平等人
権課(現：文

化と人権
課（

専門委員会評価

【事業評価の視点】

①計画に沿った事業を行ったか　②事業実施の際に男女平等推進の視点を盛り込んで行ったか又は実施した事業内容は男女平等・共同参画
の観点からみて適切・効果的であったか　③事業実施により，男女平等推進の視点からみて成果を挙げることができたと考えられるか
【男女平等推進の視点】(国分寺市男女平等推進条例第３条第１項より（

＇事業No22・23・24・25・26・27・28・29（性別にかかわりなくだれもが，個人として尊重され，性別に起因する差別及び暴力がなく，ジェンダーによる
固定的な役割分担意識及びその役割分担意識に基づく社会的な制度又は慣行により，個人の社会における活動の自由な選択が妨げられること

なく，多様な生き方が選択できること

担当課

母子保健事業を通じて，母親や家族背景を把
握した。保健師の役割を説明し，信頼関係を築

いて安心して相談できる関係を作った。
家族の全体像をアセスメントし，安全確保と，生

活面や精神面でのフォローとして必要な機関
＇相談・医療機関（の利用・支援者の自己決定
を支援した。

Ｂ

Ａ

＇№24（被害
者の安全確
保

女性等緊急一時保護費支給事業をはじめと
して，保護を求める被害者の安全確保を図り
ます。

＇№22（健診
などを通じて
の発見と対
応

＇№23（関係
者による通
報の周知

子どもの健診などをとおしてＤＶの発見に努
め，見つかった際には，関係機関と連携して

速やかに適切な対応をします。

生活福祉課

男女平等人
権課(現：文
化と人権

課（

総務課＇現：

契約管財
課（

健康推進課

＇№25（被害
者の支援に
かかる情報
の取扱いへ
の留意

市民課

子育て支援

課

男女平等人
権課(現：文
化と人権

課（

住民基本台帳の他，国民健康保険，介護保
険，児童手当など，住民基本台帳からの情

報に基づき事務処理を行う部署において，情
報管理を徹底します。

[市民]ＤＶやストーカー行為等の加害者から
の，住民票の写しや戸籍の附票の写し等の交

付の制度を不当に利用した被害者の住所の探
索を防止し，当該住民票の写し等の発行を停
止する支援措置を講じることにより，被害者の

保護を図った。支援措置の対応には細心の注
意を払う必要があり，かつ同措置は関係する市

区町村＇本籍地・前住所地等（にも支援を依頼
するため，支援措置の処理にあたっては慎重
に対応した。

[子支援]新システム導入＇平成25年１月導入（
により，福祉部門共通で情報を共有し，引き続

き情報管理を徹底して行った。年度途中よりＤ
Ｖ防止連絡会にオブザーバーとして出席し，関
係部署との情報共有を行った。

[男女]ＤＶ防止連絡会を開催し，基幹系システ
ムにおけるＤＶ被害者の標記について各課が対

応していることについての課題を確認した。住
民基本台帳登録外のＤＶ被害者に対し，申請
の意思表示がない場合でも使えるサービスを

積極的に提供することについて，関係課で共通
認識をもった。
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Ｂ

Ｂ

Ｂ
＇№26（さまざ
まな配慮を
必要とする被
害者への対
応

男女平等人
権課(現：文

化と人権
課（

外国人や障害者など特に支援を必要とする

人に配慮した情報提供を行います。

身体障害のある相談者がらの電話相談に対し

て丁寧に対応した。中国籍の方からの相談を
受け他機関と連携して対応した。

＇№27（民間
シェルターへ
の財政的支
援

男女平等人
権課(現：文

化と人権
課（

被害者の緊急一時保護に重要な役割を果た

している民間シェルターの安定的運営を支援
するため補助事業を行います。

東京多摩地域民間シェルター連絡会に対して，

昨年度に引き続き補助金の支給を行った。補
助額を前年度減額した金額の半分の金額を増

額した。

＇№29（子ど
もの安全確
保とケア

子育て相談
室

保育課

子育て支援
課

学校指導課

児童虐待防止の部署と連携し，ＤＶがある家

庭の子どもの安全確保を図ります。日常生
活の中で被害者の子どもが適切に配慮され

るよう，学校，保育園等において丁寧な対応
を行います。

[子相談]相談の中でＤＶが疑われる家庭につい

ては，男女平等人権課や母子自立支援員など
の紹介を行った。他市よりＤＶで逃げてきた家

庭について転居元の支援機関と連携をして支
援を行った。母子自立支援員と定期的な連絡

会を行い，支援状況の確認を行った。
[保育]保育所は厚生労働省の定める保育所保
育指針に基づき，保護者による不適切な養育

等虐待が疑われた場合には，保育課や保育
園，家庭支援センター，児童相談所などの関連

機関と連携を図りながら対応した。公立，私立
に係わらずＤＶ，虐待等が疑われる児童の早期

発見に努め，保護者への指導，関係機関への
通報など適切に対処した。
[子支援]日常的に直接子どもたちと関わりなが

ら，児童虐待の早期発見に努めた。虐待と疑わ
れる場合，関連機関とケース会議を開催し，情

報を共有した。親子ひろばでは，乳幼児親子を
対象に健康推進課と連携してミニ相談会を実施

し，地域で相談ができる環境を作った。児童虐
待について，地区連絡協議会で関係機関の役
割と連携のあり方について情報交換を行った。

[学校]各学校においてサポートチームを設置
し，子ども家庭支援センターや児童相談所等と

連携して，虐待を受けている児童・生徒の早期
発見に努めた。各学校に，児童生徒虐待防止

担当教員を配置し，組織的な対応の充実を図
るとともに，児童・生徒虐待対応担当教諭研修
会を１回開催した。

＇№28（被害
者の自立支
援

生活福祉課

男女平等人

権課(現：文
化と人権

課（

日常生活，就業，住居等について各種制度を
活用し，関係機関と連携しながら被害者の自
立を支援します。

被害者の回復の一助として，必要な情報を提
供し，被害者の心理的な安定，回復を支援し

ます。

[生福]一時保護を行った被害者世帯の日常生
活上の問題解決を図るため，世帯の状況に応
じ，入所施設に配置されている心理職等専門

職，医療機関，児童相談所，その他関係機関と
連携して，日常の生活費，住居及び就労等の

相談，情報提供を行い，計画的かつ継続的な
支援を行った。一時保護に至らない相談者につ

いては，継続的な相談を行い，必要に応じて関
係機関と情報共有を図った。
[男女]男女平等推進センターにおいて相談を実

施した。自立を希望する相談者に，ハローワー
ク，マザーズハローワークの活用方法を情報

提供した。離婚を希望している相談者には，図
書資料室の離婚手続きに関する書籍を貸し出

した。また，法テラスの活用方法などの情報を
提供した。

Ｂ
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〈協議会による施策別評価理由・今後の見通し〉
総じて昨年度並みの実施状況と評価される。
今後も関係部署・関係機関との連携を強化し，事業を実施されたい。
ＤＶ防止連絡会を通じて，被害者情報の共有方法とその取扱いについても整理されたい。
乳幼児健診を受診しなかった子どもの追跡調査についても検討されたい。

推進委員会＇外部（評価 〈推進委員会による施策別評価理由と提言〉

Ｂ
【理由】昨年度と同程度の実績という点では評価Ｂが妥当と思われるため。
【提言】
◆民間シェルター連絡会への補助額が増額となったことは評価できる。未支給である他市へ
の働きかけを行っていただきたい＇文化と人権課（。
◆ＤＶ被害者支援措置等に関しての有資格者＇弁護士・司法書士（からの請求への対応を具
体化しておく必要がある＇市民課（。
◆乳幼児健診を受診しなかった子どもの追跡調査も行っていただきたい＇健康推進課（。
◆被害者の安全確保の連携機関として，高齢者相談室・障害者相談室も入れるべき。
◆休日・夜間対応の職員にも二次被害を防ぐための研修を徹底していただきたい＇契約管財
課（。
◆被害者の対応マニュアルの作成が必要である＇文化と人権課（。

協議会＇総合（評価

Ｂ

◆施策の推進状況評価

【評価の基準】
Ａ＝前年度よりも実績が上がった

Ｂ＝前年度と同様の実績があった
Ｃ＝前年度より実績が下がった又は
前年度よりも達成状況が下がった

Ｄ＝実績がなかった
達成＝計画所定の事業内容を達成し
た

休止・廃止＝計画所定の事業内容が

休止・廃止になった
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◆計画の体系

３．性別に起因する暴力や人権侵害の根絶

施策＇３（　相談業務の充実と関係機関との連携

＇№32（「ＤＶ
防止連絡会」
による庁内
連携の強化

相談や関係窓口で対応する担当者がそれぞ

れの部署の職責に応じた適切な対応ができ

るよう，庁内連携のための組織である「ＤＶ防

止連絡会」を通じて連携の強化を図ります。

また，児童虐待の担当部署との調整を図りま

す。

Ｂ講座の情報を民生・児童委員に連絡会を通じて

伝えた。

今まで見えなかった各課における動きについ

て，情報共有をすることができた＇各課での情

報管理システムの動き，ＤＶ被害者相談証明の

発行など（。

警察や東京都などの関係機関のほか，学

校，市医師会，市歯科医師会などの医療関

係者や民生・児童委員などの福祉関係者と

の連携を強化します。

Ｂ

＇№34（手続
きの一元化
についての
検討

男女平等人

権課(現：文

化と人権

課（

被害者の負担軽減のため，必要書類の共通

部分の共有化や窓口の一元化についての検

討を行います。

男女平等人

権課(現：文

化と人権

課（

＇№33（庁外
の関係機関
との連携強
化

Ｂ

平成24年度にも実

施した，医療機関

へＤＶ防止啓発

リーフレットの配布

をするべきである。

男女平等人

権課(現：文

化と人権

課（

申請時に必要な書類は，それぞれ例規で規定

されており，また，記入者は本人である必要が

あるため，その部分の共通化・簡略化は困難で

あると考える。窓口の一元化についても，他市

の例をみると，同じ庁舎内で職員が移動するの

であれば現実的だが，庁舎が距離的に離れて

いる国分寺市の場合には難しい。そこで必要な

ケースの場合には，婦人相談員が被害者に付

き添ったり，予め本人の了承を得たうえで，申

請予定の課へ連絡をしておく等の対応をしてい

ることが，ＤＶ防止連絡会での話を通じて明ら

かになった。福祉系基幹システムの導入は，一

部情報の市役所内での共有は可能にするが，

手続の一元化や申請の簡略化とは別問題であ

ることがわかった。被害者への情報提供をまん

べんなく図る必要があることが，ＤＶ防止連絡

会の議論を通じて判明した。

専門委員会評価担当課

男女平等推進センターにおいて女性のための

悩みごと相談，法律相談，カウンセリング相談

事業を実施した。

男女平等推進センターの相談事業を中心に

ＤＶについての相談に対応し，さまざまな機

会を通じてＤＶに関する相談先について周知

を行います。

基本目標 １．男女の人権を尊重するまち

課　題

対応する関係者からの二次被害を防止する

ため，窓口や相談業務担当者を中心に研修

を実施します。

[男女]ＤＶ家庭で育った子どもたちへの支援を

目的とする講座を開催し，子ども家庭支援セン

ター，教育委員会職員が参加した。

[職員]東京都市町村職員研修所第３ブロック合

同研修「セクシュアル・ハラスメント相談員研

修」の開催年度ではなかったため，研修を実施

しなかった。

事業名

【事業評価の視点】

①計画に沿った事業を行ったか　②事業実施の際に男女平等推進の視点を盛り込んで行ったか又は実施した事業内容は男女平等・共同参画

の観点からみて適切・効果的であったか　③事業実施により，男女平等推進の視点からみて成果を挙げることができたと考えられるか

【男女平等推進の視点】(国分寺市男女平等推進条例第３条第１項より（

＇事業No30・31･32・33・34（性別にかかわりなくだれもが，個人として尊重され，性別に起因する差別及び暴力がなく，ジェンダーによる固定的な

役割分担意識及びその役割分担意識に基づく社会的な制度又は慣行により，個人の社会における活動の自由な選択が妨げられることなく，多

様な生き方が選択できること

[男女]講座受講者

全員が何らかの変

化があったと回答

したことは評価で

きる。[職員]合同

研修の開催年度で

はなくとも，他の情

報を集めて紹介す

るなど他の方法を

検討すべきであ

る。

所管課報告の25年度主な事業実績計画記載の主な事業内容

男女平等人

権課(現：文

化と人権

課（

職員課

男女平等人

権課(現：文

化と人権

課（

＇№30（ドメス
ティック・バイ
オレンス等に
関する相談
事業

＇№31（関係
者からの二
次被害の防
止

Ｂ

Ｂ
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〈協議会による施策別評価理由・今後の見通し〉

◆施策の推進状況評価

総じて昨年度並みの実施状況と評価される。
医療機関へのＤＶ防止啓発リーフレットの配布は継続されたい。
ＤＶ防止連絡会が，被害者の手続きの負担が軽減される具体的方策を導き出せ
るような方向へ進んでいくことを望む。

推進委員会＇外部（評価 〈推進委員会による施策別評価理由と提言〉

Ｂ
【理由】昨年度と同程度の実績という点では評価Ｂが妥当と思われるため。
【提言】
◆医療機関へのＤＶ防止リーフレット配布は有効な手段と思われるので，継続して行っていた
だきたい。
◆ＤＶやデートＤＶについて，若年層が相談窓口に気づきやすいように，ＳＮＳを利用した新しい
情報提供の仕方などを検討していただきたい。
◆ＤＶ防止連絡会が，被害者の負担軽減に繋がる具体的方策を導き出せるような方向へ進ん
でいくことを期待する。

協議会＇総合（評価

Ｂ
【評価の基準】
Ａ＝前年度よりも実績が上がった

Ｂ＝前年度と同様の実績があった
Ｃ＝前年度より実績が下がった又は
前年度よりも達成状況が下がった

Ｄ＝実績がなかった
達成＝計画所定の事業内容を達成し
た

休止・廃止＝計画所定の事業内容が

休止・廃止になった
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◆計画の体系

３．性別に起因する暴力や人権侵害の根絶

施策＇４（　セクシュアル・ハラスメント等の防止

〈協議会による施策別評価理由・今後の見通し〉

◆施策の推進状況評価

前年度より取組みが進められたとは言えない。
セクシュアル・ハラスメント等の防止にむけ，市報・やホームページ，ツイッターな
ど様々な手段で定期的に市民や事業者に情報提供をしていくことが必要である。
セクシュアル・ハラスメントの相談については，外部の相談員の配置など相談しや
すく実効性のある仕組みづくりを検討されたい。

推進委員会＇外部（評価 〈推進委員会による施策別評価理由と提言〉

Ｃ

協議会＇総合（評価

【理由】実績がない課もあることから評価Ｃとした。
【提言】
◆セクシュアル・ハラスメントについて，市民・事業者への広報・啓発活動は毎年，定期的に
行っていただきたい。
◆学校のセクハラ相談は，同じ学校の教員だけではなく外部の相談員をプラスするなどして実
効性のある仕組みづくりが必要と思われる。Ｃ

Ｄ

＇№35（セク
シュアル・ハ
ラスメントの
防止の取組
み

市報やホームペー

ジ，ツイッターなど

様々な手段での情

報提供が必要。

男女平等人

権課(現：文

化と人権

課（

さまざまな機会をとおして事業者や市民に対

してセクシュアル・ハラスメント等の防止にむ

けた広報・啓発を行います。

今年度は特化した事業は行えなかった。

＇№36（庁内
におけるセク
シュアル・ハ
ラスメント対
策

職員課

学校指導課

庁内や学校関係者に対して，セクシュアル・

ハラスメントの防止について周知します。「苦

情処理委員会」などにより，被害者の立場に

立った適切な対応を行います。

[職員]苦情の申し出がなくセクシュアル・ハラス

メント苦情処理委員会は開催しなかったが，パ

ワーハラスメント，セクシュアル・ハラスメント

＇職場ハラスメント（防止研修に職員課から１名

が参加した。

[学校]各学校の校務運営組織にセクシュアル・

ハラスメント相談員を位置づけた相談体制を一

層充実する。セクシュアル・ハラスメント相談員

の存在を学校内外に周知することにより，セク

シュアル・ハラスメントの防止に役立てる。平成

23年度から学校要覧に相談員名を記載してい

る。

Ｂ

基本目標 １．男女の人権を尊重するまち

課　題

事業名 担当課 計画記載の主な事業内容 所管課報告の25年度主な事業実績 専門委員会評価

【事業評価の視点】

①計画に沿った事業を行ったか　②事業実施の際に男女平等推進の視点を盛り込んで行ったか又は実施した事業内容は男女平等・共同参画

の観点からみて適切・効果的であったか　③事業実施により，男女平等推進の視点からみて成果を挙げることができたと考えられるか

【男女平等推進の視点】(国分寺市男女平等推進条例第３条第１項より（

＇事業No35･36（性別の観点から，社会における制度又は慣行をできる限り中立なものにすること

【評価の基準】
Ａ＝前年度よりも実績が上がった

Ｂ＝前年度と同様の実績があった
Ｃ＝前年度より実績が下がった又は
前年度よりも達成状況が下がった

Ｄ＝実績がなかった
達成＝計画所定の事業内容を達成し
た

休止・廃止＝計画所定の事業内容が

休止・廃止になった
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◆計画の体系

３．性別に起因する暴力や人権侵害の根絶

施策＇５（　人権侵害を予防するための支援

〈協議会による施策別評価理由・今後の見通し〉

◆施策の推進状況評価

総じて昨年度並みの実施状況と評価される。
今後もストーカー犯罪についての情報提供や啓発を市報やホームページ，情報
誌等を通じて積極的に行っていく必要がある。

推進委員会＇外部（評価 〈推進委員会による施策別評価理由と提言〉

Ｂ
【理由】昨年度と同程度の実績という点では評価Ｂが妥当と思われるため。
【提言】
◆青色防犯パトロールは犯罪の抑止に繋がるし，安心・安全メールは市民の防犯意識を高め
る意味でも効果があると思われるため，今後も続けていただきたい。
◆青色防犯パトロールをする方の講習会に，ストーカー規制法の規制内容や趣旨を理解する
内容を含めていただきたい。

協議会＇総合（評価

Ｂ

＇№37（ス
トーカー等の
防止の取組
み

くらしの安
全課＇現：防

災安全課（

男女平等人
権課(現：文

化と人権
課（

ストーカー等の人権侵害についての理解の

普及を図ります。
防犯ブザーの貸し出しや不審者情報の提供

など，つきまとい行為防止の取組みを行いま
す。

専門委員会評価

[くらし]学校や警察から寄せられた不審者情報

を生活安全・安心メールで配信し注意喚起を
行った。平成25年度末現在メール配信登録者：

15,130人。国分寺駅周辺のつきまとい勧誘行為
防止重点地区におけるつきまとい勧誘行為防
止パトロール警備員を２名配置した。パトロー

ル時間帯を平成25年度から前後１時間ずつ伸
ばし，午後５時から午後11時までとした。これに

よって夜間の遅い時間帯でのつきまとい勧誘行
為の防止を図った。住宅街，通学路等における

庁用車による青色防犯パトロールについては，
青色回転灯装着車を６台増車し，犯罪発生の

抑止を図った。引き続き本多地区における本多
連合町会による夜間の青色防犯パトロールの
支援を行った。

[男女]男女平等推進センター情報誌にストー
カー規制法の改正についての記事を掲載した。

Ｂ
[くらし]パトロール
の時間帯を延長し

たり，青色防犯パ
トロールの装着台
数を増やしてはい

る点は評価できる
が，そもそもストー

カーに特化した取
組みとはなってい

ない。

基本目標 １．男女の人権を尊重するまち

課　題

事業名 担当課 計画記載の主な事業内容 所管課報告の25年度主な事業実績

【事業評価の視点】
①計画に沿った事業を行ったか　②事業実施の際に男女平等推進の視点を盛り込んで行ったか又は実施した事業内容は男女平等・共同参画

の観点からみて適切・効果的であったか　③事業実施により，男女平等推進の視点からみて成果を挙げることができたと考えられるか
【男女平等推進の視点】(国分寺市男女平等推進条例第３条第１項より（
＇事業No37（性別にかかわりなくだれもが，個人として尊重され，性別に起因する差別及び暴力がなく，ジェンダーによる固定的な役割分担意識

及びその役割分担意識に基づく社会的な制度又は慣行により，個人の社会における活動の自由な選択が妨げられることなく，多様な生き方が選
択できること

【評価の基準】
Ａ＝前年度よりも実績が上がった

Ｂ＝前年度と同様の実績があった
Ｃ＝前年度より実績が下がった又は
前年度よりも達成状況が下がった

Ｄ＝実績がなかった
達成＝計画所定の事業内容を達成し
た

休止・廃止＝計画所定の事業内容が

休止・廃止になった
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◆計画の体系

３．性別に起因する暴力や人権侵害の根絶

〈協議会による施策別評価理由・今後の見通し〉

基本目標 １．男女の人権を尊重するまち

課　題

事業名 専門委員会評価担当課 計画記載の主な事業内容

【事業評価の視点】

①計画に沿った事業を行ったか　②事業実施の際に男女平等推進の視点を盛り込んで行ったか又は実施した事業内容は男女平等・共同参画

の観点からみて適切・効果的であったか　③事業実施により，男女平等推進の視点からみて成果を挙げることができたと考えられるか

【男女平等推進の視点】(国分寺市男女平等推進条例第３条第１項より（

＇事業No38（性別にかかわりなくだれもが，個人として尊重され，性別に起因する差別及び暴力がなく，ジェンダーによる固定的な役割分担意識

及びその役割分担意識に基づく社会的な制度又は慣行により，個人の社会における活動の自由な選択が妨げられることなく，多様な生き方が選

択できること

所管課報告の25年度主な事業実績

施策＇６（　子どもにとっての男女平等

[子相談]代表者会議，実務者会議，個別ケー

ス会議を通じて各機関との連携，支援を行っ

た。

児童相談所と四半期毎に要保護児童の進行管

理を行った。

[男女]要保護児童対策地域協議会に，課長が

出席した。上記の会出席のみならず，ＤＶ被害

＇ＤＶを見せられることも児童虐待である（や性

被害＇家庭における性虐待事例の紹介（などの

講座に子ども家庭支援センターの職員の出席

を呼び掛け，情報の共有を図った。教育虐待

＇学力習熟や進学をめぐる過剰な干渉や強制

によって，精神的に追い詰められている子ども

たちの状況を，民間子どもシェルターで呼び表

した造語（をメインテーマに，子どもたちの状況

と親の姿勢についてインタビュー記事や寄稿を

掲載した。

Ｂ

総じて昨年度並みの実施状況と評価される。
今後も児童虐待予防と保護支援について，要保護児童対策地域協議会にとどま
らず関連機関との連携を積極的に図られたい。
児童虐待をする親の心理的背景を理解した上で支援していくことが重要である。

推進委員会＇外部（評価 〈推進委員会による施策別評価理由と提言〉

Ａ
【理由】児童虐待についての理解を深めるため，関連講座の開催や情報誌の発行など意欲的
に取り組んだと評価できたため。
【提言】
◆児童虐待をする親の心理的背景を理解し，親に対する相談も踏まえての支援を期待する。
◆児童虐待予防と保護支援について，今後も情報提供や関連機関との連携を積極的に行っ
ていただきたい。

協議会＇総合（評価

＇№38（「要
保護児童対
策地域協議
会」による連
携の強化

子育て相談

室

男女平等人

権課(現：文

化と人権

課（

◆施策の推進状況評価

Ｂ

児童虐待予防と児童の保護支援について適

切な情報提供をし，関係機関の連携を深め

ます。

【評価の基準】
Ａ＝前年度よりも実績が上がった

Ｂ＝前年度と同様の実績があった
Ｃ＝前年度より実績が下がった又は
前年度よりも達成状況が下がった

Ｄ＝実績がなかった
達成＝計画所定の事業内容を達成し
た

休止・廃止＝計画所定の事業内容が

休止・廃止になった
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◆計画の体系

３．性別に起因する暴力や人権侵害の根絶

施策＇７)　性犯罪被害者の支援

〈協議会による施策別評価理由・今後の見通し〉

基本目標 １．男女の人権を尊重するまち

課　題

事業名 担当課 計画記載の主な事業内容

【事業評価の視点】

①計画に沿った事業を行ったか　②事業実施の際に男女平等推進の視点を盛り込んで行ったか又は実施した事業内容は男女平等・共同参画

の観点からみて適切・効果的であったか　③事業実施により，男女平等推進の視点からみて成果を挙げることができたと考えられるか

【男女平等推進の視点】(国分寺市男女平等推進条例第３条第１項より（

＇事業No39（性別にかかわりなくだれもが，個人として尊重され，性別に起因する差別及び暴力がなく，ジェンダーによる固定的な役割分担意識

及びその役割分担意識に基づく社会的な制度又は慣行により，個人の社会における活動の自由な選択が妨げられることなく，多様な生き方が選

択できること

性犯罪被害者の支援のための広報，啓発活動が積極的に行われたと評価でき
る。
引き続き相談窓口の周知を行い，市民の理解促進と窓口での相談受理につなが
ることを望む。

推進委員会＇外部（評価 〈推進委員会による施策別評価理由と提言〉

Ａ
【理由】性犯罪被害者の支援のための広報・啓発活動を積極的に行ったと評価できたため。
【提言】
◆今後も，より広く積極的に広報・啓発活動を進めていただきたい。
◆市報やＳＮＳなどの媒体を活用することが，広報・啓発に効果的と考える。協議会＇総合（評価

Ａ

◆施策の推進状況評価

所管課報告の25年度主な事業実績 専門委員会評価

性犯罪被害者が，被害を訴えることを躊躇せ

ずに必要な相談を受けられるよう，広報活動

を通じて性犯罪被害の潜在化防止に努めま

す。また，性犯罪に対する市民の理解を増進

するため，啓発活動を行います。

犯罪被害者等支援条例の施行により設置した

犯罪被害者等支援相談窓口のリーフレットを，

全小中学校，自治会・町内会，イベントなどで

配布した＇約15,000枚（。性犯罪被害者支援の

ための学習会を開催した。ネットに潜む性犯罪

の危険性と防止策について学ぶ講座を開催し

た。

Ａ
相談窓口に関す
るリーフレットが
広く市民にいきわ
たるように配布し
たり，犯罪被害
者支援の学習会
を開催したりと広
報・啓発活動が
積極的に行われ
ている。

＇№39（性犯
罪被害者支
援のための
広報・啓発活
動

男女平等人

権課(現：文

化と人権

課（

【評価の基準】
Ａ＝前年度よりも実績が上がった

Ｂ＝前年度と同様の実績があった
Ｃ＝前年度より実績が下がった又は
前年度よりも達成状況が下がった

Ｄ＝実績がなかった
達成＝計画所定の事業内容を達成し
た

休止・廃止＝計画所定の事業内容が

休止・廃止になった
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課題４ 就労における男女平等の推進 

◆計画の体系

４．就労における男女平等の推進

施策＇１（事業者への啓発と支援

基本目標 ２．男女が平等に社会参画できるまち

課　題

事業名 担当課

[男女]今年度は特に実施しなかった。
[総務]平成24年12月１日施行の国分寺市公共

調達条例には，事業者の努めとして，男女平等
を実現するための方策を推進することを求め，
調達において男女平等，子育て支援等の取組

みを評価する視点を総合評価方式競争入札と
して盛込んでいるが，当該年度においては，総

合評価方式競争入札の要綱を制定し，啓発も
含め説明会を実施したが，該当する入札案件
はなかった。市内事業者への実態調査には至

らず，実態把握できていない。
[経済]計画に掲げている当該事業については，

具体的な対応は出来ていない。

【事業評価の視点】

①計画に沿った事業を行ったか②事業実施の際に男女平等推進の視点を盛り込んで行ったか又は実施した事業内容は男女平等・共同参画の
観点からみて適切・効果的であったか③事業実施により，男女平等推進の視点からみて成果を挙げることができたと考えられるか

【男女平等推進の視点】(国分寺市男女平等推進条例第３条第１項より（
＇事業No40・41・42（性別の観点から，社会における制度又は慣行をできる限り中立なものにすること

Ｃ

Ａ

Ｄ
実態調査の実施

が行われていない
以上はＤ評価であ
る。

[経済]男女雇用平
等推進セミナー参
加者が大幅に増え

ており学習機会の
提供がしっかりな

されている。

専門委員会評価

男女平等の視点を
盛り込んで協議を

行う必要がある。

市と契約を行った事業者に対して雇用におけ
る男女平等に関する実態調査を行います。

市内事業者への実態調査を行い，調査を通
じて関連法規の遵守等について啓発を進め
ます。

[男女]○男女平等推進センター内に「もう一度

働きたいあなたへ」という特集記事を掲示した
り，新聞記事などの情報を掲示したり，女性の
ための再就職支援情報を積極的に提供した。

センター発行情報誌に女性医師のインタビュー
とＪＡ東京むさし国分寺地区女性部の活動情報

を掲載した。女性の起業・再就職支援講座を開
催した。
[経済]東京都労働相談情報センター国分寺事

務所の主催で，事業者と市民向けの男女雇用
平等推進セミナーを国分寺市及び他市と共催

で開催した。
○セミナー内容：法改正と就業規則への対応の
ポイント○アンケート回答者１１９名のうち，男８

８名・女３０名・無回答１名，国分寺市在住者３
名・その他区市町村９２名・無回答２４名

市民や事業者への理解を広げるため，市

ホームページや男女平等推進センター情報
誌など様々な媒体を通じて，広報や学習機
会の提供を行います。

・ポジティブアクションについての啓発・女性
労働者の母性保護

地域において，女性をはじめとする就労困難

者の就労支援を進めるため，情報交換の場
をつくり，労働に関係する行政機関や事業者

等との連携を図ります。

＇№41（雇用
における男
女平等に関
する啓発・情
報提供

＇№42（就労
支援ネット
ワーク化の
推進

経済課

男女平等人

権課(現：文
化と人権

課（

経済課

就労困難者等の就労支援および地域雇用創出

のため，関係団体＇※１（による国分寺市就労
支援地域連絡会＇※２（を設置して連携を図っ

た。就労支援地域連絡会ではブルーム交流カ
フェというイベントを開催しており，平成25年度

は国分寺市と多摩信用金庫・日本政策金融公
庫主催で「ミニブルーム交流カフェ」として，「環
境にも人にもやさしい農業経営術」をテーマに

講演とトークセッションを行い，男女を問わず創
業支援を行った。

※１（関係団体：東京しごとセンター多摩／ハ
ローワーク立川／国分寺市社会福祉協議会／
多摩信用金庫

※２（就労支援地域連絡会：平成24年８月28日
設置

就労困難者の雇用促進や地域就労に向けた相
互の情報交換・交流などのほか，地域における
就労支援事業やコミュニティビジネスの支援な

どについて検討を進めた。

＇№40（雇用
における男
女平等に関
する実態把
握

男女平等人
権課(現：文
化と人権

課（

総務課＇現：

契約管財
課（

経済課

所管課報告の25年度主な事業実績計画記載の主な事業内容
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〈協議会による施策別評価理由・今後の見通し〉
実績がない事業もあり，総合的には達成状況が低いと言える。
公共調達条例に基づく総合評価方式競争入札に該当する事例については計画
のとおり実態の把握に努められたい。なお，男女の雇用の実態調査については，
目的・具体的な手法も含めて検討されたい。

【理由】実績がない課もあることから評価Ｃとした。
【提言】
◆就労支援地域連絡会を活用し，マタニティ・ハラスメントなども含めた実態把握と課題整理を
行っていただきたい。
◆雇用における男女平等の必要性を理解できるような情報提供を行っていただきたい。
◆経済課においては，契約管財課を通じ，市と契約を行った事業者に対して，雇用における男
女平等実態調査を実施していただきたい。

推進委員会＇外部（評価 〈推進委員会による施策別評価理由と提言〉

協議会＇総合（評価

◆施策の推進状況評価

Ｃ

Ｃ
【評価の基準】
Ａ＝前年度よりも実績が上がった

Ｂ＝前年度と同様の実績があった
Ｃ＝前年度より実績が下がった又は
前年度よりも達成状況が下がった

Ｄ＝実績がなかった
達成＝計画所定の事業内容を達成し
た

休止・廃止＝計画所定の事業内容が

休止・廃止になった
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◆計画の体系

４．就労における男女平等の推進

施策＇２（　男女平等の視点による調達の仕組みの検討

〈協議会による施策別評価理由・今後の見通し〉

総務課＇現：
契約管財

課（

男女平等人
権課(現：文

化と人権
課（

 ◆施策の推進状況評価

専門委員会評価

[総務]平成24年12月１日施行の国分寺市公共
調達条例に，事業者の努めとして，男女平等を
実現するための方策を推進することを求め，調

達において男女平等，子育て支援等の取組み
を評価する視点を総合評価方式競争入札とし

て盛込まれており，総合評価方式競争入札の
要綱を制定し，仕組みの導入には至ったが，対

象案件はなかった。総合評価方式競争入札に
係る市内事業者への説明会を開催した。

[男女]指名競争入札参加に関わる指名等の補
足資料とするようなデータ整備を求められな

かったため，当課独自には特に事業を行わな
かった。

＇№43（市の
調達におけ
る男女平等
推進事業者
評価制度の
検討

ア　調達の手法として，価格以外の要件に子
育て支援や男女平等への取り組み状況の報
告を求め，評価採点する仕組みの導入を検

討しています。
イ　指名競争入札参加に係る指名等の補足

資料として，市の契約に実績を持つ事業者へ
調査を行い，子育て支援や男女平等などへ

取組む事業者データの整備を検討します。
ウ　イのデータ提供を受け，調達時の事業者

選定の仕組みを検討します。
総務課ア・ウ／男女平等人権課イ

達成
対象案件はなかっ

たが，要綱も制定
され総合評価方式

競争入札制度が
導入されたことか
ら評価は達成とす

る。

対象案件はないが，要綱も制定され総合評価方式競争入札制度が導入されたこ
とから評価は達成とする。
引き続き調達における市の考え方を広く市民・事業者に周知できるような広報・
啓発活動をしていくことは必要である。

推進委員会＇外部（評価 〈推進委員会による施策別評価理由と提言〉
【理由】総合評価方式競争入札の要綱を制定するなど，男女平等についての取組みも加味で
きる仕組みを作ったことが評価できるが，総合的には昨年度と同程度の実績という点で評価Ｂ
が妥当と思われるため。
【提言】
◆調達における市の考え方を広く市民・事業者に周知できるような広報・啓発活動を期待す
る。

協議会＇総合（評価

Ｂ

達成

基本目標 ２．男女が平等に社会参画できるまち

課　題

事業名 担当課 計画記載の主な事業内容 所管課報告の25年度主な事業実績

【事業評価の視点】
①計画に沿った事業を行ったか　②事業実施の際に男女平等推進の視点を盛り込んで行ったか又は実施した事業内容は男女平等・共同参画
の観点からみて適切・効果的であったか　③事業実施により，男女平等推進の視点からみて成果を挙げることができたと考えられるか

【男女平等推進の視点】(国分寺市男女平等推進条例第３条第１項より（
＇事業No43（性別にかかわりなくだれもが，家庭内での協力及び社会的支援のもとに，子育て，介護等家族としての役割を果たすことと職場，地

域等において活動することとを両立できるようにすること

【評価の基準】
Ａ＝前年度よりも実績が上がった

Ｂ＝前年度と同様の実績があった
Ｃ＝前年度より実績が下がった又は
前年度よりも達成状況が下がった

Ｄ＝実績がなかった
達成＝計画所定の事業内容を達成し
た

休止・廃止＝計画所定の事業内容が

休止・廃止になった
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◆計画の体系

４．就労における男女平等の推進

施策＇３（起業・再就職への支援

〈協議会による施策別評価理由・今後の見通し〉

総じて昨年度並みの実施状況と評価される。
小口事業資金融資制度について，積極的に周知を行い，利用者の拡大を図って
いくことが重要である。

推進委員会＇外部（評価 〈推進委員会による施策別評価理由と提言〉

協議会＇総合（評価

Ｂ
【理由】昨年度と同程度の実績という点では評価Ｂが妥当と思われるため。
【提言】
◆女性起業家を対象とした融資制度などの周知を図っていただきたい。
◆様々な業種において女性企業家が増えていくことは，ひいては市の活性化にもつながると
思われます。女性起業家が増えにくい要因をさぐり，それに対処するための方策を検討してい
ただきたい。Ｂ

専門委員会評価

＇№45（起業
に関する情
報提供・支援

小口事業資金融資制度や空き店舗事業な

ど，起業に関する情報提供や女性起業家の
経験を聞く場をつくります。

昨年度に引き続き，男女平等推進センター内に

「もう一度働きたいあなたへ」という特集記事を
掲示したり，新聞記事などの情報を掲示して，

女性のための再就職支援情報を積極的に提供
した。託児をつけて女性の起業・再就職支援講
座を開催した。

◆施策の推進状況評価

＇№44（再就
職に関する
情報提供・支
援

男女平等人
権課(現：文

化と人権
課（

基本目標 ２．男女が平等に社会参画できるまち

課　題

事業名 担当課 計画記載の主な事業内容 所管課報告の25年度主な事業実績

男女平等推進センターの講座などをとおし

て，女性の再就職に役立つ情報の提供を行
います。職務能力の向上など就労にむけた

支援を行います。必要に応じて東京都の関
係機関と連携していきます。

男女平等人
権課(現：文

化と人権
課（

経済課

[男女]女性就業支援センターの補助を受けて，

託児つきで女性の起業・再就職支援講座「これ
からはじめる再就職支援大作戦」を開催した。

[経済]小口事業資金融資あっせん制度につい
て，市報，市ホームページ等で周知している。

B

【事業評価の視点】
①計画に沿った事業を行ったか②事業実施の際に男女平等推進の視点を盛り込んで行ったか又は実施した事業内容は男女平等・共同参画の

観点からみて適切・効果的であったか③事業実施により，男女平等推進の視点からみて成果を挙げることができたと考えられるか
【男女平等推進の視点】(国分寺市男女平等推進条例第３条第１項より（
＇事業No44・45（性別にかかわりなくだれもが，家庭内での協力及び社会的支援のもとに，子育て，介護等家族としての役割を果たすことと職場，

地域等において活動することとを両立できるようにすること

B

【評価の基準】
Ａ＝前年度よりも実績が上がった

Ｂ＝前年度と同様の実績があった
Ｃ＝前年度より実績が下がった又は
前年度よりも達成状況が下がった

Ｄ＝実績がなかった
達成＝計画所定の事業内容を達成し
た

休止・廃止＝計画所定の事業内容が

休止・廃止になった
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◆計画の体系

４．就労における男女平等の推進

施策＇４（働き方における格差の是正

〈協議会による施策別評価理由・今後の見通し〉

総じて昨年度並みの実施状況と評価される。
引き続き東京労働情報センター国分寺事務所と連携を図りながら，より効果的な
情報提供を進められたい。
市民・事業者に対して，男女雇用機会均等法，育児介護休業法，パートタイム労
働法，労働者派遣法等の内容について広報を行うことが必要である。また，東京
都との共催セミナーにとどまらず，全国の進んだ自治体の取組みを紹介するなど
市独自の取組みを工夫されたい。

推進委員会＇外部（評価 〈推進委員会による施策別評価理由と提言〉
【理由】実績がない課もあり，またセミナーも市として独自のものではなく，働き方の格差是正
を目的としたアクションとはとらえにくいため。
【提言】
◆市民・事業者に対して，男女雇用機会均等法，育児介護休業法，パートタイム労働法，労
働者派遣法等の内容の周知を行っていただきたい。

協議会＇総合（評価

Ｃ

Ｂ

基本目標 ２．男女が平等に社会参画できるまち

課　題

事業名 担当課 計画記載の主な事業内容 専門委員会評価

◆施策の推進状況評価

非正規雇用の現状や，パートタイム労働法，

労働者派遣法などについての理解を広げる

ため広報を行い，学習機会を提供します。

Ｂ

【事業評価の視点】

①計画に沿った事業を行ったか②事業実施の際に男女平等推進の視点を盛り込んで行ったか又は実施した事業内容は男女平等・共同参画の

観点からみて適切・効果的であったか③事業実施により，男女平等推進の視点からみて成果を挙げることができたと考えられるか

【男女平等推進の視点】(国分寺市男女平等推進条例第３条第１項より（

＇事業No4647（性別にかかわりなくだれもが，家庭内での協力及び社会的支援のもとに，子育て，介護等家族としての役割を果たすことと職場，

地域等において活動することとを両立できるようにすること

男女平等人

権課(現：文

化と人権

課（

経済課

所管課報告の25年度主な事業実績

Ｂ[男女]今年度は事業者に特化した取組みは行

わなかった。

[経済]男女雇用平等推進セミナーを東京労働

情報センターとの共催により開催し，育児・介護

休業法等の法改正について周知を行った＇事業

№41と同事業が記載対象（。

＇№46（事業
者へむけた
啓発･情報提
供

男女平等人

権課(現：文

化と人権

課（

経済課

各種制度や非正規雇用の現状に関する情報

提供を通じて，均等待遇にむけた事業者へ

の理解を深めます。

＇№47（市民
にむけた情
報提供

[男女]市報やホー

ムページ，ツイッ

ターなど様々な手

段での情報提供が

必要。

[経済]セミナーの

参加人数が大幅に

増えていることが

評価できる。

[男女]女性のための再就職支援講座の中で，

非正規雇用の現状について触れた。

[経済]東京都労働相談情報センター国分寺事

務所の主催で労働セミナーを共催で開催した。

関係機関からのチラシ等を掲載するとともに関

係窓口などに配架し情報提供を行った。

○セミナー内容：パートのための法律と社会保

険・税金セミナー＆相談会

○対象者：パートで働く予定の方・働いている

方・関心のある方＇アンケート回答者７０名のう

ち，男32名・女37名・無回答１名（

【評価の基準】
Ａ＝前年度よりも実績が上がった

Ｂ＝前年度と同様の実績があった
Ｃ＝前年度より実績が下がった又は
前年度よりも達成状況が下がった

Ｄ＝実績がなかった
達成＝計画所定の事業内容を達成し
た

休止・廃止＝計画所定の事業内容が

休止・廃止になった
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課題５ 男女共同参画を支える環境の充実 

◆計画の体系

施策＇１（　「ワーク・ライフ・バランス＇仕事と生活との調和（」の推進

〈協議会による施策別評価理由・今後の見通し〉

◆施策の推進状況評価

市民向けイベントでのイクメン職員の紹介など新たな取組みは成果として評価で
きる。引き続き，ワーク・ライフ・バランス研修や市民への積極的な情報提供を
行っていくことが重要である。
東京都などの外部のワーク・ライフ・バランスについてのイベントチラシやパンフ
レットの配架についても，利用者にとって分かりやすく手に取りやすい並べ方とな
るよう工夫されたい。

推進委員会＇外部（評価 〈推進委員会による施策別評価理由と提言〉

Ａ
【理由】ワークライフバランスの必要性についての認識が高まってきたと感じられるため。
【提言】
◆評価が全体的に見て低いように思える。この種のものは担当課の意欲喚起という性格もあ
るので，実績もしくは内容に改善点が見られれば，積極的にＡにしてよいと思われる。
◆連携に必要な所管課を掲げるだけで具体的な連携が見られないので，将来的に相互の連
携に努めるべきである。
◆イベントチラシやパンフレットの配架については，利用者目線でわかりやすい・手に取りやす
いような並べ方へと工夫をしていただきたい＇事業№48経済課（。

協議会＇総合（評価

Ａ

基本目標 ２．男女が平等に社会参画できるまち

課　題 ５．男女共同参画を支える環境の充実

事業名 専門委員会評価担当課 計画記載の主な事業内容 所管課報告の25年度主な事業実績

Ｂ

Ａ

【事業評価の視点】

①計画に沿った事業を行ったか　②事業実施の際に男女平等推進の視点を盛り込んで行ったか又は実施した事業内容は男女平等・共同参画
の観点からみて適切・効果的であったか　③事業実施により，男女平等推進の視点からみて成果を挙げることができたと考えられるか
【男女平等推進の視点】(国分寺市男女平等推進条例第３条第１項より（

＇事業No48・49（性別にかかわりなくだれもが，家庭内での協力及び社会的支援のもとに，子育て，介護等家族としての役割を果たすことと職場，
地域等において活動することとを両立できるようにすること

[職員]研修も実施

され，超過勤務の
削減にもしっかり

取り組んでおり評
価できる。
[男女]イクメン職員

の紹介は市民に好
評であり，新しい試

みとして評価でき
る。

[男女]イベントは新
しい取組みとして
評価できるが，引

き続き広報活動を
積極的に行ってい

くことが必要であ
る。

[職員]・前年度に引き続き，超過勤務削減に向
けて，啓発・指導を行った。通年で原則として超

過勤務を命じないこととした。超過勤務を命じる
場合は事前に職員課長に届け出ることとした。

・男性の育児休業取得者数は０名であった。出
産介護休暇についても56%，育児参加休暇
46.6%と前年度を下回った。

[男女]市民向けイベントの機会を活用し，国分
寺市役所内で育児をしながら仕事をしている男
性のスケジュール等を提示し，ワーク･ライフ･

バランスモデル事業所としての市のアピールを
市民にするとともに，庁内におけるワーク・ライ

フ・バランスの推進をはかった。上記の情報に
ついて庁内イントラネットで掲示し，最も市民に
好評だった市役所イクメン＇子育てを楽しみ，自

分自身も成長する男性（を表彰した。

＇№49（庁内
におけるワー
ク・ライフ・バ
ランスの推進

＇№48（ワー
ク・ライフ・バ
ランスに関す
る広報活動

男女平等人

権課(現：文
化と人権
課（

経済課

市報や情報誌，市ホームページなどにより，

ワーク・ライフ・バランスについて広報を行い
ます。
◇各種事業・制度についての情報提供

◇多様な働き方に関する情報提供
◇市内事業者の好事例の紹介と普及

[男女]ワーク・ライフ・バランスという言葉と概念

を子育て世代に浸透させるべく，多くの市民が
参加しやすいようなイベントを，子育て分野で活
動している市内の民間団体の協力を得て実施

した。イベント名「まちでハーモニーを楽しもうパ
パママ応援フェスティバル」。参加者にワーク・

ライフ・バランスを周知・啓発するために，コン
サート前に当課職員からワーク・ライフ・バラン
スについての話を行った。

[経済]東京都が主催するワークライフバランス
普及啓発イベントの広報を行った。

子育てや介護などと仕事とを両立できる環境
の充実を図ります。特定事業主行動計画に

基づき，次世代育成支援を進め，特に男性の
育児休業の取得率の向上を目指します。ま

たワーク・ライフ・バランスに資する休暇制度
の情報提供をします。
男性職員の育児休業取得率について，平成

28(2016)年までに対象者１割の取得を目指し
ます。そのために積極的に情報提供と意識
の啓発を行います。

職員課

男女平等人

権課(現：文
化と人権
課（

【評価の基準】
Ａ＝前年度よりも実績が上がった

Ｂ＝前年度と同様の実績があった
Ｃ＝前年度より実績が下がった又は
前年度よりも達成状況が下がった

Ｄ＝実績がなかった
達成＝計画所定の事業内容を達成し
た

休止・廃止＝計画所定の事業内容が

休止・廃止になった
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◆計画の体系

施策＇２（　子育てへの支援

保育園の待機児解消を進めます。延長保

育・病後児保育，学童保育所の保育時間の

延長など，保育サービスの充実，多様化を進

めます。

保育課

子育て支援

課

Ａ
[保育]待機児童数

は増えているもの

の，認可保育所の

開園と既存年の定

員の弾力化により

定員数を増やした

こと，成果として評

価できる。

[子支援]学童保育

所の延長保育の

可能時間が，新た

に２施設において１

時間延長されたこ

とが成果として評

価できる。

専門委員会評価

[保育]待機児童解消のため，認可保育所１施

設を開園し，定員を80名増やした。既存園の定

員弾力化も図り，18名を増員した結果，市内認

可保育所定員数が1,899名から1,997名へと増

加した(定員数：21年度1,276名，22年度1,358

名，23年度1,638名（。ただし，入所申込者が定

員拡大人数を上回り，待機児童数は平成24年

度の19名から53名に増加した＇待機児童数：平

成21年度101名，22年度74名，23年度39名（。

翌年度開園を目指し定員100名の施設の開設

準備に着手した。保育サービス充実のため，病

後児保育に加え病児保育事業を１施設＇定員２

名（で開始した。

[子支援]直営の学童保育所の三季休業中＇春・

夏・冬休み（保育時間での午前８時15分開所を

実施した。直営の学童保育所延長保育を試行

＇４／１～７／19の期間は19時まで保育（した。

学童保育所の指定管理業者による運営移行に

より，新たに２施設で、８時～19時＇従前は８時

30分～18時（に保育時間延長を実施した＇16施

設中７施設が実施（。

事業名

＇№51（保育
サービスの
充実

子育ては女性だけでなく，ともに行うものであ

ることを考える機会をつくります。

◇両親学級における父親参加の促進

◇父親の子育てセミナー等の開催

◇こどもの発達センターつくしんぼの父親参

画事業の実施◇親子ひろば事業や児童館で

の土曜日の父親と乳幼児の利用拡大

男女平等人権課は，上記の各課事業の機会

を活用し，男性の育児参加についての啓発を

行います。
健康推進課

子育て相談

室

子育て支援

課

男女平等人

権課(現：文

化と人権

課（

Ｂ

基本目標 ２．男女が平等に社会参画できるまち

課　題 ５．男女共同参画を支える環境の充実

＇№50（男女
がともに子育
てをするため
の意識づくり

担当課 計画記載の主な事業内容 所管課報告の25年度主な事業実績

[健推]両親学級は，ひかりクラス＇年６回・いず

れも土曜日（，わくわくクラス＇年４回・内２回土

曜日実施（の２種類を開催した。このうちひかり

クラスは主に父親が体験・実習する内容となっ

ている。

[子相談]通園教室の家庭支援骨子に基づき，

保護者交流会＇４月（，父親参観・講演会＇５

月（，父子園内宿泊訓練＇９月（，親子行事＇２

月（，卒園式＇３月（は，通園教室通園児の父親

に焦点をあてた事業として企画を行った。父親

が参加しやすいように土日に行事を設定し，特

に父親の積極的な行事への参加を呼び掛け，

父親が育児に参加することへの意識向上を

狙って支援を行った。定員20名の内，平均して

15名の父親が参加しており，意義のある行事と

なった。

[子支援]親子ひろばを中心とする子育ち・子育

て支援に関わる団体，市民が参加し，市とパー

トナーシップをもって活動している円卓会議と連

携し，親子ひろば等の事業の充実に取り組ん

だ。父親参加事業として，駅前子育てサロン・ス

ポーツセンター親子ひろばの土曜日開催を実

施した。父親が利用・参加しやすいように，児童

館を土曜日も開館し，また，親子ひろばフェス

ウィークを土・日に開催した。さらに，親子で参

加できる児童館合同遠足を実施した。

[男女]父親と子どもが一緒に料理をしていくこと

で，互いの良さや個性を認め合い，父親が育児

に積極的にかかわっていくことを目的として，講

座名「パパと作るプロの味親子で挑戦本格カ

レー」を健康推進課と共催で開催した。

【事業評価の視点】

①計画に沿った事業を行ったか　②事業実施の際に男女平等推進の視点を盛り込んで行ったか又は実施した事業内容は男女平等・共同参画

の観点からみて適切・効果的であったか　③事業実施により，男女平等推進の視点からみて成果を挙げることができたと考えられるか

【男女平等推進の視点】(国分寺市男女平等推進条例第３条第１項より（

＇事業No50・51・52・53・54（性別にかかわりなくだれもが，家庭内での協力及び社会的支援のもとに，子育て，介護等家族としての役割を果たす

ことと職場，地域等において活動することとを両立できるようにすること
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〈協議会による施策別評価理由・今後の見通し〉

ベビーシートやベビーキープの設置＇目標値：

20箇所（が完了しているため，利用者がやわか

りやすいよう，適切な場所で案内を掲示した。

赤ちゃん・ふらっと事業の対象施設を新たに３

箇所増やした。

[保育]保育所は保護者による不適切な養育等

が疑われる場合には，保育課や子ども家庭支

援センター，児童相談所などと連携し，要保護

児童対策地域協議会で検討するなど適切な対

応を図った。虐待がおきないよう，保護者への

対応にも保育に関する支援も行った。家庭で保

育をしている保護者から子どもの発達や成長

の相談を受けたり，その支援をするため，保育

所で地域支援事業を実施している。児童同士

が交流を図り，保護者は食育の講習や講話を

受講し，事業を通じて育児相談等の支援を行っ

た。男性が参加しやすい土曜日に行事を設定し

た。児童虐待には専門機関と連携し，情報を共

有するなど早期発見に努めた。

[子相談]家族や近隣から育児協力を得ることが

困難で，支援を必要とする家庭に育児支援ヘ

ルパーを派遣した。保護者が一時的に養育で

きない場合，お子さんを短期間預かるショート

ステイ事業を行った。虐待通告を始め，18歳未

満の子を持つ家庭の相談を電話，面談，訪問

などで対応した。

Ａ

Ｂ

[保育]公立保育園

での地域支援事業

の開催数・参加者

数ともに増加して

おり，成果として評

価できる。

赤ちゃん・ふらっと

事業の対象施設を

増やしたことは成

果として評価でき

る。

Ａ

◆施策の推進状況評価

保育所の定員拡大や19時までの延長保育が可能な児童館の増加，赤ちゃん・ふ
らっと事業対象施設の増加は成果として評価できる。引き続きサービスの充実を
図られたい。
保育所の実施する地域支援事業，親子ひろば，両親学級等の実施において，今
後も父親が参加しやすくなるよう工夫をされたい。

推進委員会＇外部（評価
〈推進委員会による施策別評価理由と提言〉

Ｂ
【理由】個々の施策にはＡのものもある反面，明らかに前年度を下回っているものもあるが，保
育所定員が大幅に増えていることを大きく評価した。総合的には昨年度と同程度の実績という
点で評価Ｂが妥当と思われる。
【提言】
◆記述部分を見ると数値化可能なものがあると思われるので，数値化できる部分の記述を望
む＇事業№51子育て支援課（。
◆「親子ひろば」については，参加者等の多尐の増減はあり得るが，施策の方向性としては
毎年一定である。したがって，参加者等の細かな数字の増減は，事業の評価の参考程度とす
べきであるといえる＇事業№52子育て支援課（。

協議会＇総合（評価

Ａ

＇№53（子育
てに関する
総合的な相
談・支援

保育課

子育て相談

室

子どもの健康や発達などの不安の軽減にむ

けて子育てに関する総合的な情報提供と支

援を行います。

児童虐待へきめ細やかに対応します。

＇№54（子ど
も連れで利
用しやすい
施設整備

子育て支援

課

◇市内公共施設において，ベビーシートやベ

ビーキープの設置等を進めます。

◇赤ちゃん・ふらっと事業の市内施設等設置

を促進し，市民に制度の周知を図ります。

＇№52（子育
てを支え合う
関係づくり

子育て相談

室

子育て支援

課

子育て中の親が孤立することなく，地域で支

え合える関係づくりを支援します。

◇ファミリーサポートセンター事業の充実

◇親子ひろば事業や児童館事業の充実

◇子育て関係団体のネットワークづくり

[子相談]育児の援助をしたい市民＇援助会員（

と育児援助をしてほしい市民＇利用会員（の登

録，援助活動の調整をファミリー・サポート・セ

ンター職員であるアドバイザーが行い，育児の

相互援助を全市的に広げた。働く女性への支

援として，ワーク･ライフ･バランスの視点で支援

実施した＇社会福祉協議会への委託事業（。利

用会員に比して，援助会員が尐ないため，講習

会等を実施し援助会員の増加に努めた。登録

のみで利用実績のない会員を整理し，実数把

握・実態把握に努めたため，数値は減尐したと

見える。

[子支援]子ども・子育て支援円卓会議と連携

し，子育て支援に関する団体及び市民と市内

の子育ち・子育て環境の充実を図った。国分寺

地域の親子ひろば事業を展開し，子どもの育

ち，子育ての悩みなどへのサポート充実を図っ

た。

【評価の基準】

Ａ＝前年度よりも実績が上がった

Ｂ＝前年度と同様の実績があった
Ｃ＝前年度より実績が下がった又は
前年度よりも達成状況が下がった

Ｄ＝実績がなかった

達成＝計画所定の事業内容を達成し

た

休止・廃止＝計画所定の事業内容が
休止・廃止になった
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◆計画の体系

施策＇３（　介護への支援

[高齢者]介護を要する状態に至ることを防ぐた
め，生活機能が低下＇疑含（している方を把握

し，進行を予防するための事業＇運動器機能向
上・口腔機能向上・栄養改善等（を委託により
市内２会場において実施した。参加者自身だけ

でなく家族の状態にも関心を持ち，介護予防の
取組を広げていけるような視点で実施した。委

託地域包括または地域相談センターを拠点に，
家族介護者教室と交流会を合わせて実施する
ことで，介護者同士の繋がりを深めた。うち1セ

ンターでは，男性介護者を中心とした懇談会を
継続して３年目となった。引き続き認知症高齢

者家族懇談会の開催支援を行った。
[介護]認知症に対して正しい知識を持って適切
に対応できる人材を育成するため｢認知症サ

ポーター養成講座」を14回開催した＇女性221
名，男性97名（。男性の参加が女性より多い会

場もあった。

＇№56（介護
者への支援

高齢者相談
室

介護保険課

高齢者相談
室

地域包括支援センターを中心に，介護につい
て総合的に情報提供を行います。高齢者虐

待を防止する取り組みを進め，関係機関と連
携し，適切に対応します。

＇№57（介護
に関する総
合的な相談
事業

総合相談件数の増加に伴い，地域包括支援セ
ンターの対応件数も増加した。＇１（総合相談に

おける相談実績：28,772件　＇２（権利擁護にお
ける相談実績：3,364件　＇３（高齢者虐待に関す

る対応＇緊急受理会議・個別ケース会議の開催
数（24回
高齢部門の関係者だけでは解決しない事例が

増加し，地域ケア会議の専門部会である権利
擁護部会においては多機関との連携による事

業の運営や日常的なケース支援の協力体制を
持つことができる場面を持つことができた。専門
的な助言が必要な事例では，精神科医・弁護

士・学識等をアドバイザーとし，適宜事例検討，
支援方針の確認，支援機関の役割整理等を

行った。

介護負担を軽減し，介護を社会全体で支えて
いくため，介護保険制度の普及・利用促進を

図るとともに，介護サービスの基盤整備を推
進します。
◇介護予防の取り組み

◇介護者の支え合い，仲間づくりの場の提供
男性介護者向けの講座などを通して，孤立し

がちな男性介護者に情報提供と支援を行い
ます。

基本目標 ２．男女が平等に社会参画できるまち

課　題 ５．男女共同参画を支える環境の充実

男性の生活自立の促進や介護に関わる性別
役割分担意識を解消するための情報提供や

学習機会の提供を行います。

【事業評価の視点】
①計画に沿った事業を行ったか　②事業実施の際に男女平等推進の視点を盛り込んで行ったか又は実施した事業内容は男女平等・共同参画

の観点からみて適切・効果的であったか　③事業実施により，男女平等推進の視点からみて成果を挙げることができたと考えられるか
【男女平等推進の視点】(国分寺市男女平等推進条例第３条第１項より（
＇事業No55・56・57（性別にかかわりなくだれもが，家庭内での協力及び社会的支援のもとに，子育て，介護等家族としての役割を果たすことと職

場，地域等において活動することとを両立できるようにすること

所管課報告の25年度主な事業実績担当課 計画記載の主な事業内容 専門委員会評価

[男女]NHKの有名番組のチーフプロデュー
サーによる講座を実施し，自分で行動できるう

ちから家族の間で老後について話合いがなさ
れる機会をもつことの大切さ，老後に自立する

ためには社会とつながりをもって事前に準備し
ておくことの必要性について情報を提供した。こ
の講座実施の際に，高齢者相談室職員に，市

での取組み・利用できる制度＇包括支援セン
ター（などの具体的に役立つ情報を提供した。

[高齢者]市全体を対象に講演会を行うととも
に，高齢期の身近な生活相談の窓口である委

託地域包括支援センター及び地域相談セン
ターにおいて，各地域の特色を生かした教室や
地域づくりのためのサロン等を実施した。介護

を要する状態に至ることの予防とその実践につ
いて，参加者が自身のこととして捉えられるよう

事業を遂行した。

＇№55（介護
における男
女共同参画
の意識づくり

男女平等人

権課(現：文
化と人権

課（

高齢者相談
室

事業名

Ｂ

Ｂ

Ｂ
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〈協議会による施策別評価理由・今後の見通し〉

Ｂ

Ｂ

〈推進委員会による施策別評価理由と提言〉

◆施策の推進状況評価

総じて昨年度並みの実施状況と評価される。
引き続き高齢男性の生活の自立促進，男性介護者への情報提供などの支援を
行っていく必要がある。また，関係機関や専門家と連携して，介護に関する総合
的な相談に対応していくことが重要である。

【理由】総合的には昨年度と同程度の実績という点で評価Ｂが妥当と思われるが，昨年度同
様，業務において男女平等的視点を反映させているという記述が乏しい。
【提言】
◆高齢者関係は自己点検票の記述が通常の所管業務の報告になっている。事業に真摯に取
り組んでいるのは感じられるが，高齢者にも男女別のニーズがあると思われる。その点を加味
して事業を行っていただきたい。
◆家事経験やケア経験の尐ない男性に向けての講座の実施，対応の必要性について，問題
意識をもって取り組んでいただきたい。

協議会＇総合（評価

推進委員会＇外部（評価

【評価の基準】

Ａ＝前年度よりも実績が上がった

Ｂ＝前年度と同様の実績があった
Ｃ＝前年度より実績が下がった又は
前年度よりも達成状況が下がった

Ｄ＝実績がなかった

達成＝計画所定の事業内容を達成し

た

休止・廃止＝計画所定の事業内容が
休止・廃止になった
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◆計画の体系

施策＇４（　生活の安定と自立の促進

[生福]ひとり親家庭＇母子世帯（の経済的自立
を支援するため，母子福祉資金貸付の貸付及
び自立支援給付金の支給を行った。

[子相談]申請のあったひとり親家庭へホームヘ
ルパーを派遣した。ひとり親の家庭内の問題や

自立支援に向けた課題への相談対応と各種
サービスの情報提供を行った。
[子支援]手当・医療助成制度の申請時に併せ

て受けるひとり親家庭に関連する諸制度につい
ては，ホームページや窓口説明用チラシにて

情報を提供し，広く制度の周知を行った。また，
市民課や生活福祉課，子育て相談室等の関係
部署と綿密な連携を図ることにより，対象となる

相談者に対しては前年度と同様に児童扶養手
当＇国（，児童育成手当＇都（及びひとり親家庭

等医療費助成＇市（の支給・助成を適正に行っ
た。

＇№60（ひとり
親家庭の生
活安定と自
立支援

生活福祉課

子育て相談
室

子育て支援
課

ひとり親家庭に対する相談事業をとおして生
活の安定を支援します。児童扶養手当，医療
費助成，母子福祉資金の貸付，自立支援給

付金など生活自立のための支援を行いま
す。また，就労相談を行い，経済的自立を支

援します。ひとり親ホームヘルプサービスの
派遣をとおして育児・家事の支援をします。

担当課

Ｂ

所管課報告の25年度主な事業実績

身体障害者相談員，知的障害者相談員が，福
祉センター及びひかりプラザで，月２回障害者

とその家族が地域で自立した生活をするために
抱えている様々な課題相談に対応した。電話に

よる相談＇随時（を受け，また，障害福祉サービ
スなどの情報提供も行ったりした。
相談支援と創作的活動などの事業を行う地域

活動支援センターⅠ型＇３か所（も種々の相談
を受け，情報提供を行った。

障害者就労支援センターにおいて，障害者の
自立を促進するための一般事業所への就労を
促す支援並びに，障害者と事業所とのコーディ

ネートを行った。また，就労希望者の積極的な
掘り起こしや障害者雇用に取り組む企業等へ

の支援等を行うために，地域開拓促進コーディ
ネーターを配置した。

地域包括ケア体制を推進するため，地域ケア
会議等各種会議において「認知症高齢者を地
域で支えるために」をテーマに地域における高

齢者への支援の現状を共有し，今後必要とされ
る基盤整備について協議・検討を行った。市内

の全地域包括支援センター職員による全体会
を開催し，相談拠点として取り組むべき課題の
抽出とセンターの業務遂行に必要なスキルの

習得のため研修会を行った。地域包括支援セ
ンターの各職種による連絡会を開催し，専門職

として地域で取り組む事業等の確認・課題解決
に向けた協議検討等を実施した。

専門委員会評価

【事業評価の視点】
①計画に沿った事業を行ったか　②事業実施の際に男女平等推進の視点を盛り込んで行ったか又は実施した事業内容は男女平等・共同参画

の観点からみて適切・効果的であったか　③事業実施により，男女平等推進の視点からみて成果を挙げることができたと考えられるか
【男女平等推進の視点】(国分寺市男女平等推進条例第３条第１項より（

＇事業No58・59・60・61（性別にかかわりなくだれもが，個人として尊重され，性別に起因する差別及び暴力がなく，ジェンダーによる固定的な役割
分担意識及びその役割分担意識に基づく社会的な制度又は慣行により，個人の社会における活動の自由な選択が妨げられることなく，多様な
生き方が選択できること

＇№58（高齢
者の自立支
援

＇№59（障害
者への支援

基本目標 ２．男女が平等に社会参画できるまち

課　題 ５．男女共同参画を支える環境の充実

障害者相談

室

障害者自立支援法に基づき，障害者の自立
を支えるための各種サービスを実施します。

高齢者が住みなれた地域で安心して暮らす
ことができるよう，さまざまな機関と連携して，
高齢者の暮らしを支援します。

事業名

高齢者相談

室

計画記載の主な事業内容

Ｂ

Ｂ
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〈協議会による施策別評価理由・今後の見通し〉

総じて昨年度並みの実施状況と評価される。
ひとり親家庭へのホームヘルパー派遣制度や助成金など様々な支援制度の周
知をより積極的に図られたい。
外国人への情報提供については，国際協会や関連部署と連携して効果的な方
法を検討していく必要がある。

Ｂ
【理由】昨年度と同程度の実績という点では評価Ｂが妥当と思われるため。
【提言】
◆効果があったというが，具体的にどのような効果かが読み取れないので，例えば母子福祉
資金貸付によって進学が可能になったとか，自立支援給付金によって就職が可能となった等
の人数や成果を明示していただきたい＇事業№60生活福祉課（。

協議会＇総合（評価

Ｂ

〈推進委員会による施策別評価理由と提言〉

(№61)外国
人への情報
提供

推進委員会＇外部（評価

◆施策の推進状況評価

「外国語版くらしのガイド～子育て情報版」を，
昨年度に引き続き配架し，子育てに係る手続き
や市役所の窓口，サービスや支援制度などの
情報提供を行った。「市と国際協会との情報交
換会」を開催し，市関係部署と国際協会とで，
外国人への効果的な情報提供について話し
合った。
「外国人おかあさん交流会」を開催し，日本人と
外国人の母親の交流を支援した＇国分寺市国
際協会主催（。「親子日本語サロン」を開催し，
外国籍の母親の日本語学習を支援した＇国分
寺市国際協会（。「外国籍保護者のための小学
校入学ガイダンス」冊子発行と説明会により，
小学校入学にあたって必要な情報を提供した。

外国人への効果的な情報提供の仕方につい
て検討し，実地します。

文化のまち
づくり課(現：
協働コミュ
ニティ課（

Ｂ

【評価の基準】
Ａ＝前年度よりも実績が上がった

Ｂ＝前年度と同様の実績があった
Ｃ＝前年度より実績が下がった又は前
年度よりも達成状況が下がった

Ｄ＝実績がなかった
達成＝計画所定の事業内容を達成し
た

休止・廃止＝計画所定の事業内容が休

止・廃止になった
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◆計画の体系

施策＇５（　高齢者の虐待防止

〈協議会による施策別評価理由・今後の見通し〉

総じて昨年度並みの実施状況と評価される。
高齢者虐待防止ネットワーク代表者会議・実務者会議の開催により，情報の共
有を図られたい。

専門委員会評価

高齢者虐待予防と被虐待者の保護支援につ

いて適切な情報提供をし，関係機関の連携を

深めます。

担当課

Ｂ

所管課報告の25年度主な事業実績

〈推進委員会による施策別評価理由と提言〉

Ｂ

◆施策の推進状況評価

Ｂ

高齢者相談

室

男女平等人

権課(現：文

化と人権

課（

推進委員会＇外部（評価
【理由】昨年度と同程度の実績という点では評価Ｂが妥当と思われるため。【提言】
◆高齢者虐待は，息子から母親への暴力が圧倒的に多いことが示すように，ジェンダー的視
点と関係が深い分野と思える。担当部署はこのような視点で日々の業務を見直していただき
たい。
◆男性は人をケアすることに慣れておらず，また弱音を吐きづらいという傾向があると思われ
る。予防策も含めて，男女平等の視点からの対策を練ることが効果的であると考える。

協議会＇総合（評価

計画記載の主な事業内容

[高齢者]高齢者虐待防止ネットワーク実務者会

議は開催しなかったが，虐待対応として実務者

会議の下部組織である緊急受理会議，個別

ケース会議を開くことで個々のケースに適切に

対応した。障害者部門においても上記と同様の

障害者虐待防止ネットワークの整備にむけて

検討が進められており，合同会議にむけて平

成25年度は準備を連携で行った。

[男女]会議の開催はなかったが，高齢であるＤ

Ｖ被害者の相談に対して常日頃から連携をとり

適切な支援を行った。犯罪＇投資詐欺（に巻き

込まれたと思われる相談者の支援にあたった。

＇№62（「高
齢者虐待防
止ネットワー
ク実務者会
議」による連
携の強化

基本目標 ２．男女が平等に社会参画できるまち

課　題 ５．男女共同参画を支える環境の充実

事業名

【事業評価の視点】

①計画に沿った事業を行ったか　②事業実施の際に男女平等推進の視点を盛り込んで行ったか又は実施した事業内容は男女平等・共同参画

の観点からみて適切・効果的であったか　③事業実施により，男女平等推進の視点からみて成果を挙げることができたと考えられるか

【男女平等推進の視点】(国分寺市男女平等推進条例第３条第１項より（

＇事業No62（性別にかかわりなくだれもが，個人として尊重され，性別に起因する差別及び暴力がなく，ジェンダーによる固定的な役割分担意識

及びその役割分担意識に基づく社会的な制度又は慣行により，個人の社会における活動の自由な選択が妨げられることなく，多様な生き方が選

択できること

【評価の基準】
Ａ＝前年度よりも実績が上がった

Ｂ＝前年度と同様の実績があった
Ｃ＝前年度より実績が下がった又は
前年度よりも達成状況が下がった

Ｄ＝実績がなかった
達成＝計画所定の事業内容を達成し
た

休止・廃止＝計画所定の事業内容が

休止・廃止になった
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課題６ 政策・方針等の意思決定への男女共同参画 
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〈協議会による施策別評価理由・今後の見通し〉

総じて昨年度並みの実施状況と評される。
多様化する市民の意見を市政に十分に反映するためにも，審議会委員には男女
双方の参加がなされるよう，委員の選任基準の規定・通達等の改正を視野に検
討されたい。
女性職員の配置の偏りの解消については，機構改革後の結果の点検をしっかり
と実施されたい。
国分寺市の女性管理職の割合は，東京都や23区，26市の平均と比較しても依然
低い状況であり，目標に向けての一層の取組みが必要である。

 ◆施策の推進状況評価

Ｂ
【理由】前年度と比較して，施策の方向性に改善は見られず，昨年度と同程度の実績という点
で評価Ｂが妥当と思われるため。
【提言】
◆　№63について。審議会の設置目的の一つには，多様化する市民の意見を市政に十分に
反映できるようにすることがあると考えられる。性別によっても視点は異なるため，審議会の委
員には男女双方の参加が効果的であろう。いわゆる「あて職」については，既存の規定いかん
にかかわらず，本当にその職に就いている方でなければならないのか，各所管課には規定の
改正を視野に入れて改めて検討をしていただきたい。
◆　№64について。女性職員の配置の偏り解消については，ここ数年解消の方向性がみられ
たが，今年度は機構改革が行われており結果として若干後退していることが懸念されます。
偏りの解消について点検をして前進していっていただきたい。また，課ごとの性別偏在の解消
なども指標となりうると思われる。
◆　№65について。10％の目標値は努力で実現できるものであると考えられる。目標の実現
に向けて具体的な取組みをなされたい＇例えば管理職の魅力をアピールするチラシを作成する
など（。所管課に取組みに向けての具体的な姿勢を示していただくことを望む。

協議会＇総合（評価

Ｂ

推進委員会＇外部（評価 〈推進委員会による施策別評価理由と提言〉

【評価の基準】

Ａ＝前年度よりも実績が上がった

Ｂ＝前年度と同様の実績があった
Ｃ＝前年度より実績が下がった又は前年

度よりも達成状況が下がった

Ｄ＝実績がなかった

達成＝計画所定の事業内容を達成した

休止・廃止＝計画所定の事業内容が休

止・廃止になった
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◆計画の体系

施策 ＇２（地域における男女共同参画

リーダー育成を主目的とする講座は実施しな

かったが，講座受講によって女性の活躍につな

がるようにという視点は常に持って主催講座を

実施した。

男女平等推進センター情報誌の，新たな市民

編集委員として公募委員とこちらから声かけし

た方を迎えることができ，市内で活躍する女性

にインタビューする記事を多く掲載したことによ

り，女性の活躍につながるよう取組んだ。

＇№68（女性
リーダーの育
成

男女平等人

権課(現：文

化と人権

課（

男女平等推進センターにおいて，審議会など

さまざまな場での女性の活躍につながる講

座などを開催します。

Ａ

事業名 担当課 計画記載の主な事業内容

Ｂ

女性リーダー育成

を主目的にはして

いないものの，女

性の活躍につなが

るような視点で

行った講座が回

数・人数ともに増え

ている点が評価で

きる。

市民活動センター登録団体と地域の企業や自

治会・町内会の連携を目的に，市内を４つの地

域に区切り，各地域センターで「地域・団体交流

会」を開催した。

第１回＜東＞：本町・单町地域センター＇17団体

38名（，第２回＜西＞：西町地域センター＇16団

体30名（，第３回＜单＞：内藤地域センター＇14

団体29名（，第４回＜北＞：北町地域センター

＇８団体27名（，第５回＜結＞：本多公民館　＇16

団体53名（

他市市民活動センターの担当者を招き，他市で

の取組などについてお話いただき，市民活動セ

ンターについて考えて貰う為のきっかけとして

「市民活動とその支援～センターを知る・考え

る」を開催した。

第１回＇20名（：ゲストスピーカー　府中NPOボラ

ンティア活動センター　松木紀美子事務局長

，第２回＇10名（：ゲストスピーカー　小平市民活

動支援センターあすぴあ　谷原裕子センター長

市民活動フェスティバルでは，男女とも前年を

上回る参加で市民活動の活性化が図られた。

＇来場者数500人　27団体出展（。

＇№67（市民
活動への支
援

協働コミュ

ニティ課

情報や場の提供を通じて，さまざまな市民活

動に対する支援を行います。

基本目標 ２．男女が平等に社会参画できるまち

課　題 ６．政策・方針等の意思決定への男女共同参画

[公民]男性が地域活動に参加するきっかけとな

るような場として講座を実施した。光公民館で

は，食生活講座＇３回の連続講座（を男性限定

で実施した。平成22年度より実施しており，24

年度実施した講座からはグループが誕生しH25

年度より活動している。お父さん応援講座は男

性の生き方暮らし方を男性学から学んだ。参加

者は男性に限らず女性の参加もあった。他館

は男性に限定して講座は開催していないが，男

性参加者の多い講座もあった。

[男女]男性の地域参画を促進するために，２か

年にわたるプロジェクトを考案し，その第一弾と

して料理講座を実施した。料理講座実施の際に

は，申込時に予め関心のある分野をたずね，参

加者を関心分野ごとにグループ分けし，各グ

ループに関心分野において地域で活動してい

る先輩男性に入ってもらい，参加者が地域活動

に興味をもって参加するきっかけとなるように工

夫をした。

専門委員会評価

＇№66（男性
の地域参画
の促進

公民館課

男女平等人

権課(現：文

化と人権

課（

所管課報告の25年度主な事業実績

公民館や男女平等推進センターの講座など

を通じて，男性が地域でのつながりを広げる

ことのできる機会をつくります。

【事業評価の視点】

①計画に沿った事業を行ったか②事業実施の際に男女平等推進の視点を盛り込んで行ったか又は実施した事業内容は男女平等・共同参画の

観点からみて適切・効果的であったか③事業実施により，男女平等推進の視点からみて成果を挙げることができたと考えられるか

【男女平等推進の視点】(国分寺市男女平等推進条例第３条第１項より（

＇事業No66・67・68（市における政策又は事業者等における方針の立案若しくは決定をはじめとするあらゆる場に，性別にかかわりなくだれもが対

等に参加できること

Ａ
[公民]継続して男

性が地域活動に参

加するきっかけと

なる講座がしっか

り行われている。

[男女]２か年にわ

たるプロジェクトに

基づき講座を行っ

ている点は新しい

試みとして評価で

きる。
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〈協議会による施策別評価理由・今後の見通し〉

◆施策の推進状況評価

男性の地域活動に参加するきっかけとなる講座が行われたり，男女ともに多くの
市民が参加できるイベントが実施されたり，実績が上がっている。
引き続き男性の地域活動に参加するきっかけとなるような講座を開催されたい。
また，今後も男女ともに多くの市民が参加できる事業を行うことで地域活性化を
担う人材を育成し，市民活動の裾野を広げていくことが重要である。

推進委員会＇外部（評価 〈推進委員会による施策別評価理由と提言〉

Ａ
【理由】予算や実施事業が充実し，非常に意欲が感じられる。
【提言】
◆活動実績は上がっており，自己評価も積極的にＡにしてよいと思われる。
◆本分野は今後の男女共同参画の重要な施策目標となると思われるので，今後とも一層の
努力をお願いしたい。協議会＇総合（評価

Ａ
【評価の基準】
Ａ＝前年度よりも実績が上がった

Ｂ＝前年度と同様の実績があった
Ｃ＝前年度より実績が下がった又は
前年度よりも達成状況が下がった

Ｄ＝実績がなかった
達成＝計画所定の事業内容を達成し
た

休止・廃止＝計画所定の事業内容が

休止・廃止になった
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◆計画の体系

施策 ＇３（新たに取り組みを必要とする分野への男女共同参画

〈協議会による施策別評価理由・今後の見通し〉

基本目標 ２．男女が平等に社会参画できるまち

課　題 ６．政策・方針等の意思決定への男女共同参画

担当課

【事業評価の視点】

①計画に沿った事業を行ったか②事業実施の際に男女平等推進の視点を盛り込んで行ったか又は実施した事業内容は男女平等・共同参画の

観点からみて適切・効果的であったか③事業実施により，男女平等推進の視点からみて成果を挙げることができたと考えられるか

【男女平等推進の視点】(国分寺市男女平等推進条例第３条第１項より（

＇事業No69・70（市における政策又は事業者等における方針の立案若しくは決定をはじめとするあらゆる場に，性別にかかわりなくだれもが対等

に参加できること

専門委員会評価事業名 計画記載の主な事業内容 所管課報告の25年度主な事業実績

Ｂ

Ａ
[くらし]女性の防災

会議委員を増やす

ことを視野に，条

例改正し，実際に

女性への委嘱に

至ったことは成果

として評価できる。

経済課

市内の農業において女性が果たしている役

割の重要性に照らして，女性の農業経営参

画につながる「家族経営協定」締結を促進し

ます。

[都市]都市計画審議会の２号委員＇議員選出

委員（について，平成25年度中に改選を行い，

２名の女性委員へ委嘱を行った。

[くらし]女性の防災会議委員を増やすことを視

野に入れ，国分寺市防災会議条例を改正し，

委員の選任方法として「その他市長が特に必要

と認める者」を追加した。条例改正後，この条項

に基づき日頃から熱心に防災活動を行っている

女性１名を防災会議委員として委嘱した。ただ

し，平成25年度は，委嘱していた女性部長職が

退職となり，その後の女性部長職はいないた

め，平成24年度と比べて１名減となった。

「避難所生活における男女のニーズの違いを踏

まえた対策」や「避難所運営への女性の参画」

について，国分寺市地域防災計画に明確に位

置づけた。

＇№69（都市
計画・防災分
野への男女
共同参画

業経営計画認定につき３経営体が家族経営協

定を締結した(家族経営協定締結件数/全経営

体数＝18/49，締結実績は36.7％（。※平成25

年度末時点。

認定農業者を対象とした個人直売所魅力アッ

プセミナーを開催した＇市・東京都農業会議共

催（。

女性の農業者を対象とした交流やバス見学ツ

アーを開催した＇東京都農業会議主催（。

＇№70（農業
経営への男
女共同参画

都市計画課

＇現：都市企

画課（

くらしの安

全課＇現：防

災安全課（

まちの将来像を定めるマスタープラン策定の

場など，都市計画の分野への女性の参画を

推進します。

◆施策の推進状況評価

女性の防災会議委員を増やすことを視野に，条例改正し，実際に女性への委嘱
に至ったことは成果として評価できる。
都市計画審議会や防災会議の委員選任の際には，積極的に女性委員の増員を
図ることが重要である。

【理由】都市計画審議会と防災会議委員への女性参加は数値的には下がっているが，必要性につい

ての認識は増しており，次回の改選時に改善されることが期待できるため。

【提言】

◆都市計画や防災などにおいて，委員の数だけでなく日常活動への女性参加の促進も考えるべき。

◆どこから女性農業者をエンパワーメントできるか再考していただきたい。女性農業者が元気な地域

は，農業が活性化し，元気な地域となれると考える。

推進委員会＇外部（評価 〈推進委員会による施策別評価理由と提言〉

Ａ

協議会＇総合（評価

Ａ
【評価の基準】
Ａ＝前年度よりも実績が上がった

Ｂ＝前年度と同様の実績があった
Ｃ＝前年度より実績が下がった又は
前年度よりも達成状況が下がった

Ｄ＝実績がなかった
達成＝計画所定の事業内容を達成し
た

休止・廃止＝計画所定の事業内容が

休止・廃止になった
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Ⅳ 数値目標の達成状況  

数値目標は，計画実施期間内に達成すべき数値の目標として計画で設定しているも

のです。 

１ 庁内におけるワークライフバランスの推進（事業№.49） 
数値目標 

男性職員の育児休業取得率 
計画策定当初 平成 25 年度 

対象者１割の取得 ５％（１人） ０％(０人) 

 

２ 審議会等の委員における性による偏りの解消（事業 No.63） 

数値目標：審議会等の委員において一方の性が４割を下回らないようにする。 

【各種審議会等における女性の割合】※平成 26 年４月１日時点  文化と人権課調べ 

①行政委員会（地方自治法第 180 条の５参照） 

人数 割合 人数 割合

教育委員会
教育総務課（旧：

庶務課）

地方教育行政の組織及び運営に関

する法律
5 3 60% 2 40.0%

選挙管理委員会
選挙管理委員会事

務局
地方自治法第181条 4 3 75% 1 25.0%

農業委員会 農業委員会事務局

農業委員会等に関する法律（13

人）・国分寺市農業委員会の委員

の定数に関する条例（2人）

15 14 93% 1 6.7%

固定資産評価審査委員会
情報管理課（旧：

総務課）

地方税法・国分寺市固定資産評価

審査委員会条例
3 3 100% 0 0.0%

監査委員 監査委員事務局 地方自治法第195条 2 2 100% 0 0.0%

うち女性
名称 庶務担当課 根拠法令 委員数

うち男性

 

②付属機関等法律・条例により設置されている委員会等（地方自治法第 202 条の３等） 

人数 割合 人数 割合

国分寺市表彰審査委員会
秘書担当（旧：秘

書課）
国分寺市表彰条例 5 3 60% 2 40.0%

国分寺市補助金等審査会 財政課 国分寺市補助金等審査会条例 5 3 60% 2 40.0%

国分寺市行政改革推進委員会
市政戦略室（旧：

政策経営課）

国分寺市行政改革推進委員会設置

条例
8 6 75% 2 25.0%

国分寺市オンブズパーソン
政策経営課（旧：

総合情報課）
国分寺オンブズパーソン条例 1 1 100% 0 0.0%

国分寺市情報公開・個人情報保護審議会
情報管理課（旧：

政策法務課）

国分寺市情報公開・個人情報保護

審議会設置条例
12 9 75% 3 25.0%

国分寺市情報公開・個人情報保護審査会
情報管理課（旧：

政策法務課）

国分寺市情報公開・個人情報保護

審査会設置条例
5 4 80% 1 20.0%

国分寺市政治倫理審査会
政策法務課（旧：

総務課）
国分寺市政治倫理条例 5 3 60% 2 40.0%

非常勤職員等公務災害補償等審査会 職員課
国分寺市議会の議員その他非常勤

の公務災害補償等に関する条例
3 3 100% 0 0.0%

国分寺市職員懲戒審査会 職員課 国分寺市職員懲戒審査会設置条例 3 2 67% 1 33.3%

国分寺市職員倫理審査会 職員課 国分寺市職員倫理条例 3 2 67% 1 33.3%

国分寺市公益監察員 職員課 国分寺市職員等の公正な職務の執行の確保に関する条例1 1 100% 0 0.0%

国分寺市特別職報酬等審議会 職員課
国分寺市特別職報酬等審議会設置

条例

国分寺市公共調達委員会
契約管財課（旧：

総務課）
国分寺市公共調達条例 5 5 100% 0 0.0%

国分寺市国民保護協議会
防災安全課（旧：

くらしの安全課）

国民保護法・国分寺市国民保護協

議会条例
32 30 94% 2 6.3%

うち女性

未任命

名称 庶務担当課 根拠法令 委員数
うち男性
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国分寺市防災会議
防災安全課（旧：

くらしの安全課）

災害対策基本法・国分寺市防災会

議条例
33 30 91% 3 9.1%

国分寺市小口事業資金融資審査委員会 経済課 国分寺市小口事業資金融資条例

国分寺市商店街近代化等事業資金助成審

査会
経済課

国分寺市商店街近代化等事業資金

助成条例

国分寺市消費生活審議会 経済課 国分寺市消費生活条例 6 3 50% 3 50.0%

国分寺市被害救済委員会 経済課 国分寺市消費生活条例

国分寺市認定農業者審査会 経済課
国分寺市認定農業者審査会設置条

例
5 5 100% 0 0.0%

国分寺市男女平等推進委員会
文化と人権課（旧：男女

平等人権課）
国分寺市男女平等推進条例 10 4 40% 6 60.0%

国分寺市介護保険運営協議会 介護保険課 国分寺市介護保険条例 15 11 73% 4 26.7%

国分寺市介護認定審査会 介護保険課
介護保険法・国分寺市介護保険条

例
54 35 65% 19 35.2%

国分寺市予防接種健康被害調査委員会 健康推進課
国分寺市予防接種健康被害調査委

員会条例
5 3 60% 2 40.0%

国分寺市市民健康づくり推進会議 健康推進課
国分寺市市民健康づくり推進会議

条例

国分寺市民生委員推せん会
生活福祉課（現：

地域福祉課）
民生委員法

国分寺市地域包括支援センター運営協議

会
高齢者相談室

国分寺市地域包括支援センター運

営協議会設置条例
12 9 75% 3 25.0%

国分寺市老人ホーム入所判定委員会 高齢者相談室
国分寺市老人ホーム入所判定委員

会条例
5 3 60% 2 40.0%

国分寺市障害支援区分認定審査会 障害者相談室
国分寺市障害支援区分認定審査会

設置条例
10 9 90% 1 10.0%

国分寺市障害者自立支援協議会 障害者相談室
国分寺市障害者自立支援協議会設

置条例
11 6 55% 5 45.5%

国分寺市国民健康保険運営協議会 保険課
国民健康保険法・国分寺市国民健

康保険条例
16 15 94% 1 6.3%

国分寺市保育費等検討委員会 保育課
国分寺市保育費等検討委員会設置

条例

国分寺市立学童保育所使用料検討委員会 子育て支援課
国分寺市立学童保育所使用料検討

委員会条例

国分寺市立子ども家庭支援センター運営

協議会
子育て相談室

国分寺市立子ども家庭支援セン

ター運営協議会設置条例
12 4 33% 8 66.7%

国分寺市都市計画審議会
都市企画課（旧：

都市計画課）

都市計画法・国分寺市都市計画審

議会条例
16 13 81% 3 18.8%

国分寺市まちづくり市民会議
まちづくり推進課（旧：

都市計画課）
国分寺市まちづくり条例 13 10 77% 3 23.1%

国分寺市開発事業調停委員会
まちづくり推進課（旧：

都市計画課）
国分寺市まちづくり条例 4 2 50% 2 50.0%

国分寺市建築審査会 建築指導課
建築基準法・国分寺市建築審査会

設置条例
5 3 60% 2 40.0%

国分寺市交通安全対策協議会
事業計画課（旧：

道路管理課）
国分寺市交通安全対策協議会条例 15 12 80% 3 20.0%

国分寺市財産価格審議会
事業計画課（旧：

用地課）
国分寺市財産価格審議会条例 6 4 67% 2 33.3%

国分寺市湧水等保全審議会
緑と建築課（旧：

緑と水と公園課）

国分寺市湧水及び地下水の保全に

関する条例
5 5 100% 0 0.0%

国分寺市緑化推進協議会
緑と建築課（旧：

緑と水と公園課）

国分寺市の緑の保護と推進に関す

る条例
14 11 79% 3 21.4%

国分寺市廃棄物の減量及び再利用推進審

議会

ごみ減量推進課（旧：ご

み対策課）

国分寺市廃棄物の処理及び減量並

びに再利用に関する条例
15 7 47% 8 53.3%

国分寺市環境審議会 環境計画課 国分寺市環境基本条例 12 10 83% 2 16.7%

国分寺市公害対策協議会 環境計画課 国分寺市公害防止条例

国分寺市国分寺駅北口地区第一種市街地

再開発審査会

国分寺駅周辺整備

課

国分寺都市計画事業国分寺駅北口

地区第一種市街地再開発事業の施

行に関する条例

6 6 100% 0 0.0%

国分寺市市街地再開発事業融資あっせん

審査会

国分寺駅周辺整備

課

国分寺市市街地再開発事業に係る

権利者に対する融資あっせん及び

助成に関する条例

5 5 100% 0 0.0%

国分寺市奨学資金審議会
教育総務課（旧：

庶務課）
国分寺市奨学資金支給条例

H25年度で条例は段階的な廃止とされ，今年度は必要に応

じ委嘱等を行うため，調査日現在では委嘱していない

活動実績なし

活動実績なし

活動実績なし

調査時点以降に任命予定

活動実績なし

平成10年以降活動実績なし

活動実績なし

活動実績なし
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国分寺市コミュニティ・スクール協議会

（第７小学校）
学校指導課

地方教育行政の組織及び運営に関

する法律
11 5 45% 6 54.5%

国分寺市コミュニティ・スクール協議会

（第８小学校）
学校指導課

地方教育行政の組織及び運営に関

する法律
11 7 64% 4 36.4%

国分寺市社会教育委員
社会教育・スポー

ツ振興課

国分寺市社会教育委員の設置に関

する条例
9 4 44% 5 55.6%

国分寺市青少年委員
社会教育・スポー

ツ振興課

国分寺市青少年委員の設置に関す

る条例
11 3 27% 8 72.7%

青少年問題協議会委員
社会教育・スポー

ツ振興課
国分寺市青少年問題協議会条例 15 10 67% 5 33.3%

スポーツ推進委員
社会教育・スポー

ツ振興課
スポーツ基本法 13 5 38% 8 61.5%

国分寺市文化財保護審議会 ふるさと文化財課
国分寺市文化財の保存と活用に関

する条例
5 5 100% 0 0.0%

国分寺市史跡武蔵国分寺跡保存整備委員

会
ふるさと文化財課

国分寺市史跡武蔵国分寺跡保存整

備委員会設置条例
9 9 100% 0 0.0%

国分寺市本多公民館運営審議会
公民館課（旧：各

公民館）

社会教育法・国分寺市立公民館設

置及び管理に関する条例
7 3 43% 4 57.1%

国分寺市立恋ヶ窪公民館運営審議会
公民館課（旧：各

公民館）

社会教育法・国分寺市立公民館設

置及び管理に関する条例
7 2 29% 5 71.4%

国分寺市立光公民館運営審議会
公民館課（旧：各

公民館）

社会教育法・国分寺市立公民館設

置及び管理に関する条例
7 4 57% 3 42.9%

国分寺市立もとまち公民館運営審議会
公民館課（旧：各

公民館）

社会教育法・国分寺市立公民館設

置及び管理に関する条例
7 4 57% 3 42.9%

国分寺市立並木公民館運営審議会
公民館課（旧：各

公民館）

社会教育法・国分寺市立公民館設

置及び管理に関する条例
7 4 57% 3 42.9%

国分寺市図書館運営協議会
図書館課（旧：図

書館）
図書館法・国分寺市立図書館条例 10 5 50% 5 50.0%

③設置要綱などにより，市長の私的諮問機関として設置されている審議会等 

人数 割合 人数 割合

国分寺市指定管理者候補者選定委員会
契約管財課（旧：

総務課）

国分寺市指定管理者候補者選定委

員会設置要綱
7 7 100% 0 0.0%

国分寺市指定管理者評価委員会
契約管財課（旧：

総務課）

国分寺市指定管理者評価委員会設

置要綱
7 6 86% 1 14.3%

国分寺市就労支援地域連絡会 経済課
国分寺市就労支援地域連絡会設置

要綱
5 5 100% 0 0.0%

国分寺市認定農業者相談支援チーム 経済課
国分寺市認定農業者相談支援チー

ム設置要綱
7 6 86% 1 14.3%

国分寺市協働事業審査会
協働コミュニティ

課
国分寺市協働事業審査会設置要綱 6 4 67% 2 33.3%

国分寺市市民活動推進事業等審査会

文化と人権課（旧：協働

コミュニティ課及び文化

のまちづくり課）

国分寺市市民活動推進事業等審査

会設置要綱
7 5 71% 2 28.6%

国分寺市文化振興市民会議
文化と人権課（旧：文化

のまちづくり課）

国分寺市文化振興市民会議設置要

綱
20 14 70% 6 30.0%

国分寺市立いずみホール運営委員会
文化と人権課（旧：文化

のまちづくり課）

国分寺市立いずみホール運営委員

会設置要綱
6 4 67% 2 33.3%

国分寺市子育て・子育ちいきいき計画推

進協議会
子育て支援課

国分寺市子育て・子育ちいきいき

計画推進協議会設置要綱

国分寺市要保護児童対策地域協議会（代

表者会議）
子育て相談室

国分寺市要保護児童対策地域協議

会設置要綱
21 15 71% 6 28.6%

国分寺市要保護児童対策地域協議会（実

務者会議）
子育て相談室

国分寺市要保護児童対策地域協議

会設置要綱
14 11 79% 3 21.4%

国分寺市まちづくり活動助成審査会
まちづくり推進課（旧：

都市計画課）

国分寺市まちづくり活動助成審査

会設置要綱

国分寺市地域公共交通会議
事業計画課（旧：

道路管理課）

国分寺市地域公共交通会議設置要

綱
12 12 100% 0 0.0%

国分寺市環境推進管理委員会 環境計画課
国分寺市環境推進管理委員会設置

要綱
12 11 92% 1 8.3%

国分寺市立小中学校給食費検討委員会 学務課
国分寺市立小中学校給食費検討委

員会設置要綱

国分寺市立小学校給食調理業務委託によ

る調理業務検証委員会
学務課

国分寺市立小学校給食調理業務委

託による調理業務検証委員会設置

要綱

活動実績なし

うち女性
名称 庶務担当課 根拠法令 委員数

うち男性

調査時点以降に任命

常設委員会ではないためH24･25活動なし

活動実績なし

 

 



62 

 

国分寺市個別支援委員会 学校指導課 国分寺市個別支援委員会設置要綱 38 14 37% 24 63.2%

国分寺市中学校自閉症・情緒障害特別支

援学級等設置検討委員会
学校指導課

国分寺市立中学校自閉症・情緒障

害特別支援学級等設置検討委員会

設置要綱

国分寺市立第一小学校学校運営協議会 学校指導課
国分寺市公立学校運営協議会設置

要綱
8 4 50% 4 50.0%

国分寺市立第二小学校学校運営協議会 学校指導課
国分寺市公立学校運営協議会設置

要綱
8 5 63% 3 37.5%

国分寺市立第三小学校学校運営協議会 学校指導課
国分寺市公立学校運営協議会設置

要綱
8 3 38% 5 62.5%

国分寺市立第四小学校学校運営協議会 学校指導課
国分寺市公立学校運営協議会設置

要綱
8 5 63% 3 37.5%

国分寺市立第五小学校学校運営協議会 学校指導課
国分寺市公立学校運営協議会設置

要綱
8 2 25% 6 75.0%

国分寺市立第六小学校学校運営協議会 学校指導課
国分寺市公立学校運営協議会設置

要綱
8 5 63% 3 37.5%

国分寺市立第九小学校学校運営協議会 学校指導課
国分寺市公立学校運営協議会設置

要綱
8 3 38% 5 62.5%

国分寺市立第十小学校学校運営協議会 学校指導課
国分寺市公立学校運営協議会設置

要綱
8 2 25% 6 75.0%

国分寺市立第一中学校学校運営協議会 学校指導課
国分寺市公立学校運営協議会設置

要綱
8 6 75% 2 25.0%

国分寺市立第二中学校学校運営協議会 学校指導課
国分寺市公立学校運営協議会設置

要綱
8 6 75% 2 25.0%

国分寺市立第三中学校学校運営協議会 学校指導課
国分寺市公立学校運営協議会設置

要綱
8 4 50% 4 50.0%

国分寺市立第四中学校学校運営協議会 学校指導課
国分寺市公立学校運営協議会設置

要綱
8 4 50% 4 50.0%

国分寺市立第五中学校学校運営協議会 学校指導課
国分寺市公立学校運営協議会設置

要綱
8 5 63% 3 37.5%

活動実績なし

 

 

３ 女性管理職の登用促進（事業 No.65） 

 
数値目標 

市の管理職の女性比率 計画策定当初 平成 25 年度 

25％ 

※平成 24 年度行動計画より 10％ 
6.3％（４人） 6.06％（４人） 
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Ⅴ 評価方法の確認事項  

 

 来年度以降の評価に向けて，男女平等推進協議会で以下の事項を確認した。 

 

 

○事業所管課提出の自己点検票記載事業実績が前年を大きく下回っている場合には，その

理由についても記載するよう依頼し，推進状況の評価をより適切に行うこととする。 

 

○計画記載の事業内容を達成した所管課は，原則，評価としては計画期間内は以降毎年「達

成」とはなるが，事業名が「意識づくり」など対象者等が変化していくものについては，

前年度の評価が「達成」であっても，それ以外の評価となる場合があることに注意する。  
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Ⅵ 参考指標  

参考指標は，国分寺市男女平等推進行動計画の各重点分野に関連して，男女

平等社会形成の進ちょく状況を把握する上での一つのものさしになることを期

待して，男女平等推進委員会との協議の上設定しているものです。 

経年変化や他市との比較をすることで，現状分析と今後の課題を設定するこ

とに役立つものであり，その数値自体が目標値となるわけではありません。 

 

【Ｄ Ｖ 分 野】 

 ○国分寺市におけるＤＶの相談件数（延べ） 

内ＤＶ相談 内ＤＶ相談 内ＤＶ相談 内ＤＶ相談

22 72 16 47 8 149 71 1527 657

23 74 8 45 7 271 89 1067 210

24 51 13 37 10 219 71 1025 180

25 43 8 26 2 181 76 954 215

女性のための

カウンセリング

女性のための

法律相談
女性の悩みごと相談 母子・女性福祉相談件数年度

男女平等人権課＇現：文化と人権課（ 生活福祉課

 
※文化と人権課調べ 

 

【学 校 教 育 分 野】 

○公立小学校教員における職位別男女比（26 市比較） 

男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女

八 王 子 市 1,627          663     964     56        10        61        12        56        47        490      824      0 71 0 0

立 川 市 474            175     299     18        2          17        3          14        8          126      265      0 21 0 0

武 蔵 野 市 283            100     183     8          4          5          7          10        17        77        143      0 12 0 0

三 鷹 市 420            166     254     12        3          13        2          21        13        120      221      0 15 0 0

青 梅 市 395            163     232     14        2          17        －        20        17        112      199      0 13 0 1

府 中 市 635            245     390     15        7          19        4          30        11        181      344      0 23 0 1

昭 島 市 325            147     178     11        4          13        3          16        13        107      146      0 12 0 0

調 布 市 529            180     349     16        4          11        9          22        13        131      302      0 21 0 0

町 田 市 1,195          442     753     31        10        33        9          45        42        333      647      0 44 0 1

小 金 井 市 254            80       174     8          1          5          4          10        6          57        154      0 8 0 1

小 平 市 495            184     311     15        4          14        5          23        16        132      265      0 20 0 1

日 野 市 471            185     286     11        6          14        3          20        18        140      241      0 17 0 1

東 村 山 市 377            155     222     14        1          10        5          15        11        116      190      0 15 0 0

国 分 寺 市 269            98       171     8          2          6          4          8          14        76        141      0 10 0 0

国 立 市 187            80       107     7          1          6          2          14        2          53        93        0 9 0 0

福 生 市 158            71       87       6          1          6          1          5          3          54        73        0 8 0 1

狛 江 市 172            64       108     5          1          5          1          7          3          47        96        0 6 0 1

東 大 和 市 250            96       154     8          2          6          4          13        6          69        132      0 9 0 1

清 瀬 市 207            77       130     8          1          7          2          13        3          49        115      0 8 0 1

東 久 留 米 市 318            119     199     11        2          7          6          11        8          90        167      0 15 0 1

武 蔵 村 山 市 237            108     129     8          －        8          2          8          8          84        111      0 8 0 0

多 摩 市 422            163     259     15        3          15        3          24        16        109      217      0 19 0 1

稲 城 市 274            95       179     9          2          6          5          7          4          72        156      0 12 1 0

羽 村 市 172            76       96       6          1          6          1          9          6          55        81        0 7 0 0

あ き る 野 市 263            106     157     9          1          7          3          11        10        78        136      0 7 1 0

西 東 京 市 501            173     328     15        4          13        7          25        18        120      279      0 19 0 1

市町村名 栄養教諭
女

副校長教員数
(本務者)

教諭 養護教諭主幹教諭校長
男

 
※平成 25 年度学校基本調査より作成 
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 ○公立中学校教員における職位別男女比（26 市比較）  

男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女

八 王 子 市 908           513     395     36        1          36        4          98        20        343      331      －        39        －        －        

立 川 市 227           124     103     9          －        8          1          18        7          89        86        －        9          －        －        

武 蔵 野 市 157           91       66       6          1          6          1          18        5          61        51        －        8          －        －        

三 鷹 市 205           110     95       3          4          6          1          14        4          87        79        －        7          －        －        

青 梅 市 264           161     103     10        1          11        －        30        6          110      87        －        9          －        －        

府 中 市 327           174     153     10        1          11        －        30        4          123      136      －        12        －        －        

昭 島 市 163           99       64       5          1          6          －        12        1          76        56        －        6          －        －        

調 布 市 243           132     111     6          2          8          －        16        3          102      97        －        9          －        －        

町 田 市 632           352     280     20        －        18        2          49        21        265      235      －        22        －        －        

小 金 井 市 137           82       55       4          1          5          －        16        3          57        46        －        5          －        －        

小 平 市 246           139     107     7          1          7          1          22        4          103      93        －        8          －        －        

日 野 市 240           135     105     7          1          7          1          24        4          97        90        －        9          －        －        

東 村 山 市 217           129     88       7          －        8          －        21        6          93        76        －        6          －        －        

国 分 寺 市 131           76       55       5          －        4          1          13        1          54        49        －        4          －        －        

国 立 市 86             45       41       3          －        3          －        5          5          34        32        －        4          －        －        

福 生 市 81             48       33       3          －        3          －        5          1          37        29        －        3          －        －        

狛 江 市 95             56       39       4          －        4          －        9          4          39        31        －        4          －        －        

東 大 和 市 132           83       49       4          1          5          －        14        1          60        43        －        4          －        －        

清 瀬 市 120           68       52       5          －        4          1          13        2          46        44        －        5          －        －        

東 久 留 米 市 171           95       76       7          －        5          2          15        5          68        62        －        7          －        －        

武 蔵 村 山 市 130           74       56       4          1          5          －        8          4          56        47        －        4          1          －        

多 摩 市 199           108     91       9          －        9          －        20        8          70        74        －        9          －        －        

稲 城 市 142           79       63       5          1          5          1          12        4          57        50        －        7          －        －        

羽 村 市 92             50       42       3          －        3          －        9          1          35        38        －        3          －        －        

あ き る 野 市 149           91       58       6          －        6          －        16        4          63        50        －        4          －        －        

西 東 京 市 243           136     107     9          －        8          1          26        3          93        93        －        10        －        －        

男 女
副校長 教諭市区町村名 栄養教諭教員数

(本務者)
校長 養護教諭主幹教諭

※平成 25 年度学校基本調査より作成 

 

 

【保 育 分 野】 
○保育所入所児童数と待機児童数（26 市比較） 

就学前

児童人口

保育サー

ビス利用

児童数

就学前

児童人口

比率

待機

児童数

就学前

児童人口

保育サー

ビス利用

児童数

就学前

児童人口

比率

待機

児童数

就学前

児童人口

保育サー

ビス利用

児童数

就学前

児童人口

比率

待機

児童数

八 王 子 市 26,963 10,716 39.7% 253 27,347 10,333 37.8% 375 △ 384 383 1.9% △ 122

立 川 市 8,824 3,577 40.5% 88 8,888 3,467 39.0% 77 △ 64 110 1.5% 11

武 蔵 野 市 6,368 1,919 30.1% 181 6,146 1,936 31.5% 120 222 △ 17 △1.4% 61

三 鷹 市 8,771 2,936 33.5% 160 8,693 2,788 32.1% 128 78 148 1.4% 32

青 梅 市 6,146 3,286 53.5% 19 6,351 3,238 51.0% 24 △ 205 48 2.5% △ 5

府 中 市 13,821 4,831 35.0% 181 13,963 4,639 33.2% 182 △ 142 192 1.8% △ 1

昭 島 市 5,678 2,544 44.8% 46 5,716 2,549 44.6% 46 △ 38 △ 5 0.2% 0

調 布 市 11,780 3,954 33.6% 249 11,513 3,675 31.9% 180 267 279 1.7% 69

町 田 市 21,282 6,570 30.9% 257 21,669 6,146 28.4% 293 △ 387 424 2.5% △ 36

小 金 井 市 5,504 1,697 30.8% 188 5,383 1,660 30.8% 138 121 37 0.0% 50

小 平 市 9,560 2,847 29.8% 174 9,352 2,680 28.7% 179 208 167 1.1% △ 5

日 野 市 9,181 3,497 38.1% 155 9,162 3,460 37.8% 153 19 37 0.3% 2

東 村 山 市 7,763 2,408 31.0% 81 7,859 2,268 28.9% 195 △ 96 140 2.1% △ 114

国 分 寺 市 5,530 1,961 35.5% 53 5,404 1,823 33.7% 19 126 138 1.8% 34

国 立 市 3,312 1,278 38.6% 32 3,345 1,230 36.8% 44 △ 33 48 1.8% △ 12

福 生 市 2,549 1,335 52.4% 0 2,631 1,317 50.1% 25 △ 82 18 2.3% △ 25

狛 江 市 3,407 1,120 32.9% 47 3,332 1,034 31.0% 79 75 86 1.9% △ 32

東 大 和 市 4,596 1,945 42.3% 79 4,619 1,875 40.6% 64 △ 23 70 1.7% 15

清 瀬 市 3,423 1,234 36.1% 52 3,497 1,226 35.1% 53 △ 74 8 1.0% △ 1

東 久 留 米 市 5,427 1,961 36.1% 120 5,433 1,872 34.5% 104 △ 6 89 1.6% 16

武 蔵 村 山 市 4,101 1,985 48.4% 46 4,225 2,014 47.7% 44 △ 124 △ 29 0.7% 2

多 摩 市 6,825 2,690 39.4% 75 7,058 2,672 37.9% 140 △ 233 18 1.5% △ 65

稲 城 市 5,162 1,848 35.8% 50 5,235 1,822 34.8% 43 △ 73 26 1.0% 7

羽 村 市 2,928 1,358 46.4% 6 2,967 1,359 45.8% 10 △ 39 △ 1 0.6% △ 4

あ き る 野 市 4,166 1,825 43.8% 35 4,336 1,804 41.6% 16 △ 170 21 2.2% 19

西 東 京 市 10,036 3,098 30.9% 184 10,010 2,893 28.9% 190 26 205 2.0% △ 6

平成25年4月1日 平成24年4月1日 増減

市町村名

※東京都福祉保健局尐子社会対策部保育支援課「平成 25 年度保育所待機児童等の状況調査」より作成 
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○病児・病後児保育実施状況（26 市比較） 

実施・未実施 施設数 定員数 対象 実施・未実施 施設数 定員数 対象

八王子市 実施 3 12 産休明け～小３ 実施 2 8 産休明け～小３

立川市 実施 1 4 ４ヶ月～小３ 実施 1 4 ４ヶ月～小３

武蔵野市 実施 2 8 ６ヶ月～小３ 実施 1 4 ６ヶ月～小３

三鷹市 実施 2 8 ４ヶ月～就学前 実施 2 8 ４ヶ月～就学前

青梅市 実施 1 4
産休明け～就学前
保育施設在籍者

未実施 - -

府中市 実施 2 10 ５ヶ月～小３ 実施 2 10 ５ヶ月～小３

昭島市 実施 2 7 １歳～就学前 実施 1 4 １歳～就学前

調布市 実施 2 8 １歳～小３ 実施 2 8 １歳～小３

町田市 実施 5 20 １歳～小３ 実施 1 4 ４ヶ月～小２

小金井市 実施 1 4 １歳～就学前 未実施 - -

小平市 実施 1 4 ６ヶ月～就学前 未実施 - -

日野市 実施 2 8 産休明け～小３ 実施 1 4 産休明け～小３

東村山市 未実施 - - 未実施 - -

国分寺市 実施 3 12
産休明け～就学前
保育施設等在籍者

実施 1 2(*)
産休明け～就学前
保育施設等在籍者

国立市 実施 1 6 ６ヶ月～小３ 実施 1 6 ６ヶ月～小３

福生市 実施 2 8 ６ヶ月～就学前 未実施 - -

狛江市 実施 1 10 小３以下 実施 1 10 小３以下

東大和市 実施 1 6 ６ヶ月～小３ 実施 1 6 ６ヶ月～小３

清瀬市 実施 2 10 １歳～小３ 実施 1 6 １歳～小３

東久留米市 実施 1 4 １歳～小低学年 実施 1 4 １歳～小低学年

武蔵村山市 実施 1 4
６ヶ月～就学前
保育施設等在籍者

未実施 - -

多摩市 実施 1 6
未就学児・
学童クラブ入所児

未実施 - -

稲城市 実施 2 6 ４ヶ月～就学前 実施 1 4 ４ヶ月～小３

羽村市 実施 1 4
０歳以上
保育施設等在籍者

未実施 - -

あきる野市 実施 1 3 保育施設在籍者 未実施 - -

西東京市 実施 2 10 ６ヶ月～小４ 実施 1 6 ６ヶ月～小４

(*)国分寺市は病児保育の定員を記載。病児対応型施設の定員４名のうち病児保育の定員は２名。

　　他市は詳細不明のため病児保育対応型施設の定員を記載。

病後児保育 病児保育

 

 

【高齢者介護分野】 

○在宅介護における主介護者の性別と要介護者との続柄（経年比較） 
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男性 女性 無回答 
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25年 

※国分寺市市民生活・意向等調査 介護保険実態調査より作成 

＜主介護者の性別＞ 

％ 

※保育課作成（平成 25 年４月１日現在の状況） 
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【防 災 分 野】 

○防災会議における委員の男女構成比（26 市比較） 

 

市町村名 防災会議委員総数＇人（ うち女性委員数＇人（ 女性割合(%)

八王子市 47 8 17.0

立川市 40 4 10.0

武蔵野市 27 4 14.8

三鷹市 34 7 20.6

青梅市 33 5 15.2

府中市 27 4 14.8

昭島市 40 3 7.5

調布市 33 3 9.1

町田市 33 0 0.0

小金井市 30 8 26.7

小平市 32 4 12.5

日野市 27 7 25.9

東村山市 29 3 10.3

国分寺市 32 3 9.4

国立市 24 4 16.7

福生市 28 1 3.6

狛江市 29 7 24.1

東大和市 24 4 16.7

清瀬市 25 7 28.0

東久留米市 22 8 36.4

武蔵村山市 30 3 10.0

多摩市 24 2 8.3

稲城市 18 2 11.1

羽村市 27 3 11.1

あきる野市 34 6 17.6

西東京市 32 6 18.8  
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＜要介護者からみた主介護者の続柄＞ 

※国分寺市市民生活・意向等調査 介護保険実

態調査より作成 

％ 

※文化と人権課調べ 

平成 26年３月 31日現在成 
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【モデル事業所】 

○事務系市職員の職位別男女比（26 市比較） 

市区町村名
管理職総数

（Ａ）
うち女性 割合

係長級総数

（Ｂ）
うち女性 割合

職員総数

（AB除く）

（Ｃ）

うち女性 割合

総数

（Ａ＋Ｂ＋

Ｃ）

うち女性 割合

八 王 子 市 125 14 11.2% 340 29 8.5% 1,184 488 41.2% 1,649 531 32.2%

立 川 市 68 10 14.7% 175 39 22.3% 461 166 36.0% 704 215 30.5%

武 蔵 野 市 79 6 7.6% 151 52 34.4% 380 202 53.2% 610 260 42.6%

三 鷹 市 105 14 13.3% 103 24 23.3% 362 168 46.4% 570 206 36.1%

青 梅 市 61 4 6.6% 136 13 9.6% 379 163 43.0% 576 180 31.3%

府 中 市 105 10 9.5% 126 14 11.1% 536 291 54.3% 767 315 41.1%

昭 島 市 56 6 10.7% 107 21 19.6% 266 104 39.1% 429 131 30.5%

調 布 市 120 15 12.5% 178 59 33.1% 558 263 47.1% 856 337 39.4%

町 田 市 152 8 5.3% 344 78 22.7% 918 413 45.0% 1,414 499 35.3%

小 金 井 市 63 11 17.5% 95 22 23.2% 257 101 39.3% 415 134 32.3%

小 平 市 104 8 7.7% 113 21 18.6% 356 133 37.4% 573 162 28.3%

日 野 市 102 17 16.7% 93 21 22.6% 397 168 42.3% 592 206 34.8%

東 村 山 市 73 3 4.1% 148 27 18.2% 315 141 44.8% 536 171 31.9%

国 分 寺 市 53 2 3.8% 100 21 21.0% 272 114 41.9% 425 137 32.2%

国 立 市 43 4 9.3% 61 13 21.3% 170 65 38.2% 274 82 29.9%

福 生 市 51 3 5.9% 99 25 25.3% 184 69 37.5% 334 97 29.0%

狛 江 市 43 5 11.6% 52 12 23.1% 177 71 40.1% 272 88 32.4%

東 大 和 市 54 3 5.6% 84 13 15.5% 230 97 42.2% 368 113 30.7%

清 瀬 市 44 3 6.8% 73 30 41.1% 326 196 60.1% 443 229 51.7%

東久留米市 38 3 7.9% 80 18 22.5% 252 116 46.0% 370 137 37.0%

武蔵村山市 51 2 3.9% 94 15 16.0% 235 89 37.9% 380 106 27.9%

多 摩 市 63 6 9.5% 124 28 22.6% 436 216 49.5% 623 250 40.1%

稲 城 市 40 2 5.0% 81 27 33.3% 198 69 34.8% 319 98 30.7%

羽 村 市 59 7 11.9% 76 3 3.9% 150 84 56.0% 285 94 33.0%

あきる野市 45 3 6.7% 111 19 17.1% 180 68 37.8% 336 90 26.8%

西 東 京 市 74 5 6.8% 163 36 22.1% 364 168 46.2% 601 209 34.8%

東京都 1,629 273 16.8% 5072 1,624 32.0% 12508 6,610 52.8% 19209 8,507 44.3%

※東京都については平成24年4月1日現在

 ※東京都生活文化局都民生活部男女平等参画課作成「平成 25 年度区市町村男女平等参画施策推進状況調査報告」 

より作成 
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資料№１ 平成 25 年度事業推進状況内訳書（所管課提出の自己点検票事業実績を転載） 

基本目標１ 男女の人権を尊重するまち 

　課題１　男女平等意識の醸成

　　施策＇１（　家庭や地域における男女平等の意識づくり

№ 事業名 所管課

2

　チラシ配布枚数 約20,000

男性のための食生活講座 3 42 60,000

お父さん応援講座 5 92 77,000

218 2,910 4,206,000

9%

私立保育園男性保育士数・保育士に占める割合 22 9%

男女平等推進センター情報誌発行

1

男

女

平

等

に

関

す

る

学

習

機

会

の

提

供

男

女

平

等

人

権

課

（
現

・

文

化

と

人

権

課

）

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

　関連主催講座

公

民

館

課
内容 回数＇回（ 延人数＇人（

8 742 174,200

　他課との連携講座数 4 194 97,000

予算＇円（ その他

保育室に子どもを預けて活動している親の人数

保

育

課

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ 割合

公立保育園男性保育士数・保育士に占める割合 6

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

図書資料室貸出数 延べ110人 延べ200冊

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

1 2,500部

男女平等・人権・家庭のあり方などを主題にした図書の受入冊数 39冊

男

女

平

等

人

権

課

（
現

・

文

化

と

人

権

課

）

図

書

館

課

事 業 実 績

○庁内横断的に男女平等の概念を事業に浸透させるため，各種講座を実施する際には連携できる部
署がないか検討し，あれば連携を働きかけた。その結果，各課の事業と男女平等施策とを関連付ける
ことができた。連携した際に各課の担当職員と関わることによって，職員への情報提供も同時に行うこ
とができた。例として，リプロダクティブ・ヘルス/ライツ講座における市内小中学校養護教諭との関わ
り，介護における男女共同参画・虐待防止講座における高齢者相談室との関わり，防災講座における
旧くらしの安全課との関わりがあげられる。
○幼児期における男女平等教育の推進を図るため，講座を行った＇講座のタイトルを「親だからできる
子どもが伸びる三つのチカラ」として，男女平等教育に直接の関心がない方の集客も図り，定員を上回
る参加があった（。

公民館の保育室事業は，親子それぞれの仲間づくりの場・子どもの育つ力を大事にした子育てについ
て考える場・親の今後の生き方を考える場として取り組んでいる。保育室に子どもを預ける経験や仲間
との学習を通して，固定観念や思い込みを問い直し，改めて女性や男性の生き方を見直す学習を目指
した。子育てや家事の男女のかかわりなどから性別役割について話し合った。

○保育所の日々の保育の中では男性保育士も女性保育士も安心・安全な保育，より良い保育という
共通の目標の下，協力し合っている。
○児童に対しても男児・女児分け隔てない保育を行った。
○幼児期から性差を意識しない教育環境を設けることで，共同参画意識を促せるようにしている。
○園行事や地域交流で集まった保護者に，男性保育士の存在と保育をする姿を見せることで，子育て
は男女隔てないものという意識と，子育てをすることの喜びを感じてもらう機会とした。

○本多公民館主催の子育てを考える学習会に年間を通じて職員が出席し，男女平等に関する情報提
供と意見交換を行った＇６回（。
○「教育虐待？」をテーマに，市民編集委員とともにセンター情報誌を発行した。情報誌において，市内
でのインタビュー記事を増やし，そこに関わる多くの方の関心を呼び起こすようにした。
○市内医師会・歯科医師会加盟の病院・歯科医院への配布数を増やし，多くの患者が手に取ることが
できるようにした。
 ○昨年度に引き続き，講座を開催するときには必ず市のHPのイベント情報に掲載し，ワンクリックで講
座のカラーチラシが見られるようにした。 ○図書資料室の配架を，市民が手に取りやすいように並び変
えた。
○情報誌とともに，ライツライブラリーニュースを発行し，おススメ本や新着本を紹介した。

○市内各図書館で，男女平等・人権・家庭のあり方などを主題にした図書を，継続的に購入し，提供し
た。
○市等＇国・東京都等を含む（が発行する男女平等・人権問題などの施策資料や啓発パンフレットなど
も収集し提供するように留意している。
○前年に引き続き，市立図書館ホームページで，ライツこくぶんじ＇男女平等推進センター（図書資料
室の所蔵情報のページを設置した。
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　　施策＇2（　学校における男女平等教育の充実

№ 事業名 所管課

服務事故防止研修会 2

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

市報発行 24 40,830,000

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

広報連絡会議 2 49

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

内容 回数＇回（ 延人数＇人（ 予算＇円（ その他

外国人のための生活日本語講座 32 265 スタッフ賃
金243,200

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

人権教育推進委員会＇分科会を含む（ 4 17

講座 4 155 120,000

日本語地域連携連絡会懇談会 1 47 50,000

中学生職場体験活動参加者数 ５校　３日

キャリア教育・進路指導推進委員会 2

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

人権作文コンテスト応募作品数 883編

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

3

公

民

館

課

文

化

の

ま

ち

づ

く

り

課

（
現

・

協

働

コ

ミ

ュ
ニ

テ

ィ
課

）

4

男
女

平
等

の
視

点
を

ふ
ま

え
た

教
育

活
動

の

推
進

学

校

指

導

課

5

総

合

情

報

課

(

現

・

市

政

戦

略

室

)
事 業 実 績

性

別
に

と
わ
ら

れ

な

い
職

業
意
識

の

醸

成
・

進
路
指

導

学

校

指

導

課

国
際

的
理
解

を
深

め
る

学

習
機
会

の
提

供

男

女

平

等

人

権

課

（
現

・

文

化

と

人

権

課

）

教
職
員

へ
の

男
女
平

等

教
育

研
修

の
実
施

学

校

指

導

課

6

○市報発行やホームページの作成・維持管理等では，男女平等人権課と連携して，男女平等の視点
に立ち，人権及び男女平等を尊重した広報活動を行なった。
○広報連絡会議を開催し，参加した広報連絡員を通じて全庁的に男女平等の視点に立った記事作成
を促した。

ハーグ条約の締結に向けての情報提供を，男女平等推進センター内の掲示板で行った。

地域に住む外国人の日本語学習支援，および市民との交流を目的とし，日常生活での日本語使用に
おいて，出来るだけ不自由のないよう，また活動が制限されることがないよう，日本語の基本的な知
識・話法を生活レベルで習得をめざすことをねらいとし，春学期＇４月～７月（，秋学期＇９月から12月（，
冬学期＇１月から３月（で全32回実施。

以下の事業について，国分寺市国際協会へ補助金を支出。
●国際理解講座「世界を知ろうシリーズ」＇年4回実施（
第１回　「バングラディシュの社会の現状と人々の生活」　６月29日実施，参加者31名
第２回　「ＥＵの中核＝ドイツの現状と課題を多面的に見る」　９月14日実施，参加者45名
第３回　「大国＝ブラジルの明と暗―社会と人々の生活の今」　12月14日実施，参加者31名
第４回　「日本の領土問題について―問われる日本の外交力」　３月１日実施，参加者48名
●日本語地域連携連絡会懇談会　「各国の子育て事情」　３月15日実施，参加者47名

○人権課題についての指導方法の改善・充実を図るために，授業研究やリーフレットの作成を年４回
行った。
○市独自のいじめに関する実態調査を年間３回実施し，性差にかかわらず相手を大切にすることの重
要性について，啓発を行った。
○各中学校では毎年度全国中学生人権作文コンテストに参加している。

○各学校においては男女が互いの違いを認めつつ，個人として尊重される男女両性の本質的平等の
理念が児童・生徒に理解させるために，学習指導要領に基づいて，男女平等教育の適正な実施に努
めている。
○校内において，セクシュアル・ハラスメント担当を配置して，相談出来る体制を作っている。
○教員研修では，セクシュアル・ハラスメントやその他の非違行為を防止するため，各学校における服
務事故防止研修を年２回実施している。
○毎月の校長や副校長への連絡時に，服務事故事例を使いながら事故防止のための啓発を図ってい
る。

児童・生徒の望ましい勤労観・職業観を育むために，中学生を対象とする職場体験活動を３日間実施
するとともに，義務教育９年間を通したキャリア教育を推進している。具体的には，平成25年度は中学
校全校で１年生又は２年生が職場体験を行った。さらに「生き方」指導を基本としたキャリア教育・進路
指導推進委員会を２回開催した。
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　　施策＇3（　庁内における男女平等意識の徹底

№ 事業名 所管課

　　施策＇４（　男女平等に関する実態把握

№ 事業名 所管課

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

新人職員研修 1

東京都市町村職員研修所研修「男女共同参画社会形
成研修」への派遣

1 4

ワーク・ライフ・バランス研修 1 22

セクシュアル・ハラスメント，パワーハラスメント防止研修 1 23

事 業 実 績

内容 回数＇回（

内容 回数＇回（

庁内職員研修参加職員数 2 3

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

7

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

事例研究・情報交換 2 42 0

事 業 実 績

職

員

課

職

員

へ

の

男

女

平

等

研

修

の

実

施

職

員

課

男

女

平

等

人

権

課

（
現

・

文

化

と

人

権

課

）

子

育

て

支

援

課

保

育

課

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

男女平等に関する職員意識調査 1

人数＇人（ 予算＇円（ その他

男

女

平

等

人

権

課

（
現

・

文

化

と

人

権

課

）

男

女

平

等

に

関

す

る

職

員

意

識

調

査

の

実

施

8

10

資

料

・

デ
ー

タ

等

の

整

備

男

女

平

等

人

権

課

（
現

・

文

化

と

人

権

課

）

男

女

平

等

人

権

課

（
現

・

文

化

と

人

権

課

）

男

女

平

等

に

関

す

る

市

民

意

識

・

実

態

調

査

9

人数＇人（ 予算＇円（ その他

男女平等に関する職員意識調査票配布 1 1,096

・男女平等研修として，平成24年度に引き続き庁内研修「ワーク・ライフ・バランス研修」を全職層を対
象に実施した。
・例年どおり，新任研修及び重点課題研修として「セクシュアル・ハラスメント，パワーハラスメント防止
研修」を実施した。
・東京都市町村職員研修所研修「男女共同参画社会形成研修」に職員を派遣した。

○昨年度に引き続き，男女平等推進状況評価報告書を９月に発行し，行動計画の推進状況と市が
行っている男女平等推進関連事業についての情報提供を行った。
○図書資料室の蔵書点検をし，資料・データ等が市民に対して分かりやすくなるように配架した。
○平成22年度に実施した国分寺市民意識・実態調査の概要を，公民館の学習会で市民にわかりやす
く提供した。
○各課に当課から直接連絡し，審議会への女性登用状況を調査して庁内掲示板で公表した。

市民意識調査の情報を，公民館における学習会で提供した。
主催講座を実施する際に，市民意識調査のデータを参考にした。

３月に，職員＇正規職員，嘱託職員，再任用職員（に対する男女平等に関する意識調査を実施した。

平成25年度から26年度の男女平等に関する職員意識調査の実施にあたっては，調査内容を男女平
等人権課＇文化と人権課（と協力して検討し，それに基づき調査を行った。

児童館・学童保育施設として，子どもたちの男女平等の意識形成などに配慮するよう職員会議等での
事例研究や情報交換をした＇職員会議の場所を各児童館・学童保育施設での設定とし，施設環境を見
ながらトイレのスリッパの色や施設内掲示物の表記など男女平等を意識している設定であるか情報交
換した（。

ハラスメントやワークライフバランスの庁内研修に職員を派遣し，男女平等の意識について認識を高め
た。

○新人研修において，係長が最新の具体的なデータをもとにセクシュアル・ハラスメント防止について
の講座を実施した。
○ワーク・ライフ・バランス啓発イベントにおけるイクメン男性職員紹介や職員意識調査を通じて，意識
啓発を図った。
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　　施策＇５（　男女の人権に配慮した表現の推進

№ 事業名 所管課

幼い子のいる親のための教室 5 73 121,000

延人数＇人（ 予算＇円（ その他

内容 回数＇回（

26,000

事 業 実 績

５館での取り組み方に違いはあるものの，連続講座の中の１回をメディア・リテラシーに関する学習会と
したり，メディア・リテラシーに関わることが出されるたびに学ぶ機会を設けたりした。また，メディア・リ
テラシーを学ぶ講演会を実施した。

メディア・リテラシーに特化した学習の機会は行っていないが，性被害の防止とからめてインターネット
上の人権侵害に触れる講座を実施した。

13

情報教育・ICT活用推進委員会 2

情報教育・ICT活用研修会 1

男

女

平

等

人

権

課

（
現

・

文

化

と

人

権

課

）

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

公

民

館

課

学

校

指

導

課

人数＇人（ 予算＇円（ その他

子どものネット被害対策講座「親の知らないスマホの中
身，教えます」

1 15

メディア･リテラシー講演会 1 13 26,000

内容 回数＇回（

ガイドラインの方向性と策定スケジュールについて検討した。
検討結果は以下の通り：
○構成は，現在作成中のものをたたき台とし，記載の内容を検討・再考，イラストの変更が必要。
○市内部組織として男女平等推進専門委員会で検討し，付属機関として男女平等推進委員会での検
討を経て，男女平等推進協議会にかけたのち，庁議に付議する。
○ガイドラインの名称，対象範囲を，社会情勢の変化や機構改革の結果を加味し再考することも視野に
入れる。

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

広報連絡会議の開催 2 49 0

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

公民館だより「けやきの樹」の発行・配布 12 0 市報と合併

公民館だより「けやきの樹」や事業のポスター・チラシなどの作成にあたっては，人権を尊重した表現を
行っている。

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

ガイドラインの策定について方向性の検討を行ったが，策定までは至らなかったので広報もしていな
い。

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

広報連絡会議の開催 2 49

ガイドラインの策定にはいたらなかったが，広報連絡会議を通じ，男女平等の視点を配慮するよう周知
した。

メ

デ

ィ
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(
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実

11

男
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平

等

の

視

点

で

の

市

刊

行
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等

の

見

直

し

12

総

合

情

報

課

(

現

・

市

政

戦

略

室

)

男

女

平

等

人

権

課

（
現

・

文

化

と

人

権

課

）

公

民

館

課

男

女

平

等

人

権

課

（
現

・

文

化

と

人

権

課

）

総

合

情

報

課

(

現

・

市

政

戦

略

室

)

「
男

女

平

等

の

視

点

に

よ

る

表

現

の

ガ

イ

ド

ラ

イ

ン

」
の

普

及

○情報教育・ICT教育活用委員会を年２回，情報教育・ICT教育活用研修会を年１回開催し,その中で
教員や保護者を対象とする情報モラルに関する研修会も行い，情報教育の推進に努めた。
○情報モラルを高めるよう各学校において指導をした。
○全校において，携帯電話やインターネット犯罪から身を守るための指導を実施した。

情報モラル研修会 1

○各課に所属する広報連絡員を対象にした「広報連絡会議」において，記事作成時の諸注意事項とし
て，文章・イラスト等について，男女平等の観点から市報等の記事を作成するように周知を図った。
○年24回発行の市報記事において，男女平等の観点が欠けている原稿については，記事入稿前に総
合情報課と担当課とで協議し修正した。
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　課題２　たがいの性の尊重と健康支援

　　施策＇１（　たがいの性を理解し，尊重する意識の醸成

№ 事業名 所管課

　　施策＇２（　性差や年代に応じた健康支援

№ 事業名 所管課

性
差
や

年
代

に
応

じ
た

健
康

に
関

す
る
情

報

提
供

・
相

談
事

業

健

康

推

進

課

ママ講座＇子どもの歯・薬・ママのリラックス体操（→＇子
どもの歯・栄養，ママの体操（へ。

1 7 66,935

学習会 1 37

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

児童館館内宿泊の実施＇６館（ 12 735

小学校４年生の体育では，体の発育・発達について理解できるようにしている。中学校１年生では，思
春期には，内分泌の働きによって生殖にかかわる機能が成熟することや，成熟に伴う変化に対応した
適切な行動が必要となることを指導している。

日常の児童館において，児童同士iが自然な関わりをもてるよう配慮している。小学生から中高生など
の若年層が，同空間にて自然な形で相手と調和がとれる場の設定として，館内宿泊を実施する。ま
た，児童館と学童保育所および中学生障害児保育が実施されている施設においては，日常的に幅広
い学年の関わりが持て，多様な性の理解と人権を尊重する意識醸成が行われている。

○児童や保護者に対して直接「たがいの性を理解し，尊重するための学習機会」を提供しても集客が
見込みづらいと考えたため，支援者が共通認識を持ち，相談者に対応することができるような学習機会
を設けた。＇講座名：子どもたちを取り巻くこころとからだの問題の今～支援者の立場から学ぶ（
○上記学習会に，養護教諭等テーマに関心のある市内小中学校教職員や保育士などの市職員が参
加した。

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

中学校における対象授業 各1時間

小学校における対象授業 各2時間

中学校における対象授業 各3時間

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

小学校における対象授業 各1時間

その他

女性講座＇女性のがん予防・乳がん子宮がん，骨粗しょ
う症などについて（

2 72 52,845

睡眠についての講座＇睡眠の質と睡眠障害について（ 1 14 41,820 男女比
０対14

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

直接的な情報提供は行わなかった。

男

女

平

等

人

権

課

（
現

・

文

化

と

人

権

課

）

子

育

て

支

援

課

学

校

指

導

課

た
が

い
の
性

を
理

解
し

，
尊
重

す
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た
め
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学
習

機
会

の
提
供

14

男

女

平

等

人

権

課

（
現

・

文

化

と

人

権

課

）

事 業 実 績

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（

健

康

推

進

課

学

校

指

導

課

15

H
I

V
や

性
感
染

症
な

ど
に

関
す

る
情
報

提
供

事 業 実 績

16

全世代共通の悩みである睡眠についての講座＇睡眠の質と睡眠障害について（を実施した。その他，
ママ講座として育児中の母親をターゲットとした講座も実施した。栄養・女性・睡眠・ママ講座などにお
いては，保育＇託児（も実施し，子育て中の女性も参加しやすいように配慮した。

小学校６年生の体育の学習指導では，病気の予防について取り上げる中でエイズの理解と感染者に
対する接し方を指導し，中学校３年生の保健体育では，感染症は病原体が主な要因となって発生する
こと，感染症の多くが発生源をなくすことや感染経路を遮断すること，主体の対抗力を高めることによっ
て予防できることを指導している。こうした教育活動をとおして，HIVや性感染症などに関する児童・生徒
の適正な理解を図った。

基本的にHIV・性感染症対策は，都の事業であるため，センター内にポスターの掲示や相談時・講座実
施時における啓発資料＇リーフレット等（の配布を実施している。健康推進課では，相談時に対応＇質問
に回答（したり，保健所で行っている無料のHIV検査や性感染症を調べられるクリニックについての紹介
を行っている。
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　課題３　性別に起因する暴力や人権侵害の根絶

　　施策＇１（　ドメスティック・バイオレンスの予防のための取組み

№ 事業名 所管課

乳がん検診・子宮がん検診 5,230 52,398,500

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

骨粗しょう症検診 1 422 245,143

事 業 実 績

母子手帳交付件数 1,040 587,664

妊産婦・新生児訪問件数 1,114 6,656,100

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

内容

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

リーフレット配布数 3,200枚

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

啓発講座開催 3 45 93,900

中高生タイムの実施 232 680

関連講座開催 1 37 35,000

問題行動調査 1

20

学

校

教

育

に

お

け
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暴
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予
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教
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健

康

推

進
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診

・
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診

の
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施
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康
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進

課

妊
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へ

の

支

援

18

19

男

女
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等

人

権

課
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現

・
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人
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課

）

男
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と
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課

）

広

報

啓

発

活
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に
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る

普

及

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

「
デ
ー

ト

Ｄ

Ｖ

」
に

関

す

る

啓

発
子

育

て

支

援

課

学

校

指

導

課

いじめ防止児童会・生徒会フォーラムを開催し，児童・生徒の意識の向上を図り，主体的に考え，行動
する機会とした。　市独自の暴力を含めたいじめに関する実態調査を年間３回実施し，いじめ防止・早
期発見の意識啓発を継続的に行った。また，国の問題行動調査も年間1回実施している。
教員に対しては不適切な指導を含めて，体罰防止の啓発をした。

児童館の中高生タイムの実施により，中学生・高校生または１７歳以下の若年層が自然な形で，自分
を取り巻く人間関係や恋愛の話を日常会話として出来るような場の設定をしている。

デートDVについて直接取り上げたわけではないが，子どもたちをめぐる性の状況を学ぶ講座(子どもの
支援者になる立場の養護教諭，子ども家庭支援センター職員，保健師等を対象（において，小中学生
からデートＤＶは生じる可能性があることにも言及した。

○啓発講座を３回開催した。
①子どもと家庭の講座「ママ，ボクがわるいのかな？」：ＤＶ家庭で育った子どもたちの支援
②心理講座「母と娘の幸福な距離をさぐる」：ＤＶのメカニズム・背景を探る
③「NOと言える自分になる！断る心理テクニック」：被害者の自立支援
○啓発リーフレットを新たに市内の民間商業施設におけるよう調整を図り，広く一般市民の目に触れる
ようにした。

妊娠届出時に，産後のメンタルヘルスについての周知・相談の紹介。また，アンケートにて妊娠に対す
る気持ちや協力者の有無，出産後の就労等について確認。必要に応じて個別フォロー・相談を実施。
妊婦・産婦・新生児訪問事業＇乳児家庭全戸訪問事業（，乳幼児健診や３～４箇月児健診と同時実施
の産婦相談を実施している。

・骨粗検診：20歳以上の女性を対象に実施。実施期間：平成25年６月７日＇金（～９日＇日（。参加者数
合計：422名。
・乳がん検診：40歳以上の女性を対象に，４月～翌年３月，国分寺市医師会公衆衛生センターおよび
東京都がん検診
　センターで実施。受診者総数：2,444人。
・子宮がん検診：20歳以上の女性を対象に，４月＝翌年２月，国分寺・小金井・小平市内の指定医療
機関で実施。
　受診者総数：2,786人。

回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

いじめに関する実態調査 3

いじめ防止児童会・生徒会フォーラム 1 95

助産師による電話訪問(保健師含) 430 138,600
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　　施策＇２（　ドメスティック・バイオレンス被害者の安全確保と自立支援

№ 事業名 所管課

市契約施設への保護 3 5

３歳児健康診査 24 860 6,776,000 94.1%

879 8,111,000 91.9%

事 業 実 績

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他＇受診率（

その他

リーフレット配布数 3,200枚

３～４箇月児健康診査 24 955 4,760,000 94.7%

１歳６箇月児健康診査 24

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

緊急一時保護費支給対象となる案件はなかった。

身体的または精神的暴力による被害者との面接相談により，一時保護の必要性を判断し，被害者に
とって最も適切な施設への一時保護を実施した。なお，一時保護解除後については，世帯の状況に応
じて，母子生活支援施設入所となった。

23

関

係
者

に
よ
る

通
報
の

周
知

男

女

平

等

人

権

課

（
現

・

文

化

と

人

権

課

）

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（

○休日や夜間など市役所の閉庁時に，ドメスティック・バイオレンスによる被害者が保護を求めてきた
時は，二次被害等を起こさないように言動に細心の注意をはかるように当直警備員に徹底した。
○近くに身を寄せる場所が確保できない場合は，市の施設内に一時的に宿泊できる場所の確保を行っ
た。

東京都女性相談センターへの保護 4 8

民間の保護施設への保護 1 1

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

新システム＇平成25年１月導入（により，新たに福祉部門共通で情報を共有し，平成24年度に引き続
き情報管理を徹底して行った。また，年度途中よりDV防止連絡会にオブザーバーとして出席し，関係
部署との情報共有を行った。

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

ＤＶ被害者支援措置件数 79件

○ドメスティック・バイオレンスやストーカー行為等の加害者からの，住民票の写しや戸籍の附票の写し
等の交付の制度を不当に利用した被害者の住所の探索を防止し，当該住民票の写し等の発行を停止
する支援措置を講じることにより，被害者の保護を図った。
○支援措置の対応には細心の注意を払う必要があり，かつ同措置は関係する市区町村＇本籍地・前
住所地等（にも支援を依頼するため，支援措置の処理にあたっては慎重に対応している。

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

ＤＶ防止連絡会 4 延べ45

○ＤＶ防止連絡会を開催し，基幹系システムにおけるDV被害者の標記について各課がそれぞれ対応
していることについての課題を確認した。
○住民基本台帳登録外のDV被害者に対して，申請の意思表示が無い場合でも，使えるサービスを積
極的に提供することについて，関係課で共通認識をもった。
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留
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○啓発リーフレットを市内の民間商業施設＇マイン，レガ，サミット，JAむーちゃんひろば，商工会議所（
に置けるよう調整を図り，広く一般市民の目に触れるようにした。
○啓発リーフレットを，昨年度まで配布していた所に，引き続き補充配布をおこなった。
○高齢者相談室主催の介護保険事業者連絡会において，ＤＶのメカニズムを説明しながらリーフレット
の配布をした。

母子保健事業を通じて，母親や家族背景を把握。
保健師の役割を説明し，信頼関係を築き，安心して相談できる関係を作った。
家族の全体像をアセスメントし，安全確保と，生活面や精神面でのフォローとして必要な機関＇相談・医
療機関（の利用・支援者の自己決定を支援した。
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43

障害のある相談者への対応 19 1

東京多摩地域民間シェルター連絡会に対して，昨年度に引き続き補助金の支給を行った。補助額を前
年度よりも５％分増額した。

身体障害のある相談者からの電話相談に対して丁寧に応対した。中国籍の方からの相談を受け他機
関と連携して対応した。

外国人である相談者への対応 1 1

夫が外国籍である相談者への対応 18 2

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

○一時保護を行った被害者世帯については，被害者世帯の状況に応じて，入所施設に配置されてい
る心理職等専門職，医療機関，児童相談所，その他関係機関と連携し，日常生活上の問題解決を図
るため，日常の生活費，住居及び就労等の相談，情報提供を行い，計画的かつ継続的な支援を行っ
た。
○一時保護に至らない相談者については，継続的な相談を行い，必要に応じて関係機関と情報共有を
図った。

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

民間シェルター連絡会への補助金支給 1 285,000

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

女性のための法律相談 26

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

女性のための悩みごと相談 181

男女平等推進センターにおいて相談を実施した。自立を希望する相談者に，ハローワーク，マザーズハ
ローワークの活用の仕方を情報提供した。離婚を希望しているが，手続がわからないという相談者に，
図書資料室の書籍を貸し出した。また，法テラスの活用方法などの情報提供をわかりやすく行った。

女性のためのカウンセリング

DVが絡んだ相談件数 21

母子自立支援員との連絡会の開催件数 9

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

○保育所は厚生労働省の定める保育所保育指針に基づき業務を遂行し，保護者による不適切な養育
等虐待が疑われた場合には，保育課・保育園や家庭支援センター，児童相談所などの関連機関と連
携を図りながら対応した。
○公立，私立に係わらずDV・虐待等が疑われる児童の早期発見に努め，保護者への指導，関係機関
への通報などの適切な対処を行った。

相談の中でDVが疑われる家庭を把握した場合，男女平等人権課や母子自立支援員などの紹介を行っ
た。
他市よりDVで逃げてきた家庭の支援を転居元の支援機関と連携をして支援を行った。
また，母子自立支援員と定期的な連絡会を行い，支援状況の確認を行った。

人数＇人（ 予算＇円（ その他

要保護児童対策協議会・個別ケース会議の開催数，対
象児童数

59 6

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

○各学校においてサポートチームを設置し，子ども家庭支援センターや児童相談所等と連携し，虐待を
受けている児童・生徒の早期発見に努めた。
○各学校に，児童生徒虐待防止担当教員を配置し，組織的な対応の充実を図った。
○児童・生徒虐待対応担当教諭研修会を1回開催した。

○日常的に直接子どもたちと関わりながら，児童虐待の早期発見に努めた。
○虐待と疑われるケースについて，関連機関とケース会議を開催し，情報を共有した。
○親子ひろばでは，乳幼児親子を対象に健康推進課と連携して，ミニ相談会を実施して地域での相談
ができる環境を作った。
○地区連絡協議会に参加し，児童虐待について，関係機関の役割と連携のあり方について情報交換
を行った。

サポートチーム会議 1 20

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

児童・生徒虐待対応担当教諭研修会 1 15

子

育

て

相

談

室

保

育

課

子

育

て

支

援

課

学

校

指

導

課

子

ど
も

の
安

全
確

保
と
ケ

ア

29

男

女

平

等

人

権

課

（
現

・

文

化

と

人

権

課

）

民

間
シ

ェ
ル

タ
ー

へ

の
財
政

的
支

援
27

生

活

福

祉

課

男

女

平

等

人

権

課

（
現

・

文

化

と

人

権

課

）

被

害
者

の
自

立
支

援

28

男

女

平

等

人

権

課

（
現

・

文

化

と

人

権

課

）

さ

ま
ざ

ま
な

配
慮
を

必

要
と

す
る

被
害
者

へ

の
対

応

26

内容 回数＇回（
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　　施策＇３（　相談業務の充実と関係機関との連携

№ 事業名 所管課

　　施策＇４（　セクシュアル・ハラスメント等の防止

№ 事業名 所管課

ＤＶ家庭で育った子どもたちへの支援を目的とする講座を開催し，子ども家庭支援センター，教育委員
会職員が参加した。

男女平等推進センターにおいて女性のための悩みごと相談，法律相談，カウンセリング相談事業を実
施した。

関
係

者
か

ら
の

二
次

被
害
の

防
止

30 女性のための悩みごと相談 181

女性のための法律相談 26

事 業 実 績

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

女性のためのカウンセリング 43

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

対象講座実施 1 14 31,300

東京都市町村職員研修所第３ブロック合同研修「セクシュアル・ハラスメント相談員研修」の開催年度
ではなかったため，平成25年度は研修を実施しなかった。

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

DV防止連絡会 4 延べ　45

東京都市町村職員研修所第３ブロック合同研修「セクシュア
ル・ハラスメント相談員研修」への相談員の派遣

0 0 0

情報提供数 1 77

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

パワーハラスメント，セクシュアル・ハラスメント＇職場ハ
ラスメント（防止研修

1 1

31

職

員

課

男

女

平

等

人

権

課

（
現

・

文

化

と

人

権

課

）

男

女

平

等

人

権

課

（
現

・

文

化

と

人

権

課

）

「
Ｄ

Ｖ
防
止

連

絡
会

」
に
よ

る

庁
内

連
携
の

強

化32

35

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

事 業 実 績

庁

内
に

お
け

る
セ
ク

シ

ュ
ア
ル
・

ハ
ラ
ス

メ
ン

ト
対
策

36

職

員

課

学

校

指

導

課

○各学校の校務運営組織にセクシュアル・ハラスメント相談員を位置づけた相談体制を一層充実する。
○セクシュアル・ハラスメント相談員の存在を学校内外に周知することにより，セクシュアル・ハラスメン
トの防止に役立てる。
○平成23年度から学校要覧に相談員名を記載している。

男

女

平

等

人

権

課

（
現

・

文

化

と

人

権

課

）

庁
外
の

関
係

機
関
と

の
連

携
強

化
33

男

女

平

等

人

権

課

（
現

・

文

化

と

人

権

課

）

手
続

き
の
一

元
化

に

つ

い
て
の

検
討

34

ド
メ

ス
テ

ィ

ッ

ク
・
バ

イ
オ

レ
ン

ス
等
に

関
す

る
相

談

事
業

男

女

平

等

人

権

課

（
現

・

文

化

と

人

権

課

）

セ
ク

シ

ュ
ア

ル
・

ハ
ラ
ス

メ
ン

ト
の
防

止
の

取
組
み 内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

男

女

平

等

人

権

課

（
現

・

文

化

と

人

権

課

）

今年度は特化した事業は行えなかった。

○各課で申請時に必要な書類は，それぞれ例規で規定されており，また，記入者は本人である必要
があるため，その部分の共通化・簡略化は困難であると考える。また，窓口の一元化も，他市の例をみ
ると，同じ庁舎内で職員が移動するのであれば現実的であるが，国分寺市のように庁舎が距離的に離
れている場合には難しい。そこで必要なケースの場合には，婦人相談員が被害者に付き添ったり，予
め本人の了承を得たうえで，申請予定の課へ連絡をしておく等の対応をしていることが，DV防止連絡
会での話を通じて明らかになった。
○福祉系基幹システムの導入は，一部情報の市役所内での共有は可能にするが，手続の一元化や
申請の簡略化とは別問題であることがわかった。
○被害者への情報提供をまんべんなく図る必要があることが，ＤＶ防止連絡会の議論を通じて判明し
た。

講座の情報を民生・児童委員に連絡会を通じて伝えた。

今まで見えなかった各課における動きについて，情報共有をすることができた＇各課での情報管理シス
テムの動き，DV被害者相談証明の発行など（。

苦情の申し出がなくセクシュアル・ハラスメント苦情処理委員会は開催しなかったが，パワーハラスメン
ト，セクシュアル・ハラスメント＇職場ハラスメント（防止研修に職員課から１名が参加している。

 

 



79 

 

　　施策＇５（　人権侵害を予防するための支援

№ 事業名 所管課

　　施策＇６（　子どもにとっての男女平等

№ 事業名 所管課

　　施策＇７（　性犯罪被害者の支援

№ 事業名 所管課

センター情報誌への関連テーマ掲載 1

啓発講座 1 15 26,000

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

生活安全・安心メールによる不審者情報の配信回数 30回 151,200

事 業 実 績

47機関

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

個別ケース会議開催数 54

回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ 配布枚数

犯罪被害者等支援相談窓口啓発リーフレット配布 15,000

く

ら

し

の

安

全

課

（
現

・

防

災

安

全

課

)

ス

ト
ー

カ
ー

等

の
防

止
の

取
組
み

37

男

女

平

等

人

権

課

（
現

・

文

化

と

人

権

課

）

男

女

平

等

人

権

課

（
現

・

文

化

と

人

権

課

）

性

犯
罪
被

害
者

支
援

の

た
め

の
広

報
・

啓
発

活
動

39

男

女

平

等

人

権

課

（
現

・

文

化

と

人

権

課

）

子

育

て

相

談

室

「
要

保
護

児
童
対

策
地

域
協

議
会

」

に

よ
る
連

携
の

強
化

38

事 業 実 績

○平成24年２月に犯罪被害者等支援条例を施行により設置した犯罪被害者等支援相談窓口のリーフ
レットを，全小中学校，自治会・町内会，イベントなどで配布した＇約15,000枚（
○性犯罪被害者支援のための学習会を開催した。
○ネットに潜む性犯罪の危険性と防止策について学ぶ講座を開催した。

○要保護児童対策地域協議会に，課長が出席した。
○上記の会出席のみならず，DV被害＇DVを見せられることも児童虐待である（や性被害＇家庭における
性虐待事例の紹介（などの講座に子ども家庭支援センターの職員の出席を呼び掛け，情報の共有を
図った。
○教育虐待＇学力習熟や進学をめぐる過剰な干渉や強制によって，精神的に追い詰められている子ど
もたちの状況を，民間子どもシェルターで呼び表した造語（をメインテーマに，子どもたちの状況と親の
姿勢についてインタビュー記事や寄稿を掲載した。

代表者会議，実務者会議，個別ケース会議を通じて各機関との連携，支援を行った。
児童相談所と四半期毎に要保護児童の進行管理を行った。

男女平等推進センター情報誌にストーカー規制法の改正についての記事を掲載した。

○学校や警察から寄せられた不審者情報を生活安全・安心メールで配信し注意喚起を行った。
　メール配信登録者：15,130人＇平成25年度末現在（※前年比＋487人
○国分寺駅周辺のつきまとい勧誘行為防止重点地区におけるつきまとい勧誘行為防止パトロール：警
備員２名を配置。パトロール時間帯を平成25年度から前後１時間ずつ伸ばし，午後５時から午後11時
までとした。これによって夜間の遅い時間帯でのつきまとい勧誘行為の防止を図った。
○住宅街，通学路等における庁用車による青色防犯パトロールについては，青色回転灯装着車を６台
増車し，犯罪発生の抑止を図った。平成24年11月から実施している，本多地区における本多連合町会
による夜間の青色防犯パトロールの継続支援を行った。

予算＇円（ その他

個別ケース会議参加機関数

国分寺駅周辺地区におけるつきまとい勧誘行為防止パ
トロールの実施

244日 5,944,303

支援者向け講座 1 37 35,000

内容

内容

要保護児童対策地域協議会 4

関連講座 2

回数＇回（

事 業 実 績

情報誌への関連記事掲載 1 2,500部
配布

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

人数＇人（
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基本目標Ⅱ 男女が平等に社会参画できるまち 

　課題４　就労における男女平等の推進

　　施策＇１（　事業者への啓発と支援

№ 事業名 所管課 事 業 実 績

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

今年度は特に実施しなかった。

41

男

女

平

等

人

権

課

（
現

・

文

化

と

人

権

課

）

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

雇

用

に

お

け

る

男

女

平

等

に

関

す

る

実

態

把

握

男女雇用平等推進セミナー＇２日間延べ人数（ 1

人数＇人（ 予算＇円（ その他

総合評価方式競争入札に係る市内事業者への説明会
の開催

1 14

○国分寺市公共調達条例を平成24年６月28日に公布，同年12月１日に施行した。当該条例には，事
業者の努めとして，男女平等を実現するための方策を推進することを求め，調達において男女平等，子
育て支援等の取組みを評価する視点を総合評価方式競争入札として盛込んでいる。
○なお，当該年度においては，総合評価方式競争入札の要綱を制定し，啓発も含め説明会を実施した
が，該当する入札案件はなかった。
○市内事業者への実態調査には至らず，実態把握できていない。

155

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

情報誌発行 2500部

9 10,600

回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

国分寺市就労支援地域連絡会の開催 1

経

済

課

就

労

支

援

ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク

化

の

推

進
42

内容

男

女

平

等

人

権

課

（
現

・

文

化

と

人

権

課

）

経

済

課

40
総

務

課

（
現

・

契

約

管

財

課

）

経

済

課

雇

用

に

お

け

る

男

女

平

等

に

関

す

る

啓

発

・

情

報

提

供

就労困難者等の就労支援および地域雇用創出を図るため，関係団体※による国分寺市就労支援地域
連絡会※※を設置して連携を図っている。この就労支援地域連絡会ではブルーム交流カフェというイベ
ントを開催しており，平成25年度は国分寺市と多摩信用金庫・日本政策金融公庫主催で「ミニブルーム
交流カフェ」として，「環境にも人にもやさしい農業経営術」をテーマに講演とトークセッションを行い，男
女を問わず創業支援を行った。
※関係団体：東京しごとセンター多摩／ハローワーク立川／国分寺市社会福祉協議会／多摩信用金
庫
※※就労支援地域連絡会：平成24年８月28日設置
　就労困難者の雇用促進や地域就労に向けた相互の情報交換・交流などのほか，地域における就労
支援事業やコミュニティビジネスの支援などについて検討を進めている。

東京都労働相談情報センター国分寺事務所の主催で，事業者と市民向けの男女雇用平等推進セミ
ナーを国分寺市及び他市と共催で開催した。
○セミナー内容：法改正と就業規則への対応のポイント＇①近年の法改正のポイントと目的・法改正後
の動向，②就業規則整備のポイント（
○参加者の男女比率及び事業者と一般市民の割合：把握していない
○アンケート回答者１１９名のうち，男８８名・女３０名・無回答１名，国分寺市在住者３名・その他区市
町村９２名・無回答２４名

○男女平等推進センター内に「もう一度働きたいあなたへ」という特集記事を掲示したり，新聞記事など
の情報を掲示して，女性のための再就職支援情報を積極的に提供した。
○センター発行情報誌に女性医師のインタビューとＪＡ東京むさし国分寺地区女性部の活動情報を掲
載した。
○女性の起業・再就職支援講座を開催した。

計画に掲げている当該事業については，具体的な対応は出来ていない。

対象講座開催 1

4月～3月

その他

関連掲示掲載

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（

内容 回数＇回（
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　　施策＇２（　男女平等の視点による調達の仕組みの検討

№ 事業名 所管課

　　施策＇３（　起業・再就職への支援

№ 事業名 所管課

　　施策＇４（　働き方における格差の是正

№ 事業名 所管課

43

○国分寺市公共調達条例を平成24年６月28日に公布，同年12月１日に施行した。当該条例には，事
業者の努めとして，男女平等を実現するための方策を推進することを求め，調達において男女平等，子
育て支援等の取組みを評価する視点を総合評価方式競争入札として盛込んでいる。
○なお，当該年度においては，総合評価方式競争入札の要綱を制定し，仕組みの導入には至ったが，
対象案件はなかった。

女性就業支援センターの補助を受けて，託児つきで女性の起業・再就職支援講座「これからはじめる
再就職支援大作戦」を開催した。

市

の

調

達

に

お

け

る

男

女

平

等

推

進

事

業

者

評

価

制

度

の

検

討

男

女

平

等

人

権

課

（
現

・

文

化

と

人

権

課

）

事 業 実 績

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

総合評価方式競争入札に係る市内事業者への説明会
の開催

1

指名競争入札参加に関わる指名等の補足資料とするようなデータ整備を求められなかったため，当課
独自には特に事業を行わなかった。

14

事 業 実 績

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

総

務

課

（
現

・

契

約

管

財

課

）

女性のための再就職支援講座の中で，非正規雇用の現状について触れた。

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

対象講座開催 1 9 10,600 託児6人

経

済

課

起

業

に

関

す

る

情

報

提

供

・

支

援

市

民

に

む

け

た

情

報

提

供

47

経

済

課

事

業

者

へ

む

け

た

啓

発

・

情

報

提

供

46

男

女

平

等

人

権

課

（
現

・

文

化

と

人

権

課

）

男

女

平

等

人

権

課

（
現

・

文

化

と

人

権

課

）

経

済

課

労働セミナーの開催＇共催（／３日間 1 123

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

その他

東京都労働相談情報センター国分寺事務所の主催で労働セミナーを共催で開催した。関係機関から
のチラシ等を掲載するとともに関係窓口などに配架し情報提供を行った。
○セミナー内容：パートのための法律と社会保険・税金セミナー&相談会＇①パートと労働法，②社会保
険と税金・相談会（
○対象者：パートで働く予定の方・働いている方・関心のある方
○男女比＇アンケート回答者７０名のうち，男32名・女37名・無回答１名（
○参加者のうち市内在住者割合は不明

事 業 実 績

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（

回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

男女雇用平等推進セミナーを東京労働情報センターとの共催により開催し，育児・介護休業法等の法
改正について周知を行った＇事業№41と同事業が記載対象（。

今年度は事業者に特化した取組みは行わなかった。

男女雇用平等推進セミナーの開催＇２日間延べ人数（ 1 155

内容

45

男

女

平

等

人

権

課

（
現

・

文

化

と

人

権

課

）

平成25年度あっせん決定実績　小口＇運転，設備（
女性事業者　　2人／　75件中

2

平成25年度あっせん決定実績　小口＇創業（
女性事業者　　2人／　10件中

2

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

44

内容

小口事業資金融資あっせん制度について，市報，市ホームページ等で周知している。

再

就

職

に

関

す

る

情

報

提

供

・

支

援

男

女

平

等

人

権

課

（
現

・

文

化

と

人

権

課

）

回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

対象講座開催 1 9 10,600 託児6人

対象講座 1 9 10,600 託児6人

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

昨年度に引き続き，男女平等推進センター内に「もう一度働きたいあなたへ」という特集記事を掲示し
たり，新聞記事などの情報を掲示して，女性のための再就職支援情報を積極的に提供した。
託児をつけて女性の起業・再就職支援講座を開催した。
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　課題５　男女共同参画を支える環境の充実　

　　施策＇1（　「ワークライフバランス(仕事と生活との調和)」の推進

№ 事業名 所管課

　　施策＇２（　子育てへの支援

№ 事業名 所管課

50

男

女

が

と

も

に

子

育

て

を

す

る

た

め

の

意

識

づ

く

り

人数＇人（

児童館合同遠足 1 44

両親学級は２種類開催。このうちひかりクラスはパートナー＇父親（が主に体験・実習する内容となって
いる。

49

庁

内

に

お

け

る

ワ
ー

ク

ラ

イ

フ

バ

ラ

ン

ス

の

推

進

○親子ひろばを中心とする子育ち・子育て支援に関わる団体，市民が参加し，市とパートナーシップを
もって活動している円卓会議と連携し，親子ひろば等の事業の充実に取り組んだ。
○父親参加事業として，駅前子育てサロン・スポーツセンター親子ひろばの土曜日開催を実施した。
○児童館は毎週土曜日は開館し，父親が子どもを連れて来館しやすい環境を作った。
○父親も参加しやすい行事として，親子で参加できる児童館合同遠足を実施した。
○父親も参加しやすい行事設定として，親子ひろばフェスウィークを土・日に開催した。

通園教室の家庭支援骨子に基づき，４月の保護者交流会，５月の父親参観・講演会，９月の父子園内
宿泊訓練，２月の親子行事，３月の卒園式は，通園教室通園児の父親に焦点をあてた事業として企画
を行った。父親が参加しやすいように土日に行事を設定し，特に父親の積極的な行事への参加を呼び
掛けると共に，父親が育児に参加することへの意識向上を狙って支援を行った。通園教室の定員20名
の内，平均すると15名の父親が参加しており，参加率は高く，意義のある行事となった。

○市民向けイベントの機会を活用し，国分寺市役所内で育児をしながら仕事をしている男性のスケ
ジュール等を提示し，ワーク･ライフ･バランスモデル事業所としての市のアピールを市民にするととも
に，庁内におけるワーク・ライフ・バランスの推進をはかった。
○上記の情報について庁内イントラネットで掲示し，最も市民に好評だった市役所イクメン＇子育てを楽
しみ，自分自身も成長する男性（を表彰した。

親子ひろばフェスウィーク土・日開催 6 380

おやこでたのしくリトミック 2 18

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

自主組織へのボランティア協力＇例会，父子キャンプ，デ
イキャンプへの参加（

11 約240

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

父親参加行事＇保護者交流会母18名：父17名，父親参観・講

演会母11名：父14名，父子園内宿泊訓練父14名，親子行事

母16名：父14名，卒園式母18名：父16名（参加

5 75

予算＇円（ その他

イベントチラシの配架 1

全364
男177

＇うち男　177（ 280,420

両親学級わくわくクラス＇土曜日2回，平日2回，計4回（ 4 全132
男47

＇うち男　47（ 162,460

事 業 実 績

内容 回数＇回（ 予算＇円（

両親学級ひかりクラス＇土曜日開催，年6回（ 6

・前年度に引き続き，超過勤務削減に向けて，啓発・指導を行った。通年で原則として超過勤務を命じ
ないこととした。超過勤務を命じる場合は事前に職員課長に届け出ることとした。
・男性の育児休業取得者数は０名であった。出産介護休暇についても56%，育児参加休暇46.6%と前年
度を下回った。

経

済

課

男

女

平

等

人

権

課

（
現

・

文

化

と

人

権

課

）

ワ
ー

ク

ラ

イ

フ

バ

ラ

ン

ス

に

関

す

る

広

報

活

動

48

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

市役所イクメンコンテスト参加者数

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

内容 回数＇回（ 人数＇人（

人数＇人（ 予算＇円（ その他

東京都が主催するワークライフバランス普及啓発イベントの広報を行った。

○ワーク・ライフ・バランスという言葉と概念を子育て世代に浸透させるべく，多くの市民が参加しやすい
ようなイベントを，子育て分野で活動している市内の民間団体の協力を得て実施した。イベント名「まち
でハーモニーを楽しもう　パパママ応援フェスティバル」
○参加者にワーク・ライフ・バランスを周知・啓発するために，コンサート前に当課職員からワーク・ライ
フ・バランスについての話を行った。

健

康

推

進

課

子

育

て

相

談

室

子

育

て

支

援

課

10

ワーク・ライフ・バランス研修 1

年度中に新規の対象者となった男性職員のうち，育児
休業を取得した人の数

0/15

男

女

平

等

人

権

課

（
現

・

文

化

と

人

権

課

）

職

員

課

WLB啓発イベント 1 500 10,000

事 業 実 績

内容 回数＇回（
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53

病児保育の受け入れ＇定員数（ 2 1施設

ファミリーサポートセンター活動件数 3,092

地域支援・子育て支援のための専用施設の設置

 

 
子
育

て
に

関
す

る
総
合

的

 
 

な
相

談
・

支
援

○子ども・子育て支援円卓会議と連携し，子育て支援に関する団体及び市民と市内の子育ち・子育て
環境の充実を図った。
○国分寺地域の親子ひろば事業を展開し，子どもの育ち，子育ての悩みなどへのサポート充実を図っ
た。

○社会福祉協議会への委託事業。育児の援助をしたい市民＇援助会員（と育児援助をしてほしい市民
＇利用会員（の登録，援助活動の調整をファミリー・サポート・センター職員であるアドバイザーが行い，
育児の相互援助を全市的に広げた。特に，働く女性への支援として，ワーク･ライフ･バランスの視点で
支援実施した。
○利用会員に比して，援助会員の数値が低いため，講習会等を実施して，会員数の増加に努めた。
○年度内に，登録のみで利用実績のない会員を整理し，実数把握・実態把握に努めたため，数値は減
尐したと見える。

○直営の学童保育所の三季休業中＇春・夏・冬休み（保育時間での午前８時15分開所の実施。
○直営の学童保育所延長保育試行実施＇４／１～７／19の期間19時まで保育（。
○学童保育所の指定管理業者による運営移行により，新たに２施設で，8時～19時＇従前は８時30分
～18時（に保育時間延長を実施＇16施設中７施設で実施（。

待機児童解消のため，４月１日に認可保育所1施設を開園し，定員80名を増員した。また，既存園の定
員弾力化を図り，18名を増員したことにより市内認可保育所定員数が1,899名から1,997名へと増加し
た。(定員数：21年度1,276名，22年度1,358名，平成23年度1,638名（
１園開園したが，入所申込者が定員拡大人数を上回り，待機児童数は平成24年度の19名から53名に
増加した。＇待機児童数：平成21年度101名，22年度74名，23年度39名（
翌年度開園を目指し定員100名の施設の開設準備に着手した。
保育サービス充実のため，病後児保育に加え病児保育事業を１施設＇定員２名（で開始した。

一緒に料理をしていくことで，父親と子どもがお互いの良さや個性を認めながら深くかかわっていける
きっかけとし，父親が育児に積極的にかかわっていくことを目的として，講座名「パパと作るプロの味
親子で挑戦本格カレー」を健康推進課と共催で開催した。

子

育

て

相

談

室

子

育

て

支

援

課

保

育

課

公立保育園での地域支援事業の開催数，参加者数 94 386

要保護児童対策協議会・個別ケース会議の開催数，対
象児童数

59 6

２施設

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

子ども・子育て円卓会議 12 261

親子ひろばの実施 1,485 46,395

○児童虐待への対応については，保育所は保護者による不適切な養育等が疑われる場合には，保育
課や子ども家庭支援センター，児童相談所などと連携し，要保護児童対策地域協議会で検討するなど
適切な対応を図った。
○虐待がおきないよう，保護者への対応にも保育に関する支援も行っている。
○家庭で保育をしている保護者から子どもの発達や成長の相談を受けたり，その支援をするため，保
育所で地域支援事業を実施している。児童同士が交流を図り，保護者は食育の講習や講話を受講し，
事業を通じて育児相談等の支援を行った。
○男性の育児参加の促進は，参加しやすい土曜日に行事を設定した。
○児童虐待へは専門機関と連携し，情報を共有するなど早期発見に努めた。

親子ひろば研修の実施 2 80

51

保

育

課

子

育

て

支

援

課

子

育
て
を

支
え

合
う

関
係

づ
く

り

52

認可保育所の新規開園数，定員拡大の状況＇増加した
定員数・施設数（

98 1施設

待機児童の状況 53

内容

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

講習会の参加人数 49

ファミリーサポート新規援助会員数 24

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

男

女

平

等

人

権

課

（
現

・

文

化

と

人

権

課

）

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

男性の育児参加支援講座 1 32 26,000

保
育

サ
ー

ビ
ス

の
充
実
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　　施策＇３（　介護への支援

№ 事業名 所管課

○ベビーシートやベビーキープの設置目標値20箇所の設置完了しているため，利用者がやわかりやす
いよう，適切な場所で案内を掲示した。
○赤ちゃん・ふらっと事業の対象施設を新たに３箇所増やした。

○家族や近隣に育児協力を得ることが困難で，育児支援を必要とする家庭に育児支援ヘルパーを派
遣し，安心した子育てができる支援を行った。
○保護者の方が何らかの理由で一時的に養育できない場合，お子さんを短期間預かるショートステイ
事業を行った。
○虐待通告を始め，18歳未満のお子さんを持つ家庭の相談を電話，面談，訪問などで対応した。

55

介

護
に

お
け
る

男
女

共
同

参

画

の
意
識

づ
く

り

【介護予防の普及啓発に関する取組等】
○市全体を対象に講演会を行うとともに，高齢期の身近な生活相談の窓口である委託地域包括支援
センター及び地域相談センター＇市内６か所（において，それぞれの地域で特色を生かして実施した。
○介護を要する状態に至ることの予防とその実践について，参加者が自身のこととして捉えられるよう
事業を遂行した。

○NHKの有名番組のチーフプロデューサーを講師に招き，「ひとりでも老後を鮮やかに生きるための心
得～老人漂流社会，終の住処はどこに～」講座を実施し，自分で行動できるうちから高齢者がいる家
族の間で老後について話合いがなされる機会をもつことの大切さ，老後に自立するためには社会とつ
ながりをもって事前に準備しておくことが必要という情報を提供した。
○上記講座実施の際に，市からの情報提供として高齢者相談室職員に，市で取組んでいること・利用
できる制度＇包括支援センター（などの紹介をしてもらい，具体的に役立つ情報を提供した。

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 決算額＇円（ その他

家族介護者教室，交流会の開催 15

高

齢

者

相

談

室

男

女

平

等

人

権

課

（
現

・

文

化

と

人

権

課

）

認知症サポーター養成講座 14 318

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（

56

介
護

へ
の
支

援

高

齢

者

相

談

室

介

護

保

険

課

○認知症に対して正しい知識を持って適切に対応できる人材を育成するため｢認知症サポーター養成
講座」を14回開催した。女性221名，男性97名参加があり，男性の参加が女性より多い会場もあった。

【介護予防の取組】
○生活の不活発等により介護を要する状態に至ることを未然に防ぐため，生活機能に低下＇疑含（を生
じている方を把握し，機能低下の進行を予防するための事業＇運動器機能向上・口腔機能向上・栄養
改善等（を委託により市内２会場において実施した。参加者が自身のみでなく身近な家族の状態にも
関心を持ち，介護予防の取組を広げていけるような視点で実施した。
【家族介護者教室・交流会】
○委託地域包括または地域相談センター＇市内６か所（を拠点に，家族介護者教室・交流会を実施し
た。情報提供＇教室（と交流を合わせて行うことにより，介護者同士の繋がりを深めている。うち1セン
ターでは，男性介護者を中心とした懇談会＇つどい（を継続して３年目となった。
○認知症高齢者家族懇談会＇きさらぎ会，市内3会場にて実施（について，引き続き開催支援を行っ
た。

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 決算額＇円（ その他

その他

通所型介護予防事業＇運動器機能向上・口腔機能向
上・栄養改善（

419 2,203 26,600,366

47 1,050 10,000,000

214 委託料に含めて実施

介護予防に関する普及啓発を行う事業＇教室，地域づく
りのためのサロン等（の開催

人数＇人（ 予算＇円（ その他

子

育

て

支

援

課

子
ど

も
連
れ

で

利
用

し
や
す

い

施

設
整
備

54

事 業 実 績

内容 回数＇回（

子

育

て

相

談

室

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

ショートステイ利用数 6回

4家庭
＇４家庭（ 27日

内容 回数＇回（ その他

平成25年度育児支援ヘルパー申請・派遣数 57件

55家庭
＇55家庭（ 1306.5時間

平成25年度の相談対応件数＇個別ケース会議など会議
参加回数含む（

9,230

人数＇人（

該当講座 1 91 26,000
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　　施策＇４（　生活の安定と自立の促進

№ 事業名 所管課

60

＇１（地域包括ケア体制を推進するため，地域ケア会議等各種会議において「認知症高齢者を地域で支
えるために」をテーマに地域における高齢者への支援の現状を共有し今後必要とされる基盤整備につ
いて協議・検討を行った。
＇２（市内の全地域包括支援センター職員による全体会を開催し，相談拠点として取り組むべき課題の
抽出とセンターの業務遂行に必要なスキルの習得のため研修会を行った。
＇３（地域包括支援センターの各職種による連絡会を開催し専門職として地域で取り組む事業等の確
認・課題解決に向けた協議検討等を実施

＇１（総合相談における相談実績＇基幹型地域包括支援センター・委託先地域包括支援センターの実績（

28,772件

＇２（権利擁護における相談実績＇成年後見制度・高齢者虐待・地域福祉権利擁護事業等（　3,364件

＇３（高齢者虐待に関する対応＇国分寺市虐待防止ネットワーク実施要綱に基づく緊急受理会議・個別ケース会

議の開催数（　24回

 (まとめ（総合相談件数は年々増加し，地域包括支援センターが対応した事例もそれに伴い増加。最近は高齢

部門の関係者だけでは解決しない事例が増加し，関係機関の調整，専門的な助言を求める場の調整が必要と

なっている。

地域ケア会議の専門部会である権利擁護部会においては多機関との連携による事業の運営や日常的なケー

ス支援の協力体制を持つことができる場面を持つことができた。

専門的な助言が必要な事例においては，精神科医・弁護士・学識等をアドバイザーとして迎え適宜事例検討を

行い支援方針の確認，支援機関の役割整理等を行った。

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 決算額＇円（ その他

地域ケア会議・小地域ケア会議・各種専門部会

高

齢

者

相

談

室

介

護

に

関

す

る

総

合

的

な

相

談

事

業

57

高

齢

者

の

自

立

支

援

58

地域包括支援センター・地域相談センター職種別連絡会 9 80

高齢者虐待対応研修 1 49 22,000

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 決算額＇円（ その他

13家庭

ひとり親ホームヘルプサービス派遣回数 764

内容 回数＇回（

身体障害者・知的障害者相談員相談実績 656

18 483 94,500

地域包括支援センター・地域相談センター全体会 3 94 88,000

自立支援給付金(高等技能訓練促進費（ 48件 4 6,276,000

4,761

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

東京都母子福祉資金の貸付 531件 73 38,642,520

ひとり親ホームヘルプサービス利用数

人数＇人（ 予算＇円（ その他

障

害

者

相

談

室

障

害

者

へ

の

支

援

59

高

齢

者

相

談

室

地域活動支援センター相談実績 34,111

生

活

福

祉

課

子

育

て

相

談

室

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

就労支援センター相談実績

○申請のあったひとり親家庭へホームヘルパーを派遣した。
○ひとり親の家庭内の問題や自立支援に向けた課題への相談対応と各種サービスの情報提供を行っ
た。

ひとり親家庭＇母子世帯（の経済的自立を支援するため，母子福祉資金貸付の貸付及び自立支援給
付金の支給を行った。

【身体障害者相談員，知的障害者相談員】
　福祉センター及びひかりプラザで，月２回障害者とその家族が地域で自立した生活をするために抱え
ている様々な課題相談に対応している。また，電話による相談も随時受けており，障害福祉サービスな
どの情報提供も行っている。
【地域活動支援センター】
　市内には，相談支援と創作的活動などの事業を行う地域活動支援センターⅠ型が３箇所あり，ここに
おいても種々の相談を受け，情報提供を行っている。
【障害者就労支援センター】
　障害者の自立を促進するための一般事業所への就労を促す支援並びに，障害者と事業所とのコー
ディネートを行っている。また，就労希望者の積極的な掘り起こしや障害者雇用に取り組む企業等への
支援等を行うために，地域開拓促進コーディネーターを配置した。

事 業 実 績

支援困難ケース事例検討会 8
1回につき約

10名程度
85,500

ひ

と

り

親

家

庭

の

生

活

安

定

と

自

立

支

援
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　　施策＇５（　高齢者の虐待防止

№ 事業名 所管課

　課題６　政策・方針等の意思決定への男女共同参画

　　施策＇１（　庁内における男女共同参画

№ 事業名 所管課

63

○６月15日号市報に，男女共同参画週間の情報提供記事を掲載し，女性の審議会委員公募への積
極的応募を呼びかけた。
以下はその記事の抜粋。
「審議会等での委員の女性の割合は，本市では３割以下です。男女双方の多様な意見を政策に反映
し，活力ある地域社会となるよう，各種審議会に積極的にご応募ください。」
○本多公民館での子育ての学習会で，女性の審議会参加率が男性よりも低いこと及び，自分たちの
意見を施策に反映させるには自分たちで行動して意見を述べるとよい，という情報提供を行った。
○昨年度までは政策経営課から数値を提供してもらうだけであった審議会の女性委員の比率調査に
ついて，当課で直接実施した。

○市長の附属機関の委員の選任・委嘱に係る事務手続きフロー図を作成し，全庁的に委員の選任・委
嘱方法の統一を図る。
○委員の選任・委嘱の際には，事前に政策経営課に連絡することをルール化したが，各附属機関の担
当課からの連絡の際には，平成11年10月20日付の「国分寺市附属機関の設置及び運営の基本に関
する条例の取り扱いについて」の通達の趣旨を踏まえて委員の選任・委嘱を行うよう周知している。
○通達には，「両性の意見が審議等に反映されるように」としているため，委員の男女比の配慮にも努
めるよう周知を行っている。

会議の開催はなかったが，高齢であるDV被害者の相談に対して常日頃から連携をとり適切な支援を
行った。犯罪＇投資詐欺（に巻き込まれたと思われる相談者の支援にあたった。

○高齢者虐待防止ネットワーク実務者会議は開催しなかったが，虐待対応として実務者会議の下部組
織である緊急受理会議，個別ケース会議を開くことで個々のケースに適切に対応した。
○また，障害者部門においても上記と同様の障害者虐待防止ネットワークの整備にむけて検討が進め
られており，合同会議にむけて平成25年度は準備を連携で行った。

○「外国語版くらしのガイド～子育て情報版」＇英語，中国語，韓国語，ルビ付き日本語（を，昨年度か
ら引き続き配架し，子育てに係る手続きや市役所の窓口，サービスや支援制度などの情報提供を行っ
た。
○「市と国際協会との情報交換会」を開催し，市関係部署と国際協会とで，外国人への効果的な情報
提供について話し合った。
○「外国人おかあさん交流会」を開催し，日本人と外国人の母親の交流を支援した＇国分寺市国際協
会主催（。
○「親子日本語サロン」を開催し，外国籍の母親の日本語学習を支援した＇国分寺市国際協会（。
○「外国籍保護者のための小学校入学ガイダンス」冊子発行と説明会により，小学校入学にあたって
必要な情報を提供した。

手当・医療助成制度の申請時に併せて受けるひとり親家庭に関連する諸制度については，ホームペー
ジや窓口説明用チラシにて情報を提供し，広く制度の周知を行うとともに，市民課や生活福祉課，子育
て相談室等の関係部署と綿密な連携を図ることにより，対象となる相談者に対しては前年度と同様に
児童扶養手当＇国（，児童育成手当＇都（及びひとり親家庭等医療費助成＇市（の支給・助成を適正に
行った。

ひとり親医療費の助成　※人数は各年度３月実績

男

女

平

等

人

権

課

（
現

・

文

化

と

人

権

課

） 内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

関連記事の市報掲載 1

政

策

経

営

課

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

緊急受理会議・個別ケース会議の開催 32

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

事 業 実 績

事 業 実 績

「
高
齢

者
虐

待
防
止

ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
実
務

者
会

議

」
に

よ

る
連

携
の
強

化

62

高

齢

者

相

談

室

男

女

平

等

人

権

課

（
現

・

文

化

と

人

権

課

）
内容 回数＇回（ 人数＇人（ 決算額＇円（ その他

70代以上の高齢者の相談件数 8

文

化

の

ま

ち

づ

く

り

課

(

現

・

協

働

コ

ミ

ュ
ニ

テ

ィ
課

）

外

国
人

へ
の
情

報
提

供

61

子

育

て

支

援

課

配架部数 約700

予算＇前年度に印刷を終え，今年度は配架のみ（ 0

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

児童扶養手当の支給　※人数は支給延人数 8,299 228,699,000

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 決算＇円（ その他

児童育成手当の支給　※人数は支給延人数 11,096 155,601,000

11,189 887 28,203,000

審
議

会
等

の
委
員

に
お

け
る

性

に
よ

る
偏
り

の
解

消
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　　施策＇２（　地域における男女共同参画

№ 事業名 所管課

男性のための食生活講座 3 42 60,000

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

職員意識調査の調査票配布＇対象：正規職員，嘱託職
員，再任用職員（

1 1,096

内容 回数＇回（ 人数＇人（

川柳講座 4 85 60,000

予算＇円（ その他

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

管理職総数に対する女性比率 4/66 6.06%

公

民

館

課

女

性

管

理

職

の

登

用

促

進

65

職

員

課

男

女

平

等

人

権

課

（
現

・

文

化

と

人

権

課

）

事 業 実 績

職

員

課

庁

内

の

職

域

の

偏

り

の

解

消

64

5 92 77,000

地域を知る講座

内容 回数＇回（ 延人数＇人（ 予算＇円（ その他

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

関連講座実施 1 21 23,000

3 94 27,000

男

女

平

等

人

権

課

（
現

・

文

化

と

人

権

課

）

男

性

の

地

域

参

画

の

促

進

66

協

働

コ

ミ

ュ
ニ

テ

ィ
課

市

民

活

動

へ

の

支

援

67

講座：センターを知る・考える/団体ヒヤリングの実施 2/21

27団体出展

予算＇円（ その他

お父さん応援講座

30/35

内容 回数＇回（ 人数＇人（

○市民活動センター登録団体と地域の企業や自治会・町内会の連携を目的に，市内を４つの地域に区
切り，各地域センターで「地域・団体交流会」を開催した。第1回＜東＞　8月30日　本町・单町地域セン
ター　17団体38名参加，第2回＜西＞　9月30日　西町地域センター　16団体30名参加，第3回＜单＞
12月17日　内藤地域センター　　14団体29名参加，第4回＜北＞　1月17日　北町地域センター　8団
体27名参加，第5回＜結＞　3月4日　本多公民館　16団体53名参加  ○他市市民活動センターの担
当者を招き，他市での取組などについてお話いただき，市民活動センターについて考えて貰う為のきっ
かけとして「市民活動とその支援～センターを知る・考える」を開催した。第１回　8月1日　ゲストスピー
カー：府中NPOボランティア活動センター　松木紀美子事務局長　20名参加，第２回　11月13日　ゲスト
スピーカー：小平市民活動支援センターあすぴあ　谷原裕子センター長　10名参加。市民活動フェス
ティバル　4月20日　来場者数500人　27団体出展

男性の地域参画を促進するために，２か年にわたるプロジェクトを考案し，その第一弾として料理講座
「絶品，くわ焼丼でつながるオトコの輪」を実施した。料理講座実施の際には，申込時に予め関心のあ
る分野をたずね，参加者を関心分野ごとにグループ分けし，各グループに関心分野において地域で活
動している先輩男性に入ってもらい，参加者が地域活動に興味をもって参加するきっかけとなるように
工夫をした。

男性が地域活動に参加するきっかけとなるような場として実施。光公民館では食生活講座は３回の連
続講座として男性限定で実施。H22年度より実施しており，H24年度実施した講座からはグループが誕
生しH25年度より活動している。お父さん応援講座は男性の生き方暮らし方を男性学から学んだ。参加
者は男性に限らず女性の参加もあった。他館は男性に限った講座は開催していないが，男性参加者の
多い講座もあった。

職員の意識調査の調査項目のなかに，以下の質問をいれた。
○現状国分寺市の女性管理職は7.1％＇平成26年3月1日現在（です。東京都では16.8%＇平成24年4
月1日現在（，23区26市平均は10.6%です＇平成25年4月1日現在（。ちなみに米国では43.1%です＇デー
タブック国際労働比較2013より（。あなたは，女性管理職が尐ない原因は何だと思いますか。あてはま
る番号にいくつでも○をつけてください。
○あなたは女性管理職が増えることによるメリットは何だと思いますか。あてはまる番号にいくつでも○
をつけてください。

特になし。※平成26年３月31日現在の状況：管理職総数 65人，女性管理職数４人，女性管理職比率
6 .15 ％

10団体/21団

体

団体交流会の実施 5 177 延べ71団体

市民活動フェスティバルの実施 1 約500

人事異動：　８回＇4/1，6/1，8/15，10/1，10/15，11/18，1/1，2/1（

事務系女性職員比率推移
＇4月1日現在（

議会 政策 総務
市民
生活

福祉
保健

子ども
福祉

環境
都市
建設

都市
開発

会計 選管 監査 教育 計

H24 16.7% 19.2% 21.0% 47.8% 46.2% 46.7% 4.8% 7.9% 16.7% 40.0% 0.0% 33.3% 44.4% 32.3%
H25 33.3% 23.1% 24.4% 41.9% 44.9% 37.5% 13.6% 8.1% 16.7% 40.0% 0.0% 33.3% 44.4% 32.2%

H26 33.3% 25.7% 24.7% 40.0% 45.6% 40.0% 5.3% 19.5% 11.1% 40.0% 0.0% 33.3% 47.6% 33.3%
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　　施策＇３（　新たに取り組みを必要とする分野への男女共同参画

№ 事業名 所管課

男女平等推進センター情報誌発行 1 2,500部

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

男女平等推進センター主催講座 8 742

予算＇円（ その他

都市計画審議会女性委員の人数 3

男

女

平

等

人

権

課

（
現

・

文

化

と

人

権

課

）

女
性
リ
ー

ダ
ー

の
育
成

68

事 業 実 績

都

市

計

画

課

(

現

・

都

市

企

画

課

)

予算＇円（ その他

女性認定農業者の研修参加人数 1 6

く

ら

し

の

安

全

課

(

現

・

防

災

安

全

課

)
経

済

課

農
業
経
営
へ
の

男
女
共
同
参
画

○農業経営計画認定につき３経営体が家族経営協定を締結した(家族経営協定締結件数/全経営体
数＝18/49。締結実績は36.7％（※平成25年度末時点。
○平成25年12月に認定農業者を対象とした個人直売所魅力アップセミナーを開催＇市・東京都農業会
議共催（
○平成26年３月に女性の農業者を対象とした交流。
○平成25年８月にバス見学ツアーを開催＇東京都農業会議主催（。

内容 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

内容 回数＇回（ 人数＇人（

70

都
市
計
画
・
防
災
分
野
へ
の

男
女
共
同
参
画

69

国分寺市の女性農業者の交流＆バス見学ツアー参加
人数

2 2

内容 回数＇回（ 人数＇人（

○女性の防災会議委員を増やすことを視野に入れ，国分寺市防災会議条例を改正し，委員の選任方
法として「その他市長が特 に必要と認める者」を追加した。条例改正後，この条項に基づき日頃から熱
心に防災活動を行っている女性１名を防災会議員として委嘱した。しかしながら，平成25年度は，委嘱
していた女性部長職が退職となり，その後の女性部長職はいないため，平成24年度と比べて１名減と
なった。

○「避難所生活における男女のニーズの違いを踏まえた対策」や「避難所運営への女性の参画」につ
いて，国分寺市地域防災計画に明確に位置づけた。

○リーダー育成を主目的とする講座は実施しなかったが，講座受講によって女性の活躍につながるよ
うにという視点は常に持って主催講座を実施した。
○男女平等推進センター情報誌の新たな市民編集委員として公募委員とこちらから声かけした方を迎
えることができ，市内で活躍する女性にインタビューする記事を多く掲載したことにより，女性の活躍に
つながるよう取組んだ。

国分寺市防災会議の女性委員の人数＇平成25年度末
時点（

1 2 19,000

都市計画審議会の２号委員＇議員選出委員（について，平成25年度中に改選を行い，２名の女性委員
へ委嘱を行った。
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資料№２ 自己点検票書式 

 

1号

基本目標 １

１

(１)

①

　事業内容

●二重線囲みで示した，男女平等推進の視点から見た今後の課題及び次年度以降の取組み予定 ●課題を解決するために連携の必要な所管課

2012年の内閣府調査では，「夫は外で働き，妻は家庭を守るべきだ」に賛成する20代女性が，2009年の調査時を15.9ポイ
ント上回り43.7％となった。その一方，尐子化による労働力不足，専業主婦の受け皿としての男性の終身雇用の揺らぎ等，
女性の経済力が一段と必要とされている状況がある。市としては，固定的な性別役割分担意識にとらわれることなく個人が
現実的な選択をできるよう，情報を提供していく必要があると考える。

引き続き講座はできるだけ他部署と連携して
行えるようにする

評価
理由

講座の際に実施したアンケートによると，講座受講前後で「意識が変わった」と回答した方の率が，平均して95％以上であったため。

評
価
の
説
明

【評価の基準】
Ａ＝前年度よりも実績があがった　Ｂ＝前年度と同様の実績があった　Ｃ＝前年度より実績が下がった　Ｄ＝
実績がなかった　達成＝計画所定の事業内容を達成した　休止・廃止＝計画所定の事業内容が休止・廃止
になった
【数値換算の方法について】
各事業評価の視点における評価につき，Ａ＝4　Ｂ＝3　Ｃ＝2　Ｄ＝1　達成＝4　休止・廃止＝1点として合計
点を事業評価の視点数３で除し，各アルファベットの規定点を超えるものについては☆をつけてプラス評価と
した。

■計画改定時＇24年
度（と比べた場合の推

進状況

■総合的に見た場合
の当該年度の推進状

況

○ Ａ

評価
理由

尐人数の対象を絞った講座と，多人数の対象を広げた講座を組み合わせて実施し，時には深く，時には拡げて，男女平等に関する意識啓発を行っ
た。

事業実施により，男女平等に関する市民の理解を進めることができたか Ａ 4 B

評価
理由

男女平等推進行動計画の重点課題及び平成24年度事業評価によりD評価となった分野を中心に講座を企画し，必要な分野・対象者を明確にして学
習機会の提供を行った。

市民にむけての意識啓発の方法は，適切で，効果的であったか Ａ 4 A

過年度
＇n-3（
評価

過年度
＇n-4（
評価

男女平等に関する学習機会の提供は行われたか Ａ 4 A

約20000 約2100

　
　
　
事
 

業
 

の
 

評
 

価

●下記の各「評価の視点」から見て，前年度と比べた推進状況Ａ～D（を評価してください。

事　業　評　価　の　視　点

評　　　　価

当年度＇ｎ（
評価

数値換算
過年度
＇n-1（
評価

過年度
＇n-2（
評価

52,000

　チラシ配布枚数

　他課との連携講座数 4 2 194 44 97,000

前
年度

　関連主催講座 8 6 742 167 174,200 159,820

前
年度

評価
年度

前
年度

評価
年度

前
年度

評価
年度

●数値化可能な事業について，回数，参加者数＇男女比（，予算などを書いてください。 回数＇回（ 人数＇人（ 予算＇円（ その他

男女平等に関する学習機会の提供

男女平等推進センターや公民館で，女性のエンパワーメントや性別役割分担意識の解消などをテーマに講座等を開催します。男女平等への
理解を広げる企画を充実し，若年層とともに進める事業に取り組みます。幅広い世代が参加できるよう，テーマや開催日時の工夫をします。
◇男女平等推進条例，男女平等推進行動計画の周知　◇多様な団体との連携による広報　◇公民館保育室事業の実施
◇男女平等の保育，幼児教育の促進　◇若年層とともに進める事業の実施　◇市民の作品募集による意識の普及

事
 

業
 

実
 

績

●事業実績を書いてください。 ●特記事項　※行動計画規定外の事
業で，関連事業として実施し，成果をあ
げたものがあればご記入ください。評
価の際に加点します。

＇例（女性のエンパワーメントを目的に講座を開催した。他団体との連絡会を初めて開催した。

○庁内横断的に男女平等の概念を事業に浸透させるため，各種講座を実施する際には連携できる部署がないか検
討し，あれば連携を働きかけた。その結果，各課の事業と男女平等施策とを関連付けることができた。連携した際に
各課の担当職員と関わることによって，職員への情報提供も同時に行うことができた。例として，リプロダクティブ・ヘ
ルス/ライツ講座における市内小中学校養護教諭との関わり，介護における男女共同参画・虐待防止講座における
高齢者相談室との関わり，防災講座における旧くらしの安全課との関わりがあげられる。
○幼児期におけ

＇例（　講座，他団体との連絡会，啓発チラシ配布など
評価
年度

男女平等
推進の
視点

男女平等社会を実現するための基本理念＇国分寺市男女平等推進条例第3条第１項より（

性別にかかわりなくだれもが，個人として尊重され，性別に起因する差別及び暴力がなく，ジェンダーによる固定
的な役割分担意識及びその役割分担意識に基づく社会的な制度又は慣行により，個人の社会における活動の
自由な選択が妨げられることなく，多様な生き方が選択できること

対
 

象
 

事
　
業

男女の人権を尊重するまち

　課題 男女平等意識の醸成

　施策名 家庭や地域における男女平等の意識づくり

　事業名

平成２５年度　国分寺市男女平等推進行動計画　自己点検票 事業№ 1

担当課 文化と人権課 担当者名 ○○　○○
条例第3条第1項1号～5号のうち，事業に該
当する理念を選択して記入する。

事務局で事業ごと・シートご
とに挿入

何か記入があれば意欲を
評価して総合評価数値換
算時に1点加点する。。

所管課で事業実績を
自由記述する。

数値化可能な事業実施内容につき，
所管で考えて適切な項目・データを記
入してください。数値化情報は，量的
な事業実績を示すデータとします。

数値化可能な事業について
所管課で記入する。必ずしも
3つ埋める必要はないが，最
低一つは入れてもらう

①計画に沿った事業を
行ったかという視点から
の評価。

所管で自己評価する

評価に基づき，自動換
算される

②事業実施の際に，男女平等推進の視点
を盛り込んで行ったかどうか，もしくは，事
業実施の内容が男女平等推進の視点か
ら見て適切・効果的であったかという視点

評価に基づき，自動換

③事業実施により，男女平等社
会の実現の観点から成果をあげ
ることができたかという視点から
の評価。

評価に基づき，自動換

◎：計画改定時よりも進ちょくが大幅に図られている。
○：計画に基づき概ね予定通りに進ちょくが図られて
いる。　△：未着手，進展なし。又は着手したものの，
当初予定よりも進ちょくが大幅に遅れている。

 

 

  

記入例 



90 

 

資料№３ 平成 26 年度会議の開催状況 

（１）国分寺市男女平等推進委員会 

  開催日 検討内容 

第１回 平成 26年５月 15日 

・委員長・副委員長選任 

・年間スケジュールと今年度評価手法の説明 

・指標の取扱いについて 

・評価作業グループ分け（責任者決め） 

・次回以降の委員会日程 

第２回 平成 26年６月 17日 
・施策推進状況の検討（各グループからの報告） 

・ヒアリング対象課検討 

第３回 平成 26年６月 27日 
・ヒアリング（生活福祉課および学校指導課） 

・意見交換 

第４回 平成 26年７月 10日 
・施策推進状況評価審議（ヒアリング対象課の関係

施策が多い課題３～５について） 

第５回 平成 26年７月 24日 
・施策推進状況評価審議（課題６と課題１～２及び

全体調整） 

第６回 平成 26 年８月７日 
・施策評価内容の最終調整 

・答申案審議 

 

○平成 26 年度 国分寺市男女平等推進委員会委員  

（任期：平成 26 年４月１日から平成 28 年３月 31 日） 

氏名 所属等 選出区分 

小松 清 三多摩医療生活協同組合 
１号委員 

（男女平等社会の実現に向け

て活動している団体の代表） 

佐川 和子 多摩でＤＶを考える会 

○廣田 昌子 国際ソロプチミスト国分寺 

吉田 英子 フェミネット奏 

筒井 隆志 一般市民公募 
２号委員 

（公募市民） 
中村 洋子 一般市民公募 

松島 勇 一般市民公募 

苫米地 伸 東京学芸大学准教授 
３号委員 

（識見を有する者） 
◎長津 芳 元国分寺市立第七小学校校長 

眞鍋 倫子 中央大学教授 

◎･･･委員長  ○･･･副委員長 

 

（２）国分寺市男女平等推進協議会 

  開催日 検討内容 

第１回 平成 26 年４月 15 日 

・評価スケジュールについて 

・今年度評価の手法について 

・推進委員会への諮問事項について 

・職員意識調査について 
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第２回 平成 26 年８月 28 日 
・施策推進状況評価について（推進委員会答申と

専門委員会報告をもとに検討） 

 

○平成 26 年度 国分寺市男女平等推進協議会委員 

役職 氏名 

副市長（会長） 樋口 満雄 

市民生活部長（副会長） 水越 寿男 

政策部長 内藤 達也 

総務部長 本橋 信行 

福祉保健部長 内藤 修宏 

子ども福祉部長 根本 裕之 

教育部長 小山 則夫 

 

（３）国分寺市男女平等推進専門委員会 

  開催日 検討内容 

第１回 平成 26年８月 13日 ・事業推進状況評価検討（課題１～３） 

第２回 平成 26年８月 19日 ・事業推進状況評価検討（課題４～６） 

 

○平成 26 年度 国分寺市男女平等推進専門委員会委員 

（任期：平成 25 年７月１日から平成 27 年６月 30 日 ただし，※印のある者は平成 26 年４月１日から） 

所属 氏名 

政策部市政戦略室広報担当係長  毛利 聡   ※ 

政策部政策経営課主任  荻野 寛之 

総務部職員課主任  岩垂 亮二 

市民生活部経済課消費生活・就労支援担当係長  髙澤 芳友  ※ 

市民生活部協働コミュニティ課協働・コミュニティ担当係長  増本 佐千子 ※ 

福祉保健部生活福祉課庶務係長  保谷 正彦  ※ 

福祉保健部健康推進課健康推進担当係長  有賀 真由美 

福祉保健部高齢者相談室高齢者福祉係長 ○久保 祐司 

子ども福祉部子育て支援課主任  石川 理江 

子ども福祉部子育て相談室主任  山川 恭子 

教育部教育総務課主任  吉沢 浩二 

教育部統括指導主事  松浦 素明 

教育部公民館課並木公民館長兼事業係長 ◎木場 理恵 

教育委員会国分寺市立第二小学校技能係長  山口 悦子 

◎…委員長  ○…副委員長 
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資料№４ 国分寺市男女平等推進行動計画の概要 

 

１ 計画の目的 

 本計画は，国分寺市男女平等推進条例第９条に基づき，男女平等社会の実現に向けて，

国分寺市において男女平等推進施策を総合的かつ計画的に推進するために策定するもので

す。 

 

 

２ 計画の位置づけ 

(１) 国分寺市男女平等推進条例第９条に基づき策定する計画です。 

 

(２) 男女共同参画社会基本法第 14 条第３項の規定に基づき市が策定する，男女平等推進

に関する施策についての基本的な計画です。 

 

(３) 「課題３ 性別に起因する暴力や人権侵害の根絶」の「施策(１) ドメスティック・バ

イオレンスの予防のための取組み」から「施策(３) 相談業務の充実と関係機関との連

携」は，配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律第２条の３第３項に基

づく，国分寺市における「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実

施に関する基本的な計画」（市町村基本計画）に相当します。 

 

 

３ 計画の期間 

第４次国分寺市長期総合計画の実施年度に合わせ，期間を平成 20(2008)年度から平成

28(2016)年度の９年間としています。平成 23(2011)年度に計画の見直しを行い，平成 24

（2012）年度から中間見直し計画を施行しました。 

 

 

４ 計画の推進 

（１） 推進体制 

市長の附属機関である「国分寺市男女平等推進委員会(以下「推進委員会」という。)」

において，男女平等推進施策に関わる重要事項や行動計画の進ちょく状況について，専門

的あるいは市民的見地から調査審議し，市長に答申します。推進委員会からの答申をふま

えて，男女平等推進施策を展開します。推進委員会は，男女平等社会の実現に向けて活動

する団体の代表４人，公募市民３人，識見を有する者３人の 10 人で構成されます。 

全庁にわたる横断的な推進体制として，副市長を会長とし６人の部長で構成する市の内

部組織である「国分寺市男女平等推進協議会（以下「推進協議会」という。）」により，男

女平等推進施策の総合的な推進と調整を行います。 
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(２) 市民，事業者等との連携と協働 

 男女平等推進をめぐる課題は，あらゆる分野に深く根ざしています。男女平等社会の実

現にむけて施策を推進するにあたっては，市民や事業者等との連携や協働が欠かせません。

市・市民・事業者等がさまざまな分野で主体的にそれぞれの役割を果たしていくことが望

まれます。 

 

(３) 国や東京都，関係機関との連携 

 国の法整備や，東京都が広域的に実施すべき事項等については，国や東京都に積極的に

働きかけを行うとともに，必要に応じて他の関係機関と連携を図ります。 

 

(４) 行動計画の効果的な進行管理 

 計画をより実効性のあるものとするために，年度ごとに推進状況の報告を行い，進ちょ

く状況を示します。また，国分寺市男女平等推進条例第 10 条に基づき推進委員会からの意

見を聴取し，年次報告書を作成し，公表します。 

進ちょく状況の評価にあたっては，評価基準を明確にし，それをもとに評価した結果を計

画の見直しに反映します。 

 

 

５ 計画の基本理念 

本計画に基づき施策を推進するにあたっては，国分寺市男女平等推進条例第３条に規定

する基本理念をこの計画の基本理念とします。 

(１) 性別にかかわりなくだれもが，個人として尊重され，性別に起因する差別及び暴力が

なく，ジェンダー(社会的性別)による固定的な役割分担意識及びその役割分担意識に基

づく社会的な制度又は慣行により，個人の社会における活動の自由な選択が妨げられる

ことなく，多様な生き方が選択できること。 

 

(２) 性別の観点から，社会における制度又は慣行をできる限り中立なものにすること。 

 

(３) 市における政策又は事業者等における方針の立案若しくは決定をはじめとするあら

ゆる場に，性別にかかわりなくだれもが対等に参加できること。 

 

(４) 性別にかかわりなくだれもが，家庭内での協力及び社会的支援のもとに，子育てや介

護等家族としての役割を果たすことと，職場や地域等において活動することとを両立で

きるようにすること。 

 

(５) 国際社会における取組みと密接な関係があることを認識して，取組みを推進すること。 
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６ 計画の体系 

 

【施策体系図】 

 
 

 

 

 

【目　標】 【課　題】 【施　　策】

(１) 家庭や地域における男女平等の意識づくり

(２) 学校における男女平等教育の充実

(３) 庁内における男女平等意識の徹底

(４) 男女平等に関する実態把握

(５) 男女の人権に配慮した表現の推進

(１) たがいの性を理解し，尊重する意識の醸成

(２) 性差や年代に応じた健康支援

(１) ドメスティック・バイオレンスの予防のための取り
　　組み

(２) ドメスティック・バイオレンス被害者の安全確保と
　　自立支援

(３) 相談業務の充実と関係機関との連携

(４) セクシュアル・ハラスメント等の防止

(５) 人権侵害を予防するための支援

(６) 子どもにとっての男女平等

(７) 性犯罪被害者の支援

　
基
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標
１
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女
の
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権
を
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る
ま
ち

男女平等意識
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課題 １

課題 ２

課題 ３
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【目　標】 【課　題】 【施　　策】

(１) 事業者への啓発と支援

(２) 男女平等の視点による調達の仕組みの検討

(３) 起業・再就職への支援

(４) 働き方における格差の是正

(１) ワークライフバランス＇仕事と生活との調和（ の
     推進

(２) 子育てへの支援

(３) 介護への支援

(４) 生活の安定と自立の促進

(５) 高齢者の虐待防止

(１) 庁内における男女共同参画

(２) 地域における男女共同参画

(３) 新たに取り組みを必要とする分野への男女共同
　　 参画

　
基
本
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課題 ４

課題 ５

課題 ６



96 

 

資料№５ 国分寺市男女平等推進条例 

平成19年3月29日 

条例第10号 

目次 

前文 

第1章 総則(第1条―第7条) 

第2章 性別による権利侵害の禁止等(第8条) 

第3章 基本的施策(第9条・第10条) 

第4章 具体的施策(第11条―第17条) 

第5章 男女平等推進センター(第18条―第22条) 

第6章 苦情等への対応(第23条・第24条) 

第7章 男女平等推進委員会(第25条・第26条) 

第8章 雑則(第27条) 

附則 

人はだれもが「ただその人である」というだけで，かけがえのない存在です。だれもが

等しく尊く，性別にかかわらず平等です。 

これまで，我が国では個人の尊重と法の下の平等がうたわれている日本国憲法の下，「女

子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する条約」を批准し，国際社会における取組と

連動して，男女共同参画社会基本法の制定等の法整備が進められてきました。国分寺市に

おいては，昭和63年に国分寺市婦人行動計画を策定し，男女平等社会の実現に向けて，市

民とともに様々な取組を進めてきました。 

しかし，いまだに多くの課題が残されています。ジェンダーによる固定的な役割分担意

識とその役割分担意識に基づく社会の慣行には，個々人の自由な活動や生き方の選択を制

限するものがあります。ときには一人の人間としての権利まで奪われることがあります。

ドメスティック・バイオレンスなど性別に起因する暴力はその現れです。これらの課題の

解消に向けて一層の努力が必要です。 

人はだれもが多様で自由な存在であり，自分らしく生きる権利を有しています。 

国分寺市は，すべての人が性別にかかわりなく個人として尊重され，認め合い，支え合

いながら，ともに生きることのできる男女平等社会の実現を目指して，この条例をつくり

ます。 

第1章 総則 

 (目的) 

第1条 この条例は，男女共同参画社会基本法(平成11年法律第78号)の理念に基づき，国分

寺市(以下「市」という。)における男女平等社会の実現に関し，基本理念並びに市，市

民及び事業者等の責務を定め，市の施策の基本的事項を明らかにするとともに，男女平

等社会の実現のための施策(以下「男女平等推進施策」という。)を総合的かつ計画的に

推進することにより，男女平等社会を実現することを目的とする。 

 (定義) 

第2条 この条例において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定めるところによ
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る。 

(1) 男女平等社会 一人ひとりが個人として尊重され，性別に起因する差別を受けず，

ジェンダーによる固定的な役割分担意識及びその役割分担意識に基づく社会的な制度

又は慣行により，個人の社会における活動の自由な選択が妨げられることなく，個性

及び能力を十分に発揮する機会が保障され，対等な立場でともに協力し合い，責任を

分かち合う社会をいう。 

(2) 市民 市内に住む者又は市内で働く者，学ぶ者若しくは活動する者をいう。 

(3) 事業者等 市内において事業を行うもの及び非営利の活動，公共的活動その他の活

動を行うものをいう。 

(4) ジェンダー 生まれついての生物学的性別と異なり，社会通念又は慣習の中にある

男性像，女性像等社会によって作られた性別をいう。 

(5) セクシュアル・ハラスメント 職場，学校等社会のあらゆる場で，性的な言動によ

り，他の者を不快にさせ，又はその者の対応に対して更なる不利益を与えることをい

う。 

(6) ドメスティック・バイオレンス 配偶者その他親密な関係にある者(過去に配偶者

その他親密な関係にあった者を含む。)による身体的暴力又は精神的，性的若しくは経

済的に苦痛を与える行為をいう。 

 (基本理念) 

第3条 男女平等社会を実現するため，次に掲げる事項を基本理念とする。 

(1) 性別にかかわりなくだれもが，個人として尊重され，性別に起因する差別及び暴力

がなく，ジェンダーによる固定的な役割分担意識及びその役割分担意識に基づく社会

的な制度又は慣行により，個人の社会における活動の自由な選択が妨げられることな

く，多様な生き方が選択できること。 

(2) 性別の観点から，社会における制度又は慣行をできる限り中立なものにすること。 

(3) 市における政策又は事業者等における方針の立案若しくは決定をはじめとするあ

らゆる場に，性別にかかわりなくだれもが対等に参加できること。 

(4) 性別にかかわりなくだれもが，家庭内での協力及び社会的支援のもとに，子育て，

介護等家族としての役割を果たすことと職場，地域等において活動することとを両立

できるようにすること。 

(5) 国際社会における取組と密接な関係があることを認識して取組を推進すること。 

 (市の責務) 

第4条 市は，この条例の基本理念に基づき，男女平等社会の実現に向けて，総合的かつ計

画的に施策を実施しなければならない。 

2 市は，男女平等社会の実現に影響を及ぼすと認められる施策の立案及び決定に当たって

は，男女平等社会の実現に配慮しなければならない。 

3 市は，自らも事業者等であることを認識し，その労働環境において男女平等社会の実現

に向けた取組を積極的に推進しなければならない。 

4 市は，男女平等社会の実現に向けて，市民及び事業者等と協力して取り組まなければな

らない。 
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5 市は，男女平等社会の実現に向けて，国及び他の地方公共団体と協力して取り組まなけ

ればならない。 

 (市民の責務) 

第5条 市民は，職場，学校，地域，家庭その他の社会のあらゆる場において，この条例の

基本理念に基づき，男女平等社会の実現に向けて取り組むよう努めなければならない。 

2 市民は，市が実施する男女平等推進施策に協力するよう努めなければならない。 

 (事業者等の責務) 

第6条 事業者等は，その活動を行うに当たっては，この条例の基本理念に基づき，男女平

等社会の実現に向けて取り組むよう努めなければならない。 

2 事業者等は，労働環境の整備に当たっては，その労働者が性別にかかわりなく，子育て，

介護又は地域活動と，仕事とを両立できるよう努めなければならない。 

3 事業者等は，市が実施する男女平等推進施策に協力するよう努めなければならない。 

 

(市民及び事業者等の協力) 

第7条 市民及び事業者等は，互いに協力して男女平等社会の実現に向けて取り組むよう努

めなければならない。 

 

第2章 性別による権利侵害の禁止等 

 

 (性別による権利侵害の禁止等) 

第8条 何人も，あらゆる場において，直接的であるか間接的であるかを問わず，性別に起

因する差別的行為又は取扱いを行ってはならない。 

2 何人も，ドメスティック・バイオレンス，子どもに対する性的暴力その他性別に起因す

る暴力を行ってはならない。 

3 何人も，セクシュアル・ハラスメントを行ってはならない。 

4 何人も，ストーカー行為(ストーカー行為等の規制等に関する法律(平成12年法律第81

号)第2条(定義)第2項に規定するストーカー行為をいう。)を行ってはならない。 

5 何人も，外部に情報を提供するときは，前各項に規定する禁止行為及び取扱い並びにジ

ェンダーによる固定的な役割分担を助長する表現を行わないよう配慮しなければならな

い。 

 

第3章 基本的施策 

 

(行動計画等) 

第9条 市長は，この条例の基本理念に基づき，男女平等推進施策を総合的かつ計画的に推

進するため，男女平等推進行動計画を策定しなければならない。 

2 市長は，男女平等推進行動計画の策定及び変更に当たっては，第25条に規定する国分寺

市男女平等推進委員会の意見を聴くとともに，市民及び事業者等の意見を反映するよう

努めなければならない。 
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3 市長は，男女平等推進行動計画を策定し，又は変更したときは，速やかにこれを公表し

なければならない。 

 (年次報告) 

第10条 市長は，男女平等推進行動計画に基づく施策の実施状況について，第25条に規定

する国分寺市男女平等推進委員会の意見を聴いて年次報告書を作成し，公表しなければ

ならない。 

 

第4章 具体的施策 

 

(啓発活動及び教育による普及) 

第11条 市は，男女平等社会の実現に関し，学校教育，生涯学習その他のあらゆる学習の

場を通じて，市民及び事業者等の理解を深めるよう必要な措置を講じなければならない。 

 (雇用の分野における施策) 

第12条 市は，雇用の分野における男女平等社会の実現に向けた取組を進めるため，事業

者等に対する情報の提供その他必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

2 市は，市と契約を締結した事業者等に対し，男女平等推進施策に関する広報及び調査へ

の協力を求めることができる。 

 (生涯にわたる健康への支援) 

第13条 市は，男女が対等な関係の下，妊娠，出産，更年期等に関して互いに理解し，尊

重し合い，男女が生涯を通じて健康な生活を営むことができるよう必要な措置を講じな

ければならない。 

 (ドメスティック・バイオレンス等の防止) 

第14条 市は，ドメスティック・バイオレンスその他性別に起因する暴力を防止し，その

被害者に必要な支援を行うための措置を講じなければならない。 

 (委員構成) 

第15条 市は，附属機関等の委員の構成に当たっては，男女の意見がともに会議に反映さ

れるよう努めなければならない。 

 (調査研究) 

第16条 市は，男女平等社会の実現のため，必要な調査研究を行わなければならない。 

 (財政上の措置等) 

第17条 市は，男女平等社会の実現のため，財政上の措置その他必要な措置を講じなけれ

ばならない。 

 

第5章 男女平等推進センター 

 

(設置) 

第18条 この条例の基本理念に基づき，男女平等推進施策を実施し，市民及び事業者等に

よる男女平等社会の実現に向けた取組を支援するため，国分寺市立男女平等推進センタ

ー(以下「男女平等推進センター」という。)を設置する。 
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 (位置) 

第19条 男女平等推進センターの位置は，次のとおりとする。 

国分寺市光町一丁目46番地8 

 (愛称) 

第20条 男女平等推進センターの愛称は，「ライツこくぶんじ」とする。 

 (事業) 

第21条 男女平等推進センターは，次に掲げる事業を行う。 

(1) 情報及び学習の機会の提供 

(2) 市民及び事業者等相互の交流の機会及び場の提供 

(3) 相談に関する事業 

(4) 図書及び資料の収集並びに提供に関する事業 

(5) 前各号に定めるもののほか，市長が必要と認める事業 

 (管理及び運営) 

第22条 この章に定めるもののほか，男女平等推進センターの管理及び運営に関する事項

は，別に定める。 

 

第6章 苦情等への対応 

 

(施策への苦情又は改善提案の申出への対応) 

第23条 市長は，市が実施する男女平等推進施策又は男女平等社会の実現に影響を及ぼす

と認められる施策に関する市民からの苦情又は改善提案に対し，適切に対応しなければ

ならない。 

2 市長は，前項の場合において，男女平等推進施策に係る重要事項と認めるときは，第25

条に規定する国分寺市男女平等推進委員会に諮問しなければならない。 

 (性別に起因する人権侵害に係る相談への対応) 

第24条 市長は，性別に起因する人権侵害に係る相談については，関係機関，関係団体等

と連携を図るとともに，相談した者に配慮した対応に努めなければならない。 

 

第7章 男女平等推進委員会 

 

 (男女平等推進委員会の設置及び組織) 

第25条 市の男女平等推進施策を総合的かつ計画的に推進するため，市長の附属機関とし

て，国分寺市男女平等推進委員会(以下「委員会」という。)を設置する。 

2 委員会は，市長の諮問に応じ，次に掲げる事項を調査審議し，答申するほか，当該事項

について市長に建議することができる。 

(1) 男女平等推進施策に係る重要事項に関すること。 

(2) 男女平等推進行動計画の進ちょく状況に関すること。 

3 委員会は，次に掲げる委員10人以内をもって組織し，市長が委嘱する。 

(1) 男女平等社会の実現に向けて活動している団体の代表者 4人以内 
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(2) 公募により選出された市民 3人以内 

(3) 識見を有する者 3人以内 

4 委員の任期は，2年とし，再任を妨げない。ただし，補欠委員の任期は，前任者の残任

期間とする。 

5 委員会に委員長及び副委員長を置き，委員の互選によりこれを定める。 

6 委員長は，委員会を代表し，会務を総理する。 

7 副委員長は，委員長を補佐し，委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときは，そ

の職務を代理する。 

 (委員会の会議) 

第26条 委員会は，委員長が招集し，委員長は，会議の議長となる。 

2 委員会は，委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。 

3 委員会の議事は，出席した委員の過半数で決し，可否同数のときは，委員長の決すると

ころによる。 

4 委員会は，会議の運営上必要があると認めるときは，委員以外の者を会議に出席させ，

その意見を聴き，又は委員以外の者から資料の提出を求めることができる。 

5 委員会の会議は，公開する。ただし，国分寺市附属機関の設置及び運営の基本に関する

条例(平成11年条例第26号)第5条(会議の公開)ただし書の規定に該当する場合は，当該会

議の全部又は一部を公開しないことができる。 

6 委員会の庶務は，市民生活部文化と人権課において処理する。 

(平成25年条例第42号・一部改正) 

 

第8章 雑則 

 

(委任) 

第27条 この条例に定めるもののほか必要な事項は，別に定める。 

 

附 則 

(施行期日) 

1 この条例は，平成19年6月1日から施行する。 

(経過措置) 

2 この条例の施行の際，現に存する国分寺市女性行動計画は，この条例第9条第1項の規定

により策定された男女平等推進行動計画とみなす。 

(国分寺市男女平等推進委員会条例の廃止) 

3 国分寺市男女平等推進委員会条例(平成3年条例第8号。以下「旧条例」という。)は，廃

止する。 

(国分寺市男女平等推進委員会条例の廃止に伴う経過措置) 

4 この条例の施行の際，現に旧条例第3条第2項の規定に基づき委嘱された委員については，

この条例第25条第3項の規定により委嘱されたものとみなす。この場合において，当該委

員の任期は，旧条例の規定に基づき委嘱された期間を控除した期間とする。 
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(国分寺市立女性センター条例の一部改正) 

5 国分寺市立女性センター条例(平成6年条例第24号)の一部を次のように改正する。 

〔次のよう〕略 

 

附 則(平成25年条例第42号)抄 

(施行期日) 

1 この条例は，平成26年4月1日から施行する。 
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資料№６ 国分寺市男女平等推進協議会設置規程 

平成10年8月24日 
訓令第15号 

(設置) 

第1条 国分寺市における男女平等社会の実現のための施策(以下「男女平等推進施策」と

いう。)を総合的に推進するため，国分寺市男女平等推進協議会(以下「推進協議会」と

いう。)を設置する。 

(平成19年訓令第25号・一部改正) 

 (所掌事項) 

第2条 推進協議会は，次に掲げる事項について協議する。 

(1) 男女平等推進施策の総合調整 

(2) 男女平等推進行動計画の策定及び進行管理に関すること。 

(3) その他男女平等推進施策に関する重要事項 

(平成16年訓令第24号・平成19年訓令第25号・一部改正) 

 (組織) 

第3条 推進協議会は，次に掲げる委員をもって組織する。 

(1) 副市長 

(2) 政策部長 

(3) 総務部長 

(4) 市民生活部長 

(5) 福祉保健部長 

(6) 子ども福祉部長 

(7) 教育部長 

(平成14年訓令第5号・平成16年訓令第24号・平成18年訓令第36号・平成19年訓令第5号・平成23

年訓令第22号・平成26年訓令第16号・一部改正) 

 (会長及び副会長) 

第4条 推進協議会に会長及び副会長を置き，会長は副市長，副会長は市民生活部長をもっ

て充てる。 

2 会長は，推進協議会を代表し，推進協議会の会務を総理する。 

3 副会長は，会長を補佐し，会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは，その職務を

代理する。 

(平成16年訓令第24号・全改，平成18年訓令第36号・一部改正) 

 (推進協議会の会議) 

第5条 推進協議会の会議は，会長が招集し，会長は，会議の議長となる。 

(平成16年訓令第24号・一部改正) 

 (男女平等推進専門委員会) 

第6条 推進協議会に男女平等推進専門委員会(以下「専門委員会」という。)を置く。 

2 専門委員会は，第2条第2号及び第3号に規定する事項について調査検討し，その結果を

会長に報告する。 

(平成16年訓令第24号・平成19年訓令第25号・一部改正) 

 (専門委員会の組織) 
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第7条 専門委員会は，次に掲げる部の職員14人以内をもって組織し，市長が任命し，又は

委嘱する。 

(1) 政策部 2人以内 

(2) 総務部 1人 

(3) 市民生活部 2人以内 

(4) 福祉保健部 3人以内 

(5) 子ども福祉部 2人以内 

(6) 教育部 4人以内 

(平成19年訓令第27号・全改，平成21年訓令第24号・一部改正) 

 (専門委員会の委員長及び副委員長) 

第8条 専門委員会に委員長及び副委員長を置き，会長が指名する。 

2 委員長は，専門委員会を代表し，専門委員会の会務を総理する。 

3 副委員長は，委員長を補佐し，委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときは，そ

の職務を代理する。 

(平成16年訓令第24号・一部改正) 

 (専門委員会の会議) 

第9条 専門委員会の会議は，委員長が招集し，委員長は，会議の議長となる。 

(平成16年訓令第24号・一部改正) 

 (任期) 

第10条 専門委員の任期は，2年とし，再任を妨げない。ただし，専門委員が欠けた場合に

おける補欠専門委員の任期は，前任者の残任期間とする。 

(平成19年訓令第25号・追加) 

 (意見の聴取等) 

第11条 推進協議会及び専門委員会(以下「推進協議会等」という。)は，会議の運営上必

要があると認めるときは，委員及び専門委員(以下「委員等」という。)以外の者を会議

に出席させ，その意見を聴き，又は委員等以外の者から資料の提出を求めることができ

る。 

(平成16年訓令第24号・追加，平成19年訓令第25号・旧第14条繰上・一部改正) 

 (庶務) 

第12条 推進協議会等の庶務は，市民生活部文化と人権課において処理する。 

(平成14年訓令第5号・一部改正，平成16年訓令第24号・旧第10条繰下・一部改正，平成19年訓

令第25号・旧第15条繰上，平成26年訓令第16号・一部改正) 

 (委任) 

第13条 この規程に定めるもののほか推進協議会等の運営に関し必要な事項は，別に定め

る。 

(平成16年訓令第24号・旧第11条繰下・一部改正，平成19年訓令第25号・旧第16条繰上) 

 

附 則 

この訓令は，平成10年9月1日から施行する。 

[以下略] 


